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はじめに 
 

日本地震工学会は、地震工学の分野横断的調査・研究の推進、地震災害軽減のための国際的活

動と社会への直接的貢献を主要な目的として 2001 年 1 月 1 日に任意団体として創立された。以

来、地震工学分野における日本の代表学会として地震工学の広い分野間の交流の促進や国際交流

などで大きな役割を果たしてきた。一方、公益法人改革が 2009 年 12 月に始まり、これを機に創

立以来の目標であった法人化を推進することとなり、一般社団法人日本地震工学会を 2010 年 2
月 4 日に創立し、任意団体日本地震工学会はすべてを一般社団法人に移行して 2010 年 5 月 20
日に解散した。ちょうど創立 10 年の節目であった。 

日本地震工学会の創立 10 周年と一般社団法人日本地震工学会の創立を祝うに当たり、これま

での 10 年の記録を残すことが企画された。しかしながら、古いことがらは事務局にあまり記録

が残っておらず、作業は難航し、一部の記述は不適切である可能性がある。お気づきの点を連絡

いただければ、修正してゆこうと思っている。 
なお、これまでは学会の「設立」という言葉を使ってきたが、ゼロから学会を作った点から「創

立」という言葉がふさわしいと委員会で判断し、既に資料として残っている場合を除いてこの資

料では「創立」を用いている。 
 

10 周年記念事業運営委員会 
（文責 勝俣英雄） 

 
 

10 周年記念事業運営委員会 
委員長  武村雅之（2009 年度、2010 年度は委員）  

 倉本洋 （2010 年度、2009 年度は委員）  
委員  福和伸夫、犬飼伴幸、中村英孝、中村孝明、境有紀（2009、2010 年度） 
  勝俣英雄、矢代晴実、斉藤大樹、木全宏之（2010 年度） 

 
 

－ 1－



 2

第 1 編 日本地震工学会 10 年の概観 
１．創立から解散までの経緯 
１．１ 創立の経緯 

日本地震工学会は 2001 年 1 月 1 日に任意団体として創立された。創立の経緯は学会のホーム

ページの設立総会議事録[1]および青山博之初代会長の会長挨拶（資料編の 1 章参照）に簡潔に示

されているが、ゼロから学会を作ることがどんなご苦労があったかについては十分に記録が残さ

れてはいないと感じられる。創立に活躍された諸先輩から学会のホームページのコラムなどに投

稿していただければ幸いである。 
簡単に経緯を示すと以下のようになる。 
 2000 年 9 月 1 日 地震工学会発足準備会第 1 回開催 
 2000 年 12 月 20 日 設立総会開催 
 2001 年 1 月 1 日 創立 
発足準備会の議事録[2]によれば、発足準備会は既に学会を 2001 年時点の形で作ることが決ま

ってから活動を開始したようである。残念ながら、どのような経緯で学会を作ることになったか、

また学会組織や体制を決めた経緯、などについての記録は事務局に残されていなかった。 
なお、創立の背景として財団法人震災予防協会との関係は重要である。これについては武村の

報告[3]に記述があるので詳細は参照されたい。財団法人震災予防協会は 1941 年の設立で、地震

学・地震工学・火山学の分野の研究者が参画していた。地震工学分野では 1984 年以降、IAEE（国

際地震工学会）の事務局ならびに日本の代表学会という重要な地位を占めていた。2009 年になり、

震災予防協会はこれらの役割や震災予防協会の本来の目的であった地震防災に関する啓蒙・普及

活動を日本地震工学会に引き継ぎ、解散した。 
なお、現在では新規学会の創立は財務的に困難になりつつあり、学会の合併や連合が推奨され

ていることは指摘せざるを得ない。日本地震工学会を創立した時点はまだ「豊かさ」があった時

代であったかもしれない。日本地震工学会が今後、求心力のある学会組織として存在するべきか、

分野横断的な連合を促す組織であるべきか、議論を続ける必要があろう。 
 

１．２ 創立目的 
創立時に定められた規約（資料編の 6 章参照）によれば、学会の目的は下記のように要約でき

る。 
 １）地震工学の分野横断的調査・研究の推進 

２）地震災害軽減のための国際的活動 
３）社会への直接的貢献 

一方、2009 年の通常総会で配布された将来問題検討委員会報告書[4]では下記を学会の目的で

あると確認している。 
・ 地震工学に関する学会を横断的に結ぶ学会としての役割 
・ 地震災害軽減のための国際的活動の展開と地震工学分野での日本の代表としての役割 
・ 地震防災に関する提言・知識の普及および防災教育などの社会的活動 
これらは同内容であり、ほぼ 10 年にわたって学会の目的は一貫していたと言える。 

 
１．３ 創立から解散までの間の重要事項 

歴代会長の挨拶（資料集 1 章参照）にはそのときどきで何が課題であったかが示されている。

－ 1－
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これに対して実施したこと、実施できなかったこと、様々であるが、総会資料を基にして日本地

震工学会の年表を作成した（資料編 8 章参照）。これらから、重要事項を抽出することを試みた

（表 1-1）。なお、たまたまその年度に成果が表れただけでそれまでの準備が重要であったという

事項が多いことに注意が必要である。 
 

表 1-1 創立から解散までの間の重要事項一覧 
年度 
会長 

実施した活動・事業など 備考 

2000  
青山博之 

学会の創立、会員の獲得、電脳学会としての出発（ホームペー

ジ・メルマガによる情報提供） 
 

2001 
岡田恒男 

第 1 回大会、会員の獲得、論文集の電子出版開始、IAEE 日本

代表学会、事務局体制の維持、法人化積立金、会長等選挙の実

施 

 

2002 
土岐憲三 

事務局体制の維持・整備、会員名簿の出版、研究委員会の立ち

上げ、法人化の方針確認 
 

2003 
石原研而 

EERI との研究協力協定、13WCEE 対応活動、地震災害調査活

動、研究委員会活動の活発化、会長諮問懇談会開催、学会便り

など配布 

 

2004 
入倉孝次郎 

阪神淡路 10 周年国際シンポジウムとこれにリンクした各種行

事、13WCEE 対応活動、会誌の発刊、サーバー購入、論文集

の特集号発刊 

 

2005 
小谷俊介 

事務局長の雇用、名誉会員制度・論文奨励賞立ち上げ、理事会

内規整備、研究委員会の拡大、サンフランシスコ地震 100 周年

行事対応 

 

2006 
大町達男 

日本地震工学シンポジウム（幹事学会として）、研究委員会成

果を出版、中期計画懇談、法人化積立金停止、ホームページの

デザインおよび運営方針変更と電子広報委員会の立ち上げ 

 

2007 
北川良和 

法人化検討、大会・企画事業の活性化、14WCEE 対応、臨時

メルマガ配信、学会パンフレット作成、会員特典の整理、歴代

会長懇談会開催、地震災害合同調査の活発化、地震災害対応規

程の整備 

 

2008 
鈴木浩平 

学会の将来像検討、14WCEE で STS 開催と展示、15WCEE 招

致検討、IAEE 事務局支援、論文集関連規定の修正、会員特典

の修正、公益法人会計対応、学会としての意見表明 

 

2009 
濱田政則 

法人化の実行（新法人設立と現団体の解散、新法人向け規定の

整備）、阪神淡路大震災 15 周年フォーラム開催、大会の優秀論

文発表賞の創設、地震災害合同調査が軌道にのる、会長等選挙

の停止 

 

 
 

－ 2－ － 3－
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１．４ 解散の経緯 
公益法人改革の法令が実質的に施行されたのは 2009 年 12 月である。公益法人改革については

これ以前から少しずつ方向性が公表されていた。創立以来、学会を法人化することが１つの目標

とされていたが（資料編 1 章土岐第 3 代会長挨拶参照）、公益法人改革の全容が固まらない間は

法人化の推進ができなかった。2008 年に至り、2009 年 12 月からの法令施行が決まったので、

法人化に向けて準備することになった。 
ただし、「法人化してどのような学会とするか」のイメージを明確にする必要があるとされ、

2008 年度は将来問題検討委員会を組織して議論した。その提言によれば、一般社団法人となるこ

とが「学会としての信用度」・「財務」・「事業活動」の点で適切であるとされ、2009 年度に法人化

準備委員会を組織して移行準備を始めた。一般法人への移行については法人化準備委員会や理事

会で深く議論されたが、一般社団法人を創立してそこに任意団体の事業や会員を移す手順が選択

された。その結果、一般社団法人日本地震工学会を 2010 年 2 月４日に設立し、任意団体日本地

震工学会は解散を 2010 年 5 月 20 日の総会で議決し、すべてを一般社団法人に移行して同日、解

散した。 
 
[1] 2000 年 設立総会 議事録、日本地震工学会ホームページ 
http://www.jaee.gr.jp/general/gen05/2000/minutes.html 
[2] 地震工学会発足準備会ニュース No.1、日本地震工学会ホームページ 
http://www.jaee.gr.jp/ general/gen05/2000/ news1.html 
[3] 武村雅之：震災予防調査会から評議会・協会へと受け継がれてきた歴史と精神、震災予防（震

災予防協会）、No.230、pp.7-10、2010 
[4] 日本地震工学会将来問題検討委員会：報告書、日本地震工学会ホームページ 
http://www.jaee.gr.jp/general/gen05/2009/2009meeting_2.pdf 
 

－ 2－ － 3－
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２． 規模（会員数） 
学会の規模や活動の指標として会員数・年間予算・事業規模（大会参加者・論文集の論文数な

ど）があろう。ここでは会員に絞って現状を示し、事業は 4 章、財政は 5 章で示す。 
会員数の創立時からの変化を図 2-1 に示す。創立 2 年目で正会員が 1300 人を越えたが、その

後は 1200 人程度で、変わらない。学生会員も 2002 年を除けば 50 名程度で推移してきたが、2008
年からは大会参加費を学生会員に対しては値下げしたこと、および 2010 年に学生会員の会費を

値下げしたことの効果が表れ、2010 年には 150 名程度に急増した。正会員の会費も値下げすれ

ば、会員が増える可能性があるが、学会収入の過半を占める正会員会費収入が減少して学会財政

に深刻な影響を与える可能性もあり、慎重に検討する必要がある。 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図 2-1 会員数の推移 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
     (a) 2008 年      (b) 2010 年 

図 2-2 年齢別会員構成 
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過去、会員増強策は執られてきたが、「増加せず」かつ「減少せず」というのが現況である。創

立時に入会した会員がそのまま残っているだけであるならば、会員の高齢化→会員数の減少、と

いう事態につながる可能性もある。実際、年齢別会員構成（図 2-2(b)：2011 年 2 月現在、学生会

員も含める）を見ると、50～60 代が中心であり、20～30 代の会員数が少ないことは今後の学会

や地震工学の発展をを考えると不安材料である。ただし、図 2-2(a)の 2008 年 12 月時点と比べる

と特に 20 代の増加が著しいことがわかる。前述の学生会員会費値下げなどの若年層向けの増強

策が効果を示したと言える。 
そこで、年齢構成がどのように推移したかを調査した。創立当初の年齢構成は不明のため、2011

年2月21日現在の個人会員について年齢別に入会年ごとの人数を調査した結果を図2-3に示す。

創立時に入会した会員が多いことが明瞭に理解されるが、創立以降に入会した 30～50 代の会員

（20 代は学生会員が多いので、定着率が低く、検討対象から除外）も一定の割合を占めることが

わかった。 
これらの結果は、次のように解釈できる。 
・ 日本地震工学会は学際的な学会であるため、自分の専門分野の学会である程度のスタンス

を築くまでは入会しない。逆に、専門領域が固まった段階で学際交流を求めて日本地震工

学会に入会する。すなわち、日本地震工学会は多くの会員にとって第 2 の学会と位置づけ

られている。 
・ 日本地震工学会には専門分野において指導的立場を占める会員が多い。したがって、活動

実績が十分でない若手会員が入会することに心理的な壁がある。 
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過去、会員増強策は執られてきたが、「増加せず」かつ「減少せず」というのが現況である。創
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３． 組織 
 2010 年 3 月末の学会組織を図 3-1 に示す[1]。基本的な骨格は創立時から変わっていない。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図 3-1 日本地震工学会の組織（2010 年 3 月末） 
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・会長は 1 年任期で、選挙で決まる次期会長がその任期 1 年の後に就任した。したがって、選

挙を毎年、実施した。2010 年 3 月まで、10 代の会長が就任した。なお、副会長・監事経験

者が選ばれることが多かった。 
・副会長は 4 名で任期 2 年、監事は 2 名で任期 2 年、それぞれ半数を毎年の選挙で定めた。や

はり、理事経験者が就任する例が多かった。 
 幹部役員 8 名の直接選挙は公平性が高いと言えるが、約 1200 名の会員規模だからこそ可能で

あった。実際、規模が大きい学会では直接選挙ではなく、代議員制による間接選挙を採用してい

る。一方で、会員数 1200 人、年予算 2500 万円規模の学会で 8 名の幹部役員は多すぎるとも指

摘できた。選挙を毎年実施し、学会としての求心力向上に役立っているという考えもあったが、

これも学会規模を考えると不適切という指摘もあった。ただし、幹部役員の直接選挙自体は他学

会にない制度であったと言える。会長と監事の直接選挙の制度は一般法人にも引き継がれたが、

副会長は理事会で選出することとされ、最大 3 名に減らされた。 
次期会長制度は①次期会長が学会の実情を把握し、会長就任後に実施する施策の準備をするた

めの助走期間となる、②会長となる会員の負担も軽減できる、のでよい制度であるとされていた。

しかし、会長との役割分担が明確とは言えず、存在意義が不明瞭になった場合もあった。また、

①会長職の業務を軽減すること、②多くの分野の会員に会長職を経験してもらうこと、などを目

的に会長任期を 1 年としていたようであるが、任期中に会長が出した方針・施策が実現するには

短い例が多いようであった。実際、任期 2 年にする検討が行われたこともある（2006 年）。一般

法人には次期会長制度は引き継がれず、会長任期は 2 年となった。 
 役員候補推薦委員会の制度があり、この委員会が事実上、幹部役員を定めていたため、この委

員会の影響力は大きかった。役員候補推薦委員会委員は初期においては理事会メンバーが兼任し

ていることが多かった。健全な運営という点では理事会メンバーの影響力が大きい状況は避ける

べきであり、次第に現役の理事会メンバーは事務局的な役割を行う総務理事に限るようになった。

最終的にはこの総務理事を除いた役員候補推薦委員会委員は専門分野・地域・年齢バランスを考

慮して定めていたが、その人選は個人人脈に頼るところが大きかったのが実状のようである。 
（２）理事会・総会 
 理事は会長指名により、総会にて選出され、最大 16 名の定員があった。当初は 14 名の理事、

2005 年から 15 名、2008 年度からこの枠一杯の 16 名の理事をおき、各理事への負担の軽減も考

慮しながら学会事業の拡大に対応してきた。しかし、会員数 1200 人、年予算 2500 万円規模の学

会で 16 名の理事は多すぎる、との指摘もあった。 
 また、事務局体制とも関連するが、総務理事に学会諸事の処理が集中して負担が大きく、なり

手がなかなか現れない、という問題があった。本業の合間にボランティアとして理事業務を行う

わけであり、①学会の非常時対応を非専従者が行うのは困難、かつ②業務が集中する場合も同様、

であった。学会財政が許せば、学会規約にある専務理事を置いて理事職務をかなりの程度、分担

させ、理事会をスリム化することが望まれたが、実施されなかった。 
 総会は毎年 70 名程度の出席、500 名程度の委任状提出があり、規約の定足数＝会員の 1/3 を常

に上回っていた。しかし、会員の 1/2 の出席または委任状提出にはわずかに届かない年度もあっ

た。一般法人では総会の定足数を会員の 1/2 としたため、毎年、総会の成立に向けて努力が必要

であろう。 
なお、代議員制を採り、代議員数を理事と幹部役員の合計の 2 倍に設定するならば 50 名程度

の代議員となる。しかし、個人正会員約 1200 名に対しては多すぎると考えられたため、一般法
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人では採用されなかった。 
（３）事務局・委員会 
 創立当初は専従の事務局員はおらず、事務補助として派遣職員が事務を取り、総務理事がそれ

を指揮する体制であった。経理面では震災予防協会に事務を委託した。事務室も震災予防協会に

無償で間借りしていたが、2002 年から折半して借りることとなった。さらに、事務局長を 2006
年から震災予防協会と共同で雇用し、事務局機能を強化して学会事業の拡大に対応した。これに

よって多くの学会事務負担から会員が解放され、学会事業の充実につなげることができた。逆に

言えば、2006 年以前は事務局体制が不備であり、学会活動記録に欠落がある、など問題があった。

また、震災予防協会と事務局・事務室を共有して学会財務負担を軽減していたが、逆に言えば震

災予防協会との共有を解消する事態に陥ると、学会財務は危機的な状況になるのは明らかであっ

た。 
実際の学会の事業の企画・執行に関しては事業ごとに委員会を組織して対処していた。学会事

業が拡大するにつれて委員会が増えてきている。最終年度は、①法人化準備委員会、②電子広報

委員会、③会誌編集委員会、④事業企画委員会、⑤大会実行委員会、⑥国際委員会、⑦10 周年記

念事業運営委員会、⑧論文集編集委員会、⑨研究統括委員会、⑩災害対応委員会、が組織されて

いた。さらに、研究統括委員会の傘下に複数の研究委員会が特定の研究課題を検討するため、時

限で設立されていた。会員・会計・総務については委員会組織がなく、理事が集まって部会を構

成していた。各事業の詳細は 4 章で示すが、委員会が組織されている事業は比較的、確立され、

安定している傾向があった。 
（４）電脳学会としての対応 

日本地震工学会は当初から「電脳学会」を標榜し、情報発信の効率化と経費削減を図ってきた。

ホームページおよびメールマガジン（News）による情報発信は創立から始まり、論文集も電子

的に出版されてきている。ただし、当初、電子的に発行されていた「Letter」は 2004 年度から

「会誌」という紙媒体に変更された。紙媒体での情報も欲しい、という会員の要望に対応したた

めである。 
 ホームページは当初、各事業単位（委員会単位）が独自に記事を掲載していたため、統一感が

なかったが、2006 年度にホームページをリニューアルするとともに電子広報委員会が一元的に管

理することとなった。しかし、掲載までの時間がかかる場合がある、字が小さい、などの指摘は

残った。また、ホームページは日常的に更新する必要があり、担当委員（多くは若手会員である）

の献身的貢献によるところが大きく、ホームページとその維持管理体制の改善が課題となってい

た。 
 また、サーバーの管理も重要である。創立当初はサーバーの外部サービスを利用していたが、

2004 年度に独自のサーバーを購入し、2008 年度には機種を更新した。自前のサーバーを保有す

ることはまだ規模の小さい学会であるため、不利益よりは利益が大きいと判断されたためである。

しかし、サーバーの維持も担当会員のボランティア的貢献によるところが大きく、課題が残るこ

とも指摘されていた。 
 
[1] 日本地震工学会：第 10 回通常総会資料、日本地震工学会ホームページ、 
http://www.jaee.gr.jp/general/gen05/2010/2010meeting_new.pdf 
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４． 事業・活動 
学会の事業・活動を資料編 8 章に示す年表にした。この年表は総会資料を基にし、矛盾点や説

明がない部分は理事会に提出され、事務局に残っていた資料を参照して作成したものである。た

だし、まだ不明な点もあり、関係者へのインタビューも行って学会の正確な歴史を把握するべき

であろう。 
 

４．１ 主要な事業 
（１）論文事業 

「地震工学を横断的に結ぶ学会」の役割として論文事業は重要であり、創立時から活動し、原

則として年 4 回の発刊を続けてきた。さらに特集号を 5 回、発刊し、多くの論文を世に出してき

た。2010 年度まで（2011 年 2 月号まで）計 222 編の論文を掲載した。詳細は資料編 4 章を参照

されたい。特徴は①電子出版、②非会員も投稿可能（投稿料は会員と差別化）、③ページ数の制限

が厳しくない、がある。論文集の発行は確立した事業であったと評価でき、新法人においても継

続されている。さらに、学会外への積極的な情報発信を目的として 2010 年度に JST の電子アー

カイブへ登録した。 
ただし、①論文が地震動分野に偏っている、との指摘がある。一方、出身学会別で見ると、土

木・建築・地盤も多く、地震学会に偏ってはいないことがわかった。上部構造の分野では専門学

協会の論文集に投稿するケースが多いと思われる。地震動と地盤・構造物との関わりあいが本学

会で扱うべき学際分野の主要研究課題であると考えれば、上部構造の範囲で完結する分野の論文

が少ないことの説明ができる。 
また、②電子投稿を採用しているが、掲載までに時間がかかっている、との指摘がある。掲載

までの時間短縮は査読者の協力程度によるところが大きく、粘り強く査読者に働きかける必要が

ある。 
（２）会誌事業 
 会誌も創立以来、発行してきている。初期は地震工学ニューズレターと題して web で年に 2～
4 回、電子出版してきたが（総計 9 号）、2004 年度から紙媒体での年に 2 回の出版となった（総

計 13 号：2011 年 1 月末現在）。媒体が変更された理由は、紙媒体での情報も欲しい、という会

員の要望に対応したためである。会誌の発行は確立した事業であったと評価でき、新法人におい

ても継続されている。 
（３）広報事業・IT 事業 
 会員への広報としてメルマガ JAEE NEWS を創立時からほぼ 2 週間に 1 回、配信を続けてい

る。2010 年 3 月末で 205 号になった。特に、巻頭言は好評である。また、2007 年度からは臨時

にメルマガを配信し、本学会主催行事などの広報に活用している。これらのメルマガの発行は確

立した事業であったと評価でき、新法人においても継続されている。一方、サーバーの管理やホ

ームページの維持管理の課題が多いことは 3 章で述べたとおりである。 
 なお、学会を広く社会に紹介するため、かつ法人会員勧誘の際のツールとして 2007 年度には

パンフレットを作成した。2008 年度は英語版を作成して 14WCEE 会場にて配布した。このパン

フレットは以後、毎年、作成してきている。 
（４）国際交流事業 

この学会の創立目的の１つは国際交流であり、主要な成果として、①EERI との協力協定の締

結（2003 年）、②阪神淡路大震災 10 周年記念国際シンポジウム開催（2005 年：他の学協会と共
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催）、③WCEE 対応（13WCEE（2004 年）、14WCEE（2008 年））がある。さらに、新法人の活

動として継続されたのであるが、④第 13 回日本地震工学シンポジウムでのアジア地域に焦点を

絞った国際パネルディスカッションの開催と提言の発表（2010 年：他の学協会と共催）も行った。

また、継続的に IAEE 事務局の支援を震災予防協会とともに実施した。この他に海外の地震災害

調査も行った（表 4-1 参照）。 
ただし、これら①～③に関して成果を挙げて来たものの継続的な活動になり得なかったようで

ある。実際、EERI との協力協定は 2010 年の任意団体の解散まで活用されなかった。④につい

ても今後、これを受けての活動が求められよう。 
なお、2008 年の四川地震後に災害軽減のための技術協力を他の学会と協力して日本地震工学会

は実施した。この例のように、近年地震災害が集中して発生しているアジア地域に対する災害軽

減のための技術協力は継続して取り組む国際交流事業になる可能性があり、期待される。 
 

表 4-1 日本地震工学会が調査団・復旧支援団を派遣した海外・国内の地震災害 
年 地震災害 備考 
2004 イラン・バム地震  
2006 ジャワ島中部地震  
2007 能登半島地震  
2007 ソロモン諸島津波  
2007 中越沖地震 ５学会合同 
2007 ペルー地震 土木学会と合同 
2007 南スマトラ地震 土木学会と合同 
2008 四川地震 ８学会合同 
2008 岩手宮城内陸地震 ４学会合同 
2009 イタリア中部の地震 ４学会合同 
2009 スマトラ島沖の地震 ２学会＋1 団体合同 
2010 チリ地震 ４学会合同 

 
（５）調査研究事業（研究委員会活動および災害調査活動） 

調査研究事業には研究委員会活動および災害調査活動が含まれる。まず、研究委員会活動を述

べる。 
研究委員会は 2003 年度から設立を模索され、2005 年度から本格的に活動を開始した。委員会

略称を列挙するが、広い分野にわたっていることがわかる。すなわち、①性能規定型設計法、②

強震動データ活用、③基礎地盤動的応答、④脆弱建物・地震防災、⑤津波災害軽減（Ⅰ、Ⅱ）、⑥

次世代型実験施設、⑦リモセン利用（Ⅰ、Ⅱ）、⑧土構造物 LCC、⑨原子力安全問題、⑩微動利

用、である。各委員会ともほぼ 3 年程度活動しているが、1 年で終了したもの、後継の委員会を

発足したもの（前記で委員会略称名にローマ数字を付記したもの）、などがあった。 
調査研究委員会の活動に関しては次の問題があった。すなわち、①毎年、予算消化率が低いこ

と、②報告書などが学会に残されることが少ないこと、③成果の普及のため講習会または報告会

を開催した委員会が少ないこと、④当然、学会財政にも寄与していないこと、である。研究委員

会活動は特に若手会員の学際的交流を促すよい機会と思われ、後継の一般法人においては活性化
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が期待される。 
 災害調査活動は前記（４）で海外の調査を述べたが、国内においても調査団を派遣した。また、

2007 年以降は複数学会合同で調査活動を行うことが特徴となった。 
地震災害調査は地震工学にとって非常に重要であることから、創立以来、調査活動の方向性を

学会が示して支援しようとしてきた。具体的には災害調査活動を支援する組織として 2006 年か

ら地震災害対応委員会が常置され、対応規程が 2008 年に定められた。しかし、学会支部がなく、

事務局が弱いため、日本地震工学会の災害調査活動は他学会に一歩遅れてしまっていた。そのた

め、直後に活動できなかった場合でもその後の報告会開催の支援など、できる範囲で災害調査に

関与することが多く、後継の一般法人においても引続き努力することが期待される。 
（６）表彰事業 

表彰事業として論文奨励賞と名誉会員制度がある。 
論文奨励賞は若手研究者の顕彰のために設けられ、2006 年から始まり、2010 年 3 月まで計 10

名を選出した。受賞者は総会にて講演の機会も与えられた。選考規程も整備されており、今後も

公平性の確保のための努力は必要であるが、確立された事業であったと言える。ただし、表彰対

象者が論文集投稿者に限られるため、多くはなかった。そこで、2009 年度の大会では「優秀論文

発表賞」を設け、多くの、特に若手の研究者を表彰することとした。このように論文や発表に対

する表彰制度を継続することは今後の一般法人にも望まれよう。 
名誉会員も 2006 年から 2 年に 1 回、推挙することとなった。現在、物故者を含めて 18 人を選

出した。地震工学における分野横断的活動が顕著な方が対象であり、非会員から推挙した例もあ

る。名誉会員制度は一般法人にも引き継がれたが、今後は推挙対象者を会員に絞るなどの方向に

なると思われる。 
（７）企画事業 
「地震防災に関する知識の普及」という学会の創立目的を実現するための事業であり、主に講

演会・講習会・見学会を企画・実施してきた。当初は年に数回のペースで開催し、他の行事に便

乗しての企画も多かったが、2007と 2008年度から行事数が格段に増加した。活動が活発になり、

学会の財政にも貢献した。しかし、2009 年度はまた低迷した。企画事業は学会財政に寄与できる

事業でもあり、学会の創立目的にかなう事業でもあるので、質と量の面で高い水準で安定して実

施することが後継の一般法人でも期待される。 
 行事は２つに大別でき、専門家向けの講演会・講習会・セミナー・見学会、および一般向けの

講演会・展示会であった。参加費はこの分類に応じて徴収していた。 
（８）大会事業 
 大会は 2001 年から年 1 回、開催され、2009 年度で第 6 回となった（地震工学シンポジウム開

催年は大会を開かないため）。大会は地震工学各分野の会員を横断的に結びつける機会として重要

である。毎年 200～250 程度の発表があり、開催地も東京だけでなく、京都（2005 年）・仙台（2008
年）と広がってきた。ある程度は確立した事業であったと評価できる。 

しかし、会員の第１学会の大会や研究発表会の影響を受けて、特定分野からの参加者が少ない

場合があり、「横断的機会とする」目的を完全に達成していたとは言い難い。開催時期・場所の選

定に留意して他学協会の行事が重ならないようにする、あるいは積極的に他学協会の行事と連

続・連携開催して会員が多くの分野の成果・課題を知る機会を作る、など、大会のあり方を模索

する動きもあった。 
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４．２ その他の事業 
（１）会員事業 

会員事業として、過去、名簿を発行していたが、2004 年からホームページへの掲載に変更され

た。また、2005 年に会員アンケートを行って、その後の学会活動に会員の意見を反映した。 
なお、会員特典の整備については継続的に検討を行って、徐々に会員・非会員の差別化を図っ

て入会の動機付けの一助となるようにしていた。当初は学会の広報を目的に、非会員にも学会事

業に参画しやすくするため、参加費や参加資格に会員・非会員の差別化があまりなかった。ただ

し、2 章で述べたとおり、会員数は増えず、成果は十分でなかったようである。 
（２）出版事業（資料編 7 章参照） 
 出版も「地震防災に関する知識の普及」という点で重要であり、学会財政にも寄与するので、

重要である。しかし、出版物は委託出版の 1 冊だけであった。残りは大会や講演会などの梗概集

や資料の残部を販売しているに留まっていた。優良図書の出版、そのための質の高い研究委員会

活動の活性化、が後継の一般法人の課題となってしまった。 
（３）共催・後援 

後援・協賛・共催の数は年度を追うごとに増加した。日本地震工学会が一定の範囲で認知され

てきている証拠と考えられよう。 
（４）日本地震工学シンポジウム等 

第 12 回日本地震工学シンポジウム（2006 年）、第 13 回日本地震工学シンポジウム（2010 年）

および阪神淡路大震災 10 年国際シンポジウム（2005 年）では日本地震工学会が幹事学会として

主催した。ただし、これらは過去の日本地震工学シンポジウムの剰余金を利用して運営され、ま

た他学会との共催行事として日本地震工学会とは独立した行事とされた。したがって、開催記録

が明確で、かつ公開された形で残っていない点が問題と思われ、第 13 回日本地震工学シンポジ

ウムにおいては適切な対応が求められよう。 
また、阪神淡路 15 周年のフォーラム（2010 年）を企画し、他学会と共催した。日本地震工学

会が幹事学会として運営および財政の点で貢献した。 
（５）提言等 
 2008 年の文部科学省の地震研究に対する学協会からの意見公募に対して、日本地震工学会から

も意見を提出した。 
 2010 年の第 13 回日本地震工学シンポジウムで国際パネルディスカッションが開催され、その

レゾリューションを公開した。 
 しかし、学会としての提言は少ないといわざるを得ない。社会へ向けた発信が今後は求められ

ると期待される。 
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５． 財政 
 学会財務について資料編 5 章に示す。 
（１）財産 
 日本地震工学会の財産は一般会計、基金、預かり金からなっていた。一般会計は学会の事業や

管理に使用する財産であり、収入と支出が基本的には均衡すべきものである。詳細は（２）と（３）

で述べる。 
基金は特定目的のために積み立てた財産であり、2010 年 3 月の段階では①特別事業基金（旧

法人化積立金）、②運営基金、③地震災害対応基金の３つがあった。この基金を設立した経緯など

を以下に述べる。 
特別事業基金（旧法人化積立金）：学会創立当時の法制では社団法人となるには 3000 万円の

財産が必要と考えられていたので、法人化積立金を 2001 年度から積み立てた。しかし、

公益法人改革の方向性が徐々に明らかになってこれほど多くの財産は不要であることが

わかり、2007 年度からは積み立てを休止した。学会運営にとっては特別の事業を行う場合

の資金になりうると判断され、2010 年度から法人化積立金をそのまま特別事業基金に移行

し、学会の特別な行事の運営に使用することとなった。 
地震災害対応基金：2003 年度から積み立てた。地震災害調査の旅費支援や報告会開催費用に

支出されてきた。 
運営基金：名誉会員制度を開始したときに非会員の名誉会員から 2006 年度に寄付の申し出

があった。当時は寄付に対する明確なルールがなく、急遽、運営基金に寄付を受け入れる

こととした。 
なお、基金については規程を設けて、目的外使用はできないこととされ、基金からの支出があっ

た場合は総会に報告し、支出の透明性を確保しようとされた。 
この他に預かり金として日本地震工学シンポジウムの剰余金があった。このシンポジウムは日

本地震工学会が幹事学会となっているが、他学会との共催であるため、預かり金として分類され

た。 
（２）収入 

学会の収入の大半は会費収入と事業収入であった。会費収入は正会員および法人会員の会費で

あり、学生会員の会費や入会金の比率は小さかった。事業収入は講演会・講習会・大会などの参

加費および論文集の投稿料、などからなっていた。大会の参加費収入は大きかったが、開催しな

い年度があり、その際は収入が 0 となるため事業収入への影響は大きかった。 
（３）支出 

事業費と管理費からなり、事業費は年度による変動が大きかったが、管理費は変動がほとんど

なかった。ただし、各事業を事務局が支援しても、事務局経費を事業費に振り替えない会計整理

であった。一般法人においては事業費の中に事務局経費を含ませるかどうかが課題になる。 
管理費については事務局長雇用費および事務室賃料を震災予防協会と共同負担（50%負担）し

ていた。これらは管理費の多くを占めていた。 
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第２編 資料編 
 
第 1 章 歴代会長挨拶 
 
この章は歴代会長の会長就任時の総会における挨拶を掲載する[1]。その時点で何が問題であっ

たか、それに対してどのようにしようとしていたか、が窺える資料である。 
 

[1] 日本地震工学会：会長挨拶、日本地震工学会ホームページ、 
http://www.jaee.gr.jp/general/gen04.html 
 
１．１ 歴代会長一覧 

 

代 任期 氏名 出身学会 

初代 2001 年 1 月 1 日～2001 年 5 月 31 日 青山博之 建築学会 

第 2 代 2001 年 6 月 1 日～2002 年 5 月 31 日 岡田恒男 建築学会 

第 3 代 2002 年 6 月 1 日～2003 年 5 月 31 日 土岐憲三 土木学会 

第 4 代 2003 年 6 月 1 日～2004 年 5 月 31 日 石原研而 地盤工学会 

第 5 代 2004 年 6 月 1 日～2005 年 5 月 31 日 入倉孝次郎 地震学会 

第 6 代 2005 年 6 月 1 日～2006 年 5 月 31 日 小谷俊介 建築学会 

第 7 代 2006 年 6 月 1 日～2007 年 5 月 31 日 大町達夫 土木学会 

第 8 代 2007 年 6 月 1 日～2008 年 5 月 31 日 北川良和 建築学会 

第 9 代 2008 年 6 月 1 日～2009 年 5 月 31 日 鈴木浩平 機械学会 

第 10 代 2009 年 6 月 1 日～2010 年 5 月 20 日 濱田政則 土木学会 

 
１．２ 歴代会長挨拶 

一般法人日本地震工学会ホームページより転載した歴代会長挨拶を次ページ以降に示す。 
 

－ 15－



 16

青山博之 初代会長（任期：2001 年 1 月 1 日～2001 年 5 月 31 日）の挨拶 

 

 日本地震工学会が 21 世紀の最初の日である 2001 年 1 月 1 日を期して発足いた

しました。設立趣意書にありますように、これだけ地震工学の研究も実務も盛ん

なわが国に地震工学の学会が無かったことが、むしろ不思議であり、不自然であ

ったのでありまして、2000 年 12 月 20 日の設立総会へむけての有志の皆さんの

情熱的な準備活動は、いわば、やっと在るべき姿を実現できると言う喜びの反映

だったとも申せましょう。いよいよ学会が発足し、千人あまりの会員の皆さんに

本格的な活動を始めて頂けるようになりました。皆さんの情熱と、使命感と、そ

して高い学術、技術が、日本地震工学会という場に結集して、地震工学を発展さ

せていただけるものと信じております。本格的な活動を始めるにあたって、考え

ておくべきことがいろいろあるように、私は思います。 

第一に、1 月 1 日を期して日本地震工学会が発足したと言いましても、学会があらゆる準備を万端整えてスタ

ートしたわけではないということです。今まで存在しなかった学会が、出来たとたんに土木学会や建築学会のよ

うな既存の大学会なみに活動できるわけがありません。むしろ最初は、ああでもない、こうでもないと、試行錯

誤しながら活動する事になると思います。脇で見ている人にはまどろっこしい感じかも知れません。しかし、学

会が一人前の学会に成長するには、時間が必要なのです。建築学会も、今でこそ会員 3 万 8 千人を擁する大学会

ですが、1886 年（明治 19 年）に造家学会という名前で発足したときの創立会員は、わずか 26 人だったのです。

建築学会と同じ規模の土木学会にしても、1914 年（大正 3 年）の創立時の会員数は、380 人だったそうでありま

す。千人でスタートできる地震工学会は、恵まれていると申せましょう。この学会の成長のために、会員の皆さ

んにはいっそうのご努力とご協力を頂き、また周辺の皆さんは、温かい目で見守ってやっていただきたいと思い

ます。 

 つぎに、日本地震工学会でこれからやろうとすることは、恐らくその大部分が、今まで全く無かったことでは

なく、今まで各学会に分散して行われてきたことを再編成して、より高度に、より能率的にやろうとするものだ

と思います。その再編成の過程では、当然、ある種の摩擦や、軋轢が生じることが予想されます。このような問

題の解決のためには、我々は、いたずらな自己主張ではなく、日本の地震工学の発展のために、ひいては世界の

地震工学の発展のために、何をどうなすべきかという、大所高所に立った判断をして行かなければならないと思

います。 

具体的に、 日本地震工学会が最初に何をするべきか、これはこれから我々がまず議論して行かなければなら

ないことですが、私の個人的な意見としては、まず、従来土木、建築、地盤、あるいは機械、地震学、社会科学

などに分かれて活動してこられた会員相互の連絡を密にし、理解を深めてゆくことが大切だと思っています。も

ちろん一般社会へ向けて働きかけて行くことや、海外との情報交流も重要ですが、我々はまず自分の足元を固め

て行くことが必要であり、そのためには分野間の連携を強めることが再優先の課題になると考えております。本

学会の発足に当たり、今後展開して行くさまざまな活動に会員の皆さんの御理解と積極的な御参加を頂きたく、

また、皆さんの周りにいらっしゃる、地震に対して何らかの関わりのある多様な分野の方々に、本学会への入会

をお勧め頂きたいと思います。今まで皆さんから頂いた数々のお励ましやお力添えに対し、あらためて御礼申し

上げますと共に、今後の一層の御協力をお願い申し上げます。 
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岡田恒男 第２代会長（任期：2001 年 6 月 1 日～2002 年 5 月 31 日）の挨拶 

 

青山博之会長の後を受けて本年６月より１年間、日本地震工学会の会長職を

引き受けることになりました。１月に設立された本会の活動もやっと軌道に乗

って参りました。ただし、軌道に乗ったといってもやっと本格軌道が見えてき

たところで、まだ地球を一周していません。これからの一年間は本格軌道に乗

せると同時に、宇宙ステーション建設の基礎の年としたいと考えています。軌

道に乗せて何をするか？ どんな宇宙ステーションを築くか？ こんな議論

も開始する年です。 

議論の前提として､私は日本地震工学会を「地震工学の先端研究・技術の振

興、融合、普及の場」と定義し、しなければならないこと、出来ること、を着

実に進めたいと考えます。先端研究・技術の振興には、狭義の先端技術のみならず地震防災の現場の最先端で直

面する技術も含め、融合には、土木、建築、地震、地盤、機械各分野の融合のみならず研究分野と現場の融合も

含め、普及には、研究成果の現場への普及のみならず現場の問題を研究へ反映させることも含めたいと願ってい

ます。  

 退任された青山前会長に感謝すると共に、会員、役員の皆様のご協力をお願いいたします。  

 
土岐憲三 第３代会長（任期：2002 年 6 月 1 日～2003 年 5 月 31 日）の挨拶 

 

 私は 2002 年 6 月より、1 年間、日本地震工学会の 3 代目の会長を務めるこ

とになりました。青山会長、岡田会長のご尽力により、当会は、短期間のうち

に、その基礎を固めつつあります。しかし、そのよって立つ所は、役員はじめ

会員のご好意、ボランティアに頼っている状況でもあります。学会が自立して

いくためには、会員数の一層の確保により、その規模を拡大していく必要があ

ります。 

 また、規模だけに留まらず、学会活動の質を高めていくことも重要であり、

私は本年度から、学術・調査委員会を立ち上げる計画ですが、本来の目的であ

る「先端技術の普及」にも努めていかなければならないと考えております。一

方、日本地震工学会は、各分野の横断的な繋がりを大切にする学会です。分野セクションに垣根があれば、人と

人との繋がりを大切にして、広い心でこれを取り払ってこそ、連携による新しい学際研究が進み、社会に貢献で

きる新しい活動ができるものと信じます。  

 さて、2002 年 5 月 22 日に開催された第２回通常総会においてご承認いただいたように、日本地震工学会は将

来、社団法人化を目指していくことになりました。法人化は一朝一夕になるものではありませんので、長期間の

地道な活動が求められます。そのためには、会員に対する情報提供、研究の促進に加え、国際的な連携をとって

いくことや、会員外のたとえば自治体の防災担当者や一般市民の方々への働きかけや情報提供を通じ、社会的に

その存在価値を認知されてこそ、法人と認められるものだと考えております。  

 当会の順調な発展に甘んじず、今後ともより一層の危機感をもって、この１年間会長としての任を果たしてま

いりたいと思います。  

 会員の皆様には、今後ともご支援、ご協力をお願いする次第です。  
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石原研而 第４代会長（任期：2003 年 6 月 1 日～2004 年 5 月 31 日）の挨拶 

 

新しく会長に選任された石原でございます。初代の青山博之、岡田恒男、土

岐憲三の諸先生を引き継いで四人目となります。これら先生方のご努力で、現

在、個人会員 1271 名、法人会員 64 の日本地震工学会が成立しています。今後

は会員皆様のご協力のもとに、これをいかに成長、そして活性化していくかが

私の役割と思っております。 

本学会は電脳学会を標榜してスタートしたわけですが、宣伝、普及、会員増

強のキャンペーンに対しては、どうしても受身で待ちの姿勢になってしまいま

す。今後は予算の許す範囲内で、各種の催し物を実施し学会のビジビリティを

増強し、プレゼンスを誇示して積極的な姿勢をとる必要があると考え、その方

向で努力したいと思います。そのために、各種のシンポ、講演会、研究発表会、技術展示会を頻繁に実施し、会

員各位の交流の機会を増やし、出来る限り多くの会員の皆様が学会という舞台で活躍できるよう努めたいと思い

ます。これを通じて本学会への親近感と当事者意識をお持ちいただくことが肝要であると考えています。  

 日本地震工学会は News Letters、論文等を発行し、又、ホームページを頻繁に更新して情報発信に努めていま

す。地震工学に関する広範囲のニュースが迅速に News Letters に載ること、そして投稿したら短期間で論文が

公表されページ数の制約が少ないこと等、相当の評価をいただいています。これらの広報活動を更に活発にし、

それを定着化させる必要があろうと思います。  

 私個人の印象として、地震工学は今までいくつかの学会に分かれて独自の進化をしてきたと思います。そのた

め学問分野としての地震工学の姿が明確に見えにくくなっています。これを改善するためにも努力する必要があ

ります。そのためには取りあえず地震工学の中の各分野別に発展の歴史を振り返り、現在の進展状況を概観し、

整理して将来の展望を示しておくこと、つまり States of the Art (SOA) を確立する必要があると思います。これ

は小屋掛け学問と呼ばれるのを避けるためにも重要です。  

 本学会には新しく研究統括委員会がスタートし、土木、建築、地盤、地震、機械の各分野の横断的重要課題を

討議する場が準備されつつあります。多くの会員のご参加をいただいて、この活動を充実することが必要ですが、

同時に、これらＳＯＡの認識と確立を意識していただけると確信しています。  

 本学会の役目としては、まず関連学会の活動の仲介役、それら成果の総合化が挙げられます。そのため地震災

害調査の総合報告会の開催や、共通した課題の討議検討を活発に行なう必要があります。次に一般社会の人々の

防災意識の向上とか、知識の普及にも努力する必要があります。そのためには地震工学の内容を馴染みやすい形

で解説ＰＲし、一般の人々に関心を持って貰うことが必要です。このためには広報活動を盛んにし、地震防災に

関して適切な提言をすることが望まれます。 

 新しく会長に選任され、以上のような目的を果たすべく努力しなければならないという責務を自覚しておりま

す。微力ではありますが、会員皆様のご協力を得て、日本地震工学会の隆盛に向けて努力するつもりですので、

よろしくご支援の程、お願い申し上げます。  
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入倉孝次郎 第５代会長（任期：2004 年 6 月 1 日～2005 年 5 月 31 日）の挨拶 

 

―阪神・淡路大震災から１０年目を迎えて－ 

  阪神・淡路大震災から１０年を迎えた 2005 年の１月に日本地震工学会の会

誌を発刊することは，本学会の発足の目的に照らして大変意義深いことと思い

ます。10 年前の１月、私は神戸の瓦礫の街にいました。地震の研究者としてこ

れまで一体何をしてきたのかと自問したとき、それまで「地震災害とはどうい

うものか」がまったくわかってなかったことを思い知らされたことを思い出し

ます。  

 このことは、私一人ではなく建築工学、土木工学、地盤工学、地球科学、な

ど地震災害に関連する問題を研究課題としている研究者の多くに共通した感

慨だったのではないでしょうか。 

地震による災害を少なくするにはどうしたらよいか、という考えは地震国日本に住む我々にとっては代々受け

継がれた課題です。被害地震を経験するたびに、地震に対して安全な場所はどこか、安心して住める家はどのよ

うに造ったらよいのか、など人々の知恵が蓄積してきました。しかしながら、地震による災害の頻度は大変少な

いため、１人の人間が生涯に２度の震災に遭うのは極めてまれなことです。また時代とともに都市は変貌してお

り、地震に験されていない多くの構造物が存在しております。これらのことは、経験主義的な被害軽減対策には

限界があること意味しています。 

 地震記録や被害調査など実測データに基づいて、震災軽減のための科学的研究が行われたのは日本では 1923

年関東地震の時が初めてと思います。このとき地震学、土木工学、建築工学のみならず社会科学の研究者をも巻

き込む総合的研究が行われ、それらの成果が立派な本として残されています。この関東大震災の経験は地震学、

地震工学のみならず関連分野の研究を飛躍的に進歩させ、その後の日本の地震防災の研究に大きな影響を与えま

した。 

 関東大震災以後も、1944 年東南海地震、1945 年三河地震、1946 年南海地震、さらに 1948 年福井地震など地

震災害は続いて起こりましたが、福井地震以後は大規模な被害を引き起こす地震がしばらく途絶えていました。

大都市を直撃する地震がなかったため、地震が起きても軽微な被害にとどまっていました。そのため、日本の建

物や橋は地震に対して十分強くなったという過信が少なからず蔓延していたように思います。その証拠にアメリ

カで 1989年ロマプリエタ地震や 1994年ノースリッジ地震で高速道路の高架橋が倒壊するなど大被害が起こって

いるにもかかわらず、日本において必ずしも危機意識は高まりませんでした。 

 1995 年阪神・淡路大震災は研究者にとっても少なからぬ驚天動地の出来事だったといえます。この地震は日本

における地震防災のあり方に大きな問題があることを露呈しました。この地震による災害の大きさは地球科学や

建築・土木工学など地震を研究対象としている研究者にとって衝撃的なもので、研究のあり方に反省を迫るもの

でした。どの分野の研究者もこの地震の前に災害軽減に対する方策を示すことはできませんでした。 

 1948 年と 1995 年の２つの震災の間、観測計器やコンピューターの技術革新と相俟って、地震学、建築学、土

木工学など研究はそれぞれ個別科学として大きく発展してきました。しかしながら、これらの個別科学の成果に

基づいて、将来の大地震に対する揺れの予測とそれに基づく構造物耐震性向上のための理工学的研究や地震に強

い都市作りのための社会システムの整備に関する社会科学的な研究などを連結した総合防災の研究はおろそかに

なっていたと思います。阪神・淡路大震災の被害の拡大の原因解明の研究から、地震災害の軽減には理学、工学、

社会科学のインターディシプリナリーな研究の総合的発展が不可欠なことが次第に明らかになってきました。 

日本地震工学会は地震災害軽減のための研究の必然的な方向として「地震工学に関連した学問や技術」の総合

化を目的として 2001 年１月１日に設立されました。設立の趣旨として「地震防災に関する地震学、応用地質学、
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構造工学、地盤工学、鋼構造ならびにコンクリート工学、振動制御工学、ライフライン工学などの分野と、地域

防災計画、クライシスマネージメント、リスクマネージメントなどの社会システム分野をカバーする普遍的な学

会として、『地震工学会』を設立する」と述べられております。 

 2003 年の十勝沖地震の時の震源から 150km も離れた苫小牧での石油タンクの火災事故、2004 年の新潟県中越

地震のときの山間部での斜面崩壊・土砂災害や新幹線の脱線事故、さらにスマトラ沖地震の津波災害は新たな問

題を我々に突きつけています。21 世紀の前半には必ずやってくるであろう南海トラフ地震は、2003 年十勝沖地

震と同様にプレート境界に発生する巨大地震で、その規模は十勝沖地震をはるかに上回ると予想されます。南海

トラフ地震の震源域に近い近畿地方や中部地方に存在する高度に発達した大都市部は、未だ巨大地震の強震動を

経験しておりません。南海トラフ地震による災害を最小限にするためにどのような社会的貢献ができるかは日本

地震工学会に科せられた大きな課題と考えます。 

 もう１つ重要なこととして、日本地震工学会の目的の１つに「この学会は、我が国を代表して地震工学分野の

国際交流、国際貢献を担う」と記されています。まだ記憶に新しいインド洋沿岸諸国に津波による大被害をもた

らしたスマトラ地震はもちろんのこと、2004 年のイラン・バム地震や 2001 年インド・グジャラト地震のように

比較的規模の小さい地震でも開発途上国では大災害が繰り返し起こっています。防災の先進国を自認する日本が

防災に関する知識がまだ普及していない国々に対して、地震災害軽減のための教育や技術移転などの援助活動を

支援するのも日本地震工学会の役割と考えます。  
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小谷俊介 第６代会長（任期：2005 年 6 月 1 日～2006 年 5 月 31 日）の挨拶 

 

－日本地震工学会の動向－ 

 21 世紀の最初の日、すなわち 2001 年元旦に、地震工学および地震防災に関

する学術・技術に関する進歩発展をはかり、地震災害の軽減に貢献することを

目的として、日本地震工学会が設立された。古くから世界をリードする活発な

地震工学の研究が行なわれていた日本に、この時期まで専門の学会がなかった

ことは、国内外の地震工学関係者にとって不思議なことであった。地震工学あ

るいは防災に関する研究は、建築学、土木工学、地震学、地盤工学、機械工学

あるいは社会科学など、それぞれの学問分野で活発な研究活動が行なわれてお

り、その横断的な交流の場として、世界地震工学会議あるいは国内地震工学シ

ンポジウムがあり、特に不便を感じなかったのかもしれない。しかし、そろそ

ろ成熟期に入った地震工学においては、いろいろな学問分野の成果を総合化し、

学際分野を補強し、社会全体の地震防災を考える必要が生じてきたこともあろう。ここに、日本地震工学会が創

立 5 周年を迎えることになったことは喜ばしい。創立総会においては、正会員 1044 名、学生会員 45 名であった

のに対して、第５回総会では正会員 1,255 名、学生会員 46 名、法人会員 71 社である。正会員数は漸増したもの

大きな変化はない。ただ、創立時には規約がなかったために法人会員を受け付けることができなかったが、現在

では 71 社の法人会員を迎えていることは、学会として活動する上にも有難い。  

 設立当初には、大きな希望を持って船出をしたが、規約も活動資金も何もない状況から、会長を初め、すべて

の役員が一致協力して、学会体制の創出・整備に努めてきた。日本地震工学会の活動経費を節減するために、理

事が理事会に出席するための旅費も当初は自弁であり、新幹線に限って旅費を払う規定ができた後も旅費を辞退

される方が多かった。また、電脳学会を標榜し、論文集および会誌の刊行、会員への広報活動としてのニュース

などは、すべてインターネットを活用することにより、印刷費および通信費を節約することにした。臨時職員し

かいない学会を運営する理事には、学会の目的を実現する責任感と情熱だけを頼りに、手弁当によって頑張って

いただいたおかげで、インターネット環境の整備、ホームページにおける論文集の刊行、研究委員会の設置、な

ど、学会らしい形を徐々に整えることができるようになってきた。国際地震工学会に対する日本を代表する組織

としての登録を行なうとともに、アメリカ地震工学会とも交流協定を締結することができた。  

 日本地震工学会の会員の皆様には、是非、学会のホームページを見ていただき、活動の状況を知っていただき

たく存じます。 

   http://www.jaee.gr.jp/index_j.html 

にあります。ここで、日本地震工学会の活動を振り返ってみましょう： 

・ 学会創立の日から隔週に「JAEE News」を会員の皆様に送信してきました。そのスタイルは広報委員会

の担当者とともに変わってきましたが、基本的には学会の活動をお知らせるとともに、地震工学に関する

情報を提供してきました。広報委員会では、会員からの投稿による「コラム」を 2001 年 4 月から 2004

年 10 月までホームページに掲載したが、投稿が種切れになったのか、消えてしまったのは残念です。ま

た、大きな地震災害が発生するたびに、その情報および関連リンクをホームページに掲載していますので、

会員の皆様に是非情報収集のために見ていただきたいホームページです。  

・ 機関誌としては、会誌編集委員会が 2001 年 2 月から「ニューズレター」をホームページに掲載し、毎年

2 号あるいは 3 号を掲載してきましたが、2004 年度からは各分野の特集号形式とした印刷物を刊行する

ことにしている。  

・ 学術団体の研究発表と交流の場として、2001 年秋には第１回地震工学研究発表会を日本学術会議におい
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て開催して、2002 年秋には国内地震工学シンポジウムを関連七学協会（日本地震工学会、土木学会、日

本建築学会、日本機械学会、日本地震学会、地盤工学会、震災予防協会）と共催し、2003 年秋に慶応大

学で第 2 回日本地震工学会大会を開催した。2005 年 1 月には早稲田大学で第 3 回日本地震工学会大会と

一緒に関連七学協会の共催で阪神・淡路大震災 10 年周年地震工学シンポジウムを開催した後、淡路島で

国際シンポジウムを開催した。引き続き、神戸で開かれた国連の防災世界会議において、内閣府と「21

世紀の地震防災」セッションを共催している。  

・ 学術団体としての論文集は、2001 年 12 月に第 1 巻第 1 号を刊行し、現在では年に 4 号をホームページ

に掲載している。この特色は、カラーページが自由に使用できること、長さの制限がないことである。特

に、Vancouver で開催された第 14 回世界地震工学会議では、特別セッションを設けて、日本の地震工学

研究・技術の現状を報告し、CD/ROM を配布したが、この内容を特集号として論文集に採録すると共に、

会員の皆様にこの CD/ROM をお届けしている。 

・ 学会の設立当初から懸案であった研究委員会は、2003 年にようやく設置できることになったが、１つの

研究委員会に対して年間予算は 40 万円程度しか準備できず、旅費さえも十分に払えない状況である。し

かし、学会として研究活動を行なうべきであるとする執行部の強い意志と、手弁当でも研究委員会活動を

行ないたいとする会員の熱意によって運営されている。現在は、(1)性能規定型設計法に関する研究委員

会、(2)強震動データの共有化及び活用法に関する研究委員会、(3)基礎－地盤系の動的応答と耐震設計法

に関する研究委員会、(4)脆弱建造物の改修と人口集積地域の地震防災対策推進とその方策に関する研究

委員会、の４研究委員会が活動しているが、いずれも常置のものではなく、研究終了後に解散することに

なっている。ただし、来年度からは、国内外の地震災害の発生に際して、調査団を組織・派遣を世話する

地震災害調査委員会を常置することにしている。 

・ このほかに、日本地震工学会では機会があるたびに、地震防災の展示会などに参加し、国内外の地震災害

の後には地震災害調査速報会を開催している。また、地方自治体の要請に応じて、地震防災に関する講演

会に講師を派遣している。  

 以上見てきたとおり、創立５年を経過した日本地震工学会は、学術団体としての活動および体制を徐々に整備

してきた。現在、日本地震工学会が直面する課題は、正会員の数を増やして、会費により事務局を維持できる体

制をつくること、任意団体から公益法人とすることである。創立当初は、既に述べたように自分の研究分野であ

る学会を盛り立てようとする会員の熱意で学会が運営されてきた。事務局には臨時職員を雇用し、専門知識を必

要とする会計事務だけを(財)震災予防協会に委託し、その他の学会運営を理事が手弁当で汗水たらして頑張って

いただいた。学会の事務局に専任の事務職員を雇用し、理事の負担を軽減し、もっと専門的な会員サービスを向

上させるためには、正会員の数をふやし、会費収入を増やすしか方法がない。この経済状況が厳しく、いろいろ

な学会が乱立する中で、会員を増やすためには、会費に見合うサービスを学会として提供してゆかなければなら

ない。しかし、会費収入が増えない状況でのサービス向上は厳しい。  

 今年度の活動方針としては、会員が求める学会サービスを把握し、そのサービスの向上を図る活動を活発化す

ると共に、有益なサービスを受けることができる会員数を増やすことである。そして、来年、明治 29 年に制定さ

れた民法が初めて改正されるのを機に、日本地震工学会を任意団体から公益法人化へ向けて準備を進めてゆきた

いと思っている。  
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大町達夫 第７代会長（任期：2006 年 6 月 1 日～2007 年 5 月 31 日）の挨拶 

 

わが日本地震工学会は、21 世紀の初日、2001 年 1 月 1 日に誕生しましたの

で、今年度で満 6 歳になります。人間なら、周囲に暖かく見守られながら育っ

た幼児期を終え、いよいよ少年期に入る年齢ですが、本学会もちょうどそのよ

うな状況にあると思います。今後の大きな発展に向けて、体力を養い足腰を強

くする必要性を感じます。  

 幸い、学会活動の眼目とも言える調査研究活動は、力強い発展軌道に乗りつ

つあります。現在継続中の 3 研究委員会（基礎－地盤系、脆弱建造物、津波災

害）に加え、今年は更に複数の研究委員会（土構造物の LCC、次世代型実験施

設など）が発足する見込みですし、性能設計の研究成果を用いた講習会も予定

されています。また、他学会と連携して地震や津波の海外調査も実施するよう

になりましたし、論文集も徐々に充実してきました。更に、会員サービスの一環としての広報活動も JAEE ニュ

ースの隔週配信や会誌の定期的刊行も順調に進んでいます。加えて、液状化や動的相互作用などの講習会も開催

予定です。このように学会活動は全体的に質量とも充実して来ましたが、将来像を考えれば、関東や関西以外の

地域での活動度を一層高めたり、法人化への具体的な道筋を描き推進することが必要です。また本学会の会員数

は、本年 7 月現在で、正会員 1200 名余、学生会員 30 名余、法人会員 90 社余ですので、会員数の増加、とりわ

け学生会員の増強も欠かせません。  

 今年の 11 月には、第 12 回日本地震工学シンポジウムが開催されます。このシンポジウムは７学協会の共催で

すが、前回までは、土木学会、建築学会、地盤工学会が回り持ちで幹事学会をつとめ、開催されてきました。し

かし今回からは、日本地震工学会が幹事学会となり、関係学協会に呼びかけて運営委員会を構成し、開催するこ

ととなりました。このシンポジウムを是非とも成功させ、21 世紀に相応しい先例を開くことを目指して取り組ん

でいます。  

 本学会の対外的な存在感を高め、活動基盤を確保することも重要と考え、学術団体としての認定を受けるため

の準備を始めました。また本学会は、国内外の地震災害の軽減という高邁な理想と高度な能力を兼ね備えた会員

の集合体であることを宣言し、自らの行動指針としても役立てたいとの趣旨で、倫理綱領の作成にも着手します。

少年期に入った本学会の体力を養い足腰を強くするために実施すべき事項は、以上のほかにも多数あると思いま

すが、可能なところから順次、実現したいと考えています。会員各位の、一層のご支援とご協力を切にお願い申

し上げます。  
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北川良和 第８代会長（任期：2007 年 6 月 1 日～2008 年 5 月 31 日）の挨拶  

 

本学会は会員相互の協力によって、地震工学および地震防災に関する学術・技

術に関する進歩・発展をもって地震災害の軽減に貢献することを目的としていま

す。また、わが国を代表して地震工学分野の国際交流、国際貢献の役割も担って

います。これらの目的・役割を果たすべく、地震工学関係の研究者や技術者のみ

ならず、地震・地震による災害に関するあらゆる分野の人々にとって有益な交流

の場となるべく、学会活動を行っています。  

 2001 年１月１日を期して設立されました本学会も、早７歳に成長いたしました。

来たる 10 歳の節目の年を迎えるべく、本学会の存在意義、目的、役割を今一度明

確にし、今後の大いなる成長に向け、活動方針をより具体的に策定すべく時期に

なったと痛感しています。  

 これまでに、初代会長青山博之先生を初め、歴代の各会長のもと、関係各位によるご尽力により、研究委員会、

事業企画委員会、広報委員会等の各委員会を中心に、学会活動も軌道に乗り、全体的に質・量・内容ともに充実

して参りました。しかしながら、関東・関西以外の地域での活動の活性化、法人化への具体的体制の構築、若手

支援体制の構築等など残された課題が山積されているのが現状であります。  

 昨年度、地震に係る工学（機械工学、建築工学、地震学、土質工学、土木工学）分野での横断的学会として、

本学会の対外的な活動基盤を確保する為に、日本学術会議の協力学術研究団体とし認定を受けることが出来まし

た。この基盤を基に、本年度より新たに法人化検討委員会を設置し、長年の目標でありました本学会の公益法人

化に向けた検討を２年先を目途に具体的に推し進めることになりました。  

 このような状況のもと、新しく会長に選任されましたことを機に、魅力ある開けたアグレッシブな学会構築に

向けて、 

 （１） 単独学会では解決出来ない重要課題や分野横断型事業の推進 

 （２） 若手研究者支援プログラムの推進 

 （３） 国際社会への対応強化 

 （４） 地震災害調査・支援活動の強化 

 （５） 学会活動の広報の充実 

 （６） 会員サービスの充実と会員参加型学会体制の構築 

などを目標に、時代の変化を先取りしたアイデンティティの打ち出しを計りたく、各副会長、理事、委員会のも

と、出来るところから随時に小回りのきくアクションプログラムとして推進したく考えています。  

 本学会を取り巻く環境は大変厳しいものがありますが、具体的に目標を果たせるよう責務を自覚し、大所高所

的観点から本学会の益々の隆盛に向けて、微力ではありますが、この一年間会長として任を果たしたいと思いま

す。会員各位の今後一層のご支援・ご協力を切にお願い申し上げる次第です。 
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鈴木浩平 第９代会長（任期：2008 年 6 月 1 日～2009 年 5 月 31 日）の挨拶  

 

このたび日本地震工学会の会長に就任致しました鈴木でございます。私の出身

分野は機械工学ですので、多くの会員の方々には馴染みが薄いことかと思いま

す。そこで、簡単な自己紹介も含めて機械工学の分野と地震工学の関わりにつ

いて述べます。機械の分野が地震や耐震設計と関わり始めたのは、1960 年代か

らだと思います。その契機となったのは 1964 年 6 月に発生した新潟地震であ

り、石油コンビナートをはじめ多くの工場・生産施設に火災を含む被害が生じ

ました。直後に東大生産技術研究所が発行した「生産研究」の新潟地震特集号

で、当時の岡本舜三教授は、「これからは、工場や機械設備の耐震化が重要な

課題になる」と指摘されていました。実際に、この地震の被害調査には、柴田

碧先生を始め機械系の研究者が参加されています。  

 さらに、この頃から日本に建設が始められた原子力発電所の圧力容器や機器・配管系などの耐震設計をどう進

めるかについての研究プロジェクトが機械学会などで始められ、大学やメーカーなどが連携しての研究活動が盛

んになって行きました。それ以降、機械工学の分野では、柴田碧、下郷太郎、佐藤壽芳などの諸先生をリーダー

として、主として機械力学、振動学、材料力学の研究者が中心となって、耐震設計法、免震・制振技術、ダンパ

－の開発設計などの発展に力を注いで現在に至っております。私自身もこのような流れの中で育てられてきまし

た。  

 しかし、機械系の地震工学はそれだけでは成り立たず、機械工学に軸足を置きながらも常に建築､土木、地盤工

学、地震学の研究者、技術者からの協力を頂きながら成果を得てきたのであり、言い方を変えるともっとも横断

的なスタンスの要求される領域なのかもしれません。私も幸いにして多くの優秀な他分野の友人に恵まれ、その

お陰でさまざまな知見を得ることができました。今回、初の機械系からの会長ということになりましたが、先達

たちの 40 年以上にわたる努力が認められたのかという感慨を持つと同時に責任の重さも感じているところです。  

 さて、2001 年に創設された本学会も青山博之初代会長を始めとする歴代会長､副会長、理事会メンバーのご尽

力、何よりも多くの会員の皆様の厚いご支援のもとで存在感のある横断的学会として着実に発展していると言え

ましょう。特に、昨今の地震工学を取り巻く状況は、地震や地震被害対策、復興計画などに対する本学会の責務

が改めて要請されているように感じられます。昨年７月に生じた新潟県中越沖地震では多数の家屋や地盤に被害

が出ましたが、何よりも柏崎・刈羽の原子力発電所の被害が国際的にも大きな問題となりました。幸い、重要な

施設や設備には深刻な被害はなかったものの、現在もなお被害状況の精査と今後の耐震対策に多くのエネルギー

がつぎこまれております。原子力施設に限らず、エネルギープラントや生産施設は､地盤､土木、建築それに機械

など多分野の技術からなる総合構造システムであり、改めて多分野の共同作業の重要性が浮き彫りになりました。

本学会の活動基盤のひとつが多分野の協同にあるとする由縁です。  

 5 月に発生した中国・四川大地震は、まだ詳しい被害状況は不明の所が多いのですが、極めて大規模で深刻な

被害が報告され、今後、地震防災、復興対策などにおいて国際協力、国際支援が要請されると思われます。日本

が有する優れた耐震技術、復興技術などを広めていくことが一層求められ、研究面での協力、支援が強調される

と予想されます。本年 10 月に北京で開催される世界地震工学会議（WCEE）においても、その立場からの本学

会の果たす役割は大きいと思います。  

 本原稿を書いている現在も、6 月 14 日に発生した岩手・宮城内陸地震での行方不明者、被害者救出のニュース

が流れております。小長井一男前副会長、濱田政則次期会長など本学会のメンバーが連日テレビなどを通じてこ

の地震のメカニズム、地盤や道路などの被害状況について解説をされています。地震工学会も合同調査団の一構

成団体として協同行動に参画しております。  
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 地震は時、場所を選ばずに無差別的に襲来するので、それぞれの被害教訓を真摯に検証、研究して、新しい決

意で研究に挑まなくてはなりません。社会的に地震の恐さが認識されている現在こそ、本学会の存在意義を主張

して学会を拡大する絶好の機会ともいえましょう。特に、次代を背負う若い研究者、技術者、学生の皆様に、そ

れぞれの分野から地震工学の領域に参画してくださることを強く訴えたいと思います。  

 浅学非才の私ですが、一年間、頑張りたいと思います。どうぞ宜しく日本地震工学会をご支援下さい。  
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濱田政則 第１０代会長（任期：2009 年 6 月 1 日～2010 年 5 月 20 日）の挨拶  

 
会長就任にあたりご挨拶申し上げます。 

 日本地震工学会は平成 13 年 1 月に設立され、1 年半近くで 10 周年を迎える

ことになります。この間、歴代の会長、副会長、理事および会員の御努力によ

って学会事業が順調に展開され、組織・体制も整備されて来ました。日本地震

工学会の運営をこれまで支えて来られた会員諸氏に改めて敬意を表する次第

です。 

 5 月 21 日に開催された第 9 回総会におきまして、法人格取得に向けて本年度

より準備を開始するという趣旨の議案を議決して頂きました。この議決によっ

て、日本地震工学会は新しいフェーズに入るためのスタートを切ったものと考

えております。 

 学会の設立時に掲げられていた主要な目標は 

 １）地震工学分野の横断的・学際的調査研究を推進し、関連学協会のリーダー的役割を担うこと、 

 ２）地震災害軽減のための国際的活動を展開し、地震工学分野での日本の代表としての役割を果たすこと、 

   および 

 ３）災害軽減のために直接的に国内外の地域社会に貢献すること、 

であったと思います。これらの設立時の目標を達成し、学会の社会的評価を高めて、さらに発展させるためには

「法人格取得」は不可欠であると考えています。会員の皆様、理事の方々の御協力を得て、法人化に向けて着実

なステップを刻んで行きたいと思います。 

 学会の将来計画に関しましては鈴木前会長のもとで「将来計画検討委員会」が組織され、これまでの学会活動

の点検と、それにもとづいた将来の方向性や方策が示されています。会員増強、特に若手会員増強のための学生

会員の会費優遇措置については既に本年度の総会において議決され、具体化されています。その他、「将来計画検

討委員会」では理事会をはじめとする学会運営のスリム化や、国際交流や社会的活動の一層の発展の必要性など、

数々の貴重な指摘を頂いております。特に、学会財政の見通しについて、会費収入の増減と震災予防協会との協

力関係を踏まえた報告をまとめて頂いております。このように法人格取得をはじめ、学会のさらなる発展のため

に取り組むべき課題が数多く残されております。いずれの課題に関しても理事の方々には御尽力をお願いするこ

とになりますが、会長としても全力を尽したいと考えています。 

 本年に入ってイタリア中部での地震、昨年は四川地震と岩手・宮城内陸地震と国内外で地震災害が発生してい

ます。特にアジア地域の開発途上国では地震災害がこの 20 年間急増しており、この傾向は今後も続くと考えられ

ます。さらに、わが国では南海トラフ沿いの巨大海溝型地震や首都圏直下地震の発生が逼迫しているとされてい

ます。日本地震工学会が社会的に果たすべき役割は益々増大しています。地震災害軽減に関係する他の学協会、

国際学会さらには日本学術会議等との密接な連携のもとに技術者、研究者集団として、国内外の地震災害の軽減

に主導的な立場で貢献するという本学会の役割をより明確に果たしていきたいと考えます。 

 

 
 

－ 26－ － 27－



 28

第 2 章 役員一覧 
 
この章では歴代の役員の一覧を示す。役員の氏名と役職については総会資料[1]に記載されてい

るが、詳細な分掌・担当業務や所属については記載がない年度もあったので、過去の理事会資料

を調査して記載した。 
なお、2006 年度から総務理事の業務が拡大しているように見える。これ以前も多岐にわたる業

務を実施してきたが、次第に整理され、他の理事の業務とされない業務すべて、総務理事が主担

当となり、記録が残るようになったためであると思われる。また、法人化に向けての活動が始ま

ったことも１つの理由であろう。 
 

[1] 日本地震工学会：役員名簿、日本地震工学会ホームページ、 
http://www.jaee.gr.jp/general/gen06/gen06_organization.html 
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当
 

副
会
長

 
 

入
倉

孝
次

郎
(
京

都
大
)
 

 
 

学
術

担
当
 

副
会
長

 
 

小
谷

俊
介

 
(
東

京
大
)
 

 
 

総
務

 

副
会

長
 

 
入

倉
孝

次
郎

(
京

都
大

)
 

 
 

学
術

担
当

 
副

会
長

 
 

小
谷

俊
介

 
(
東

京
大
)
 

 
 

総
務

担
当
 

副
会
長

 
 

濱
田

政
則

 
(
早

稲
田

大
)
 
 

学
術

 

副
会

長
 

 
小

谷
俊

介
 
(
東

京
大

)
 

 
 

総
務

担
当

 
副

会
長

 
 

片
山

恒
雄

 
(
防

災
科

研
)
 
 

情
報

・
事
業

担
当
 

副
会
長

 
 

工
藤

一
嘉

 
(
東

京
大
)
 

 
 

会
計

・
会
員

・
情

報
 

理
事

 
 

 
家

村
浩

和
 
(
京

都
大

)
 

 
 

事
業

(
大

会
・

役
員

候
補

)
 

理
事
 

 
 

家
村

浩
和

 
(
京

都
大
)
 

 
 

事
業

(
大

会
)
 

理
事
 

 
 

大
町

達
夫

 
(
東

京
工

業
大

)
 

総
務

(
役

員
候
補

)
 

理
事

 
 

 
河

村
壮

一
 
(
大

成
建

設
)
 
 

会
員

(
会

員
管

理
・

選
管

)
 

理
事
 

 
 

河
村

壮
一

 
(
大

成
建

設
)
 
 

会
員

(
会

員
管
理

)
 

理
事
 

 
 

塩
原

 
等

 
(
東

京
大
)
 

 
 

総
務

(
電

子
M
・

選
管

)
 

理
事

 
 

 
工

藤
一

嘉
 
(
東

京
大

)
 

 
 

情
報

(
広

報
・

選
管

)
 

理
事
 

 
 

工
藤

一
嘉

 
(
東

京
大
)
 

 
 

情
報

(
広

報
)
 

理
事
 

 
 

北
村

春
幸

 
(
日

建
設

計
)
 

 
会

計
 

理
事

 
 

 
久

保
哲

夫
 
(
名

古
屋

工
業

大
)
学

術
(
論

文
集

・
役

員
候

補
)
 

理
事
 

 
 

久
保

哲
夫

 
(
名

古
屋

工
業

大
)
学

術
(
論

文
集
)
 

理
事
 

 
 

松
本

正
毅

 
(
関

西
電

力
)
 

 
会

員
(
法

人
会
員

)
 

理
事

 
 

 
鈴

木
浩

平
 
(
都

立
大

)
 

 
 

事
業

(
大

会
)
 

理
事
 

 
 

鈴
木

浩
平

 
(
都

立
大
)
 

 
 

事
業

(
大

会
)
 

理
事
 

 
 

中
島

正
愛

 
(
京

都
大
)
 

 
 

学
術

(
国

際
)
 

理
事

 
 

 
布

村
明

彦
 
(
国

土
庁

)
 

 
 

事
業

(
企

画
)
 

理
事
 

 
 

布
村

明
彦

 
(
国

土
庁
)
 

 
 

事
業

(
企

画
)
 

理
事
 

 
 

安
田

 
進

 
(
東

京
電

機
大

)
 

事
業

(
企

画
)
 

理
事

 
 

 
濱

田
政

則
 
(
早

稲
田

大
)
 
 

会
計

 
理

事
 

 
 

濱
田

政
則

 
(
早

稲
田

大
)
 
 

会
計

 
理

事
 

 
 

西
谷

 
章

 
(
早

稲
田

大
)
 

 
情

報
(
会

誌
)
 

理
事

 
 

 
大

町
達

夫
 
(
東

京
工

業
大

)
 

総
務

 
理

事
 

 
 

大
町

達
夫

 
(
東

京
工

業
大

)
 

総
務

(
役

員
候
補

)
 

理
事
 

 
 

川
島

一
彦

 
(
東

京
工

業
大

)
 

学
術

(
論

文
集
)
 

理
事

 
 

 
塩

原
 

等
 
(
東

京
大

)
 

 
 

総
務

(
電

子
M
・

役
員

候
補

)
 

理
事
 

 
 

塩
原

 
等

 
(
東

京
大
)
 

 
 

総
務

(
電

子
M
・

選
管

)
 

理
事
 

 
 

中
原

光
春

 
(
鹿

島
建

設
)
 

 
総

務
 

理
事

 
 

 
北

村
春

幸
 
(
日

建
設

計
)
 
 

会
計

 
理

事
 

 
 

北
村

春
幸

 
(
日

建
設

計
)
 
 

会
計

 
理

事
 

 
 

北
田

義
夫

 
(
原

発
機

構
)
 

 
総

務
 

理
事

 
 

 
松

本
正

毅
 
(
関

西
電

力
)
 
 

会
員

(
法

人
会

員
)
 

理
事
 

 
 

松
本

正
毅

 
(
関

西
電

力
)
 
 

会
員

(
法

人
会
員

)
 

理
事
 

 
 

亀
田

弘
行

 
(
防

災
科

研
)
 

 
会

計
 

理
事

 
 

 
中

島
正

愛
 
(
京

都
大

)
 

 
 

学
術

(
国

際
・

役
員

候
補

)
 

理
事
 

 
 

中
島

正
愛

 
(
京

都
大
)
 

 
 

学
術

(
国

際
)
 

理
事
 

 
 

稲
田

泰
夫

 
(
清

水
建

設
)
 

 
会

員
(
会

員
管
理

)
 

理
事

 
 

 
安

田
 

進
 
(
東

京
電

機
大

)
 

事
業

(
企

画
・

役
員

候
補

)
 

理
事
 

 
 

安
田

 
進

 
(
東

京
電

機
大

)
 

事
業

(
企

画
)
 

理
事
 

 
 

小
長

井
一

男
(
東

京
大
)
 

 
 

学
術

(
論

文
集
・

選
管

)
 

理
事

 
 

 
西

谷
 

章
 
(
早

稲
田

大
)
 
 

情
報

(
会

誌
・

役
員

候
補

)
 

理
事
 

 
 

西
谷

 
章

 
(
早

稲
田

大
)
 
 

情
報

(
会

誌
)
 

理
事
 

 
 

井
野

盛
夫

 
(
富

士
常

葉
大

)
 

事
業

(
企

画
)
 

理
事

 
 

 
川

島
一

彦
 
(
東

京
工

業
大

)
 

学
術

(
論

文
集

・
役

員
候

補
)
 

理
事
 

 
 

川
島

一
彦

 
(
東

京
工

業
大

)
 

学
術

(
論

文
集
・

選
管

)
 

理
事
 

 
 

鈴
木

祥
之

 
(
京

都
大
)
 

 
 

事
業

(
大

会
・
役

員
候

補
)
 

理
事

 
 

 
後

藤
洋

三
 
(
大

林
組

)
 

 
 

総
務

 
理

事
 

 
 

中
原

光
春

 
(
鹿

島
建

設
)
 
 

総
務

 
理

事
 

 
 

武
村

雅
之

 
(
鹿

島
建

設
)
 

 
情

報
(
広

報
・
役

員
候

補
)
 

監
事

 
 

 
伯

野
元

彦
 
(
東

洋
大

)
 

監
事
 

 
 

伯
野

元
彦

 
(
東

洋
大
)
 

監
事
 

 
 

北
川

良
和

 
(
慶

応
大
)
 

監
事

 
 

 
北

川
良

和
 
(
慶

応
大

)
 

監
事
 

 
 

北
川

良
和

 
(
慶

応
大
)
 

監
事
 

 
 

岩
崎

敏
男

 
(
建

設
技

術
研

)
 

 
(
2
0
0
3
年

6
月

1
日

～
2
0
0
4
年

5
月

3
1
日

)
 

(
2
0
0
4
年

6
月

1
日

～
2
0
0
5
年

5
月

3
1
日
)
 

(
2
0
0
5
年

6
月

1
日

～
2
0
0
6
年

5
月

3
1
日
)
 

会
長

 
 

 
石

原
研

而
 
(
東

京
理

科
大

)
 

会
長
 

 
 

入
倉

孝
次

郎
(
京

都
大
)
 

会
長
 

 
 

小
谷

俊
介

 
(
千

葉
大
)
 

次
期

会
長

 
入

倉
孝

次
郎

(
京

都
大

)
 

次
期
会

長
 

小
谷

俊
介

 
(
千

葉
大
)
 

 
 
 

次
期
会

長
 

大
町

達
夫

 
(
東

京
工

業
大

)
 

副
会

長
 

 
濱

田
政

則
 
(
早

稲
田

大
)
 
 

学
術

 
副

会
長

 
 

北
川

良
和

 
(
慶

応
大
)
 

 
 

情
報

・
事
業
 

副
会
長

 
 

川
島

一
彦

 
(
東

京
工

業
大

)
 

学
術

・
調
査

研
究
 

副
会

長
 

 
工

藤
一

嘉
 
(
東

京
大

)
 

 
 

会
計

・
会

員
・

情
報

 
副

会
長

 
 

大
町

達
夫

 
(
東

京
工

業
大

)
 

総
務

 
副

会
長

 
 

河
村

壮
一

 
(
大

成
建

設
)
 

 
会

員
・

会
計
 

副
会

長
 

 
北

川
良

和
 
(
慶

応
大

)
 

 
 

情
報

・
事

業
 

副
会
長

 
 

川
島

一
彦

 
(
東

京
工

業
大

)
 

学
術

・
調
査

研
究
 

副
会
長

 
 

鈴
木

浩
平

 
(
首

都
大
)
 

 
 

情
報

・
事
業
 

副
会

長
 

 
大

町
達

夫
 
(
東

京
工

業
大

)
 

総
務

 
副

会
長

 
 

河
村

壮
一

 
(
大

成
建

設
)
 
 

会
員

・
会
計

・
情

報
 

副
会
長

 
 

安
田

進
 

 
(
東

京
電

機
大

)
 

総
務

 

理
事

 
 

 
稲

田
泰

夫
 
(
清

水
建

設
)
 
 

会
員

(
役

員
候

補
)
 

理
事
 

 
 

壁
谷

沢
寿

海
(
東

京
大
)
 

 
 

学
術

(
国

際
)
 

理
事
 

 
 

小
林

喜
久

二
(
竹

中
工

務
店

)
 

会
員

 

理
事

 
 

 
井

野
盛

夫
 
(
富

士
常

葉
大

)
 

事
業

(
企

画
)
 

理
事
 

 
 

桑
野

二
郎

 
(
東

京
工

業
大

)
 

事
業

(
大

会
)
 

理
事
 

 
 

平
田

和
太

 
(
電

力
中

央
研

)
 

事
業

(
企

画
)
 

理
事

 
 

 
亀

田
弘

行
 
(
防

災
科

研
)
 
 

会
計

 
理

事
 

 
 

國
生

剛
治

 
(
中

央
大
)
 

 
 

事
業

(
企

画
)
 

理
事
 

 
 

青
木

 
繁

 
(
都

立
高

専
)
 

 
会

計
 

理
事

 
 

 
小

長
井

一
男

(
東

京
大

)
 

 
 

学
術

(
論

文
集

・
選

管
)
 

理
事
 

 
 

清
水

善
久

 
(
東

京
ガ

ス
)
 
 

総
務

(
選

管
)
 

理
事
 

 
 

渡
辺

孝
英

 
(
大

崎
総

研
)
 

 
総

務
(
選

管
・
役

員
候

補
)
 

理
事

 
 

 
北

田
義

夫
 
(
原

発
機

構
)
 
 

総
務

 
理

事
 

 
 

鈴
木

哲
夫

 
(
大

林
組
)
 

 
 

会
計

 
理

事
 

 
 

東
畑

郁
生

 
(
東

京
大
)
 

 
 

学
術

(
論

文
集
)
 

理
事

 
 

 
鈴

木
祥

之
 
(
京

都
大

)
 

 
 

事
業

(
大

会
)
 

理
事
 

 
 

高
田

毅
士

 
(
東

京
大
)
 

 
 

学
術

(
論

文
集
)
 

理
事
 

 
 

林
 

康
裕

 
(
京

都
大
)
 

 
 

事
業

(
大

会
)
 

理
事

 
 

 
武

村
雅

之
 
(
鹿

島
建

設
)
 
 

情
報

(
広

報
・

役
員

候
補

)
 

理
事
 

 
 

西
岡

利
道

 
(
東

電
設

計
)
 
 

会
員

 
理

事
 

 
 

年
縄

 
巧

 
(
明

星
大
)
 

 
 

情
報

(
広

報
・
N
E
W
S
)
 

理
事

 
 

 
壁

谷
沢

寿
海

(
東

京
大

)
 

 
 

学
術

(
国

際
)
 

理
事
 

 
 

藤
田

聡
 

 
(
東

京
電

機
大

)
 

情
報

(
会

誌
)
 

理
事
 

 
 

坂
本

成
弘

 
(
大

成
建

設
)
 

 
総

務
(
選

管
・
役

員
候

補
)
 

理
事

 
 

 
桑

野
二

郎
 
(
東

京
工

業
大

)
 

事
業

(
大

会
)
 

理
事
 

 
 

吉
田

望
 

 
(
応

用
地

質
)
 
 

総
務

(
電

子
M
)
 

理
事
 

 
 

塩
原

等
 

 
(
東

京
大
)
 

 
 

総
務

(
E
メ

デ
ィ

ア
)
 

理
事

 
 

 
國

生
剛

治
 
(
中

央
大

)
 

 
 

事
業

(
企

画
)
 

理
事
 

 
 

小
林

喜
久

二
(
竹

中
工

務
店

)
 

会
員

(
個

人
)
 

理
事
 

 
 

五
十

嵐
克

哉
(
鹿

島
)
 

 
 

 
会

計
 

理
事

 
 

 
清

水
善

久
 
(
東

京
ガ

ス
)
 
 

総
務

(
選

管
)
 

理
事
 

 
 

平
田

和
太

 
(
電

力
中

央
研

)
 

事
業

(
企

画
)
 

理
事
 

 
 

橋
本

德
昭

 
(
関

西
電

力
)
 

 
会

員
 

理
事

 
 

 
鈴

木
哲

夫
 
(
大

林
組

)
 

 
 

会
計

 
理

事
 

 
 

青
木

 
繁

 
(
都

立
高

専
)
 
 

会
計

 
理

事
 

 
 

中
村

晋
 

 
(
日

本
大
)
 

 
 

学
術

(
論

文
集
)
 

理
事

 
 

 
高

田
毅

士
 
(
東

京
大

)
 

 
 

学
術

(
論

文
集

)
 

理
事
 

 
 

渡
辺

孝
英

 
(
大

崎
総

研
)
 
 

総
務

(
選

管
・
役

員
候

補
)
 

理
事
 

 
 

目
黒

公
郎

 
(
東

京
大
)
 

 
 

学
術

(
国

際
)
 

理
事

 
 

 
西

岡
利

道
 
(
東

電
設

計
)
 
 

会
員

 
理

事
 

 
 

東
畑

郁
生

 
(
東

京
大
)
 

 
 

学
術

(
論

文
集
・

選
管

)
 

理
事
 

 
 

田
蔵

隆
 

 
(
清

水
建

設
)
 

 
事

業
(
企

画
)
 

理
事

 
 

 
藤

田
聡

 
 
(
東

京
電

機
大

)
 

情
報

(
会

誌
・

役
員

候
補

)
 

理
事
 

 
 

林
 

康
裕

 
(
京

都
大
)
 

 
 

事
業

(
大

会
)
 

理
事
 

 
 

風
間

基
樹

 
(
東

北
大
)
 

 
 

事
業

(
大

会
・
J
E
E
S
)
 

理
事

 
 

 
吉

田
望

 
 
(
応

用
地

質
)
 
 

総
務

(
電

子
M
)
 

理
事
 

 
 

年
縄

 
巧

 
(
明

星
大
)
 

 
 

情
報

(
広

報
・
N
E
W
S
)
 

理
事
 

 
 

森
下

正
樹

 
(
ｻ
ｲ
ｸ
ﾙ
機

構
)
 

 
情

報
(
会

誌
)
 

監
事

 
 

 
岩

崎
敏

男
 
(
建

設
技

術
研

)
 

監
事
 

 
 

柴
田

明
徳

 
(
東

北
文

化
大

)
 

監
事
 

 
 

後
藤

洋
三

 
(
防

災
科

研
)
 

監
事

 
 

 
柴

田
明

徳
 
(
東

北
文

化
大

)
 

監
事
 

 
 

後
藤

洋
三

 
(
防

災
科

研
)
 

監
事
 

 
 

武
村

雅
之

 
(
鹿

島
)
 

       

－ 28－ － 29－



 
30

(
2
0
0
6
年

6
月

1
日

～
2
0
0
7
年

5
月

3
1
日

)
 

(
2
0
0
7
年

6
月

1
日

～
2
0
0
8
年

5
月

3
1
日
)
 

(
2
0
0
8
年

6
月

1
日

～
2
0
0
9
年

5
月

3
1
日
)
 

会
長

 
 

 
大

町
達

夫
 
(
東

京
工

業
大

)
 

会
長
 

 
 

北
川

良
和

 
(
元

慶
応

義
塾

大
)
 

会
長
 

 
 

鈴
木

浩
平

 
(
首

都
大
)
 

次
期

会
長

 
北

川
良

和
 
(
慶

応
義

塾
大

)
 

次
期
会

長
 

鈴
木

浩
平

 
(
首

都
大
)
 

次
期
会

長
 

濱
田

政
則

 
(
早

稲
田

大
)
 

副
会

長
 

 
鈴

木
浩

平
 
(
首

都
大

)
 

 
 

情
報

・
事

業
 

副
会
長

 
 

家
村

浩
和

 
(
京

都
大
)
 

 
 

事
業

・
国
際
 

副
会
長

 
 

鈴
木

祥
之

 
(
京

都
大
)
 

 
 

会
員

・
調
査

研
究
 

副
会

長
 

 
安

田
進

 
 
(
東

京
電

機
大

)
 

総
務

 
副

会
長

 
 

小
長

井
一

男
(
東

京
大
)
 

 
 

学
術

・
調
査

研
究
 

副
会
長

 
 

西
谷

 
章

 
(
早

稲
田

大
) 

 
学

術
・

国
際

・
情

報
 

副
会

長
 

 
家

村
浩

和
 
(
京

都
大

)
 

 
 

会
計

・
会

員
 

副
会
長

 
 

鈴
木

祥
之

 
(
京

都
大
)
 

 
 

総
務

・
会
計
 

副
会
長

 
 

武
村

雅
之

 
(
鹿

島
)
 

 
 

 
事

業
・
1
0
周

年
 

副
会

長
 

 
小

長
井

一
男

(
東

京
大

)
 

 
 

学
術

・
調

査
研

究
 

副
会
長

 
 

西
谷

 
章

 
(
早

稲
田

大
)
 
 

会
員

・
情
報
 

副
会
長

 
 

吉
田

 
望

 
(
東

北
学

院
大

)
 

総
務

・
会
計
 

理
事

 
 

 
坂

本
成

弘
 
(
大

成
建

設
)
 
 

総
務

(
選

管
・

役
員

候
補

)
 

理
事
 

 
 

石
川

裕
 

 
(
清

水
建

設
)
 
 

総
務

(
*
1
)
 

理
事
 

 
 

勝
俣

英
雄

 
(
大

林
組
)
 

 
 

総
務

(
*
1
)
 

理
事

 
 

 
塩

原
等

 
 
(
東

京
大

)
 

 
 

総
務

(
E
メ

デ
ィ

ア
)
 

理
事
 

 
 

小
林

信
之

 
(
青

山
学

院
大

)
 

会
計

 
理

事
 

 
 

鈴
木

康
嗣

 
(
鹿

島
)
 

 
 

 
総

務
会

計
(
*
2
)
 

理
事

 
 

 
五

十
嵐

克
哉

(
鹿

島
)
 

 
 
 

会
計

 
理

事
 

 
 

野
畑

有
秀

 
(
大

林
組
)
 

 
 

会
員

(
選

管
)
 

理
事
 

 
 

柏
崎

昭
宏

 
(
石

川
島

播
磨

)
 

会
員

 

理
事

 
 

 
橋

本
德

昭
 
(
関

西
電

力
)
 
 

会
員

 
理

事
 

 
 

久
田

嘉
章

 
(
工

学
院

大
)
 
 

学
術

(
論

文
集
)
 

理
事
 

 
 

志
波

由
紀

夫
(
大

成
建

設
)
 

 
情

報
(
会

誌
)
 

理
事

 
 

 
中

村
晋

 
 
(
日

本
大

)
 

 
 

学
術

(
論

文
集

)
 

理
事
 

 
 

壁
谷

澤
寿

海
(
東

京
大
)
 

 
 

事
業

(
大

会
)
 

理
事
 

 
 

吉
田

郁
政

 
(
武

蔵
工

業
大

)
 

学
術

(
論

文
集
)
 

理
事

 
 

 
目

黒
公

郎
 
(
東

京
大

)
 

 
 

学
術

(
国

際
)
 

理
事
 

 
 

若
松

加
寿

江
(
防

災
科

研
)
 
 

事
業

(
企

画
)
 

理
事
 

 
 

笠
井

和
彦

 
(
東

京
工

業
大

)
 

学
術

(
国

際
)
 

理
事

 
 

 
田

蔵
隆

 
 
(
清

水
建

設
)
 
 

事
業

(
企

画
)
 

理
事
 

 
 

末
冨

岩
雄

 
(
防

災
科

研
)
 
 

情
報

(
電

子
広
報

)
 

理
事
 

 
 

源
栄

正
人

 
(
東

北
大
)
 

 
 

事
業

(
大

会
)
 

理
事

 
 

 
風

間
基

樹
 
(
東

北
大

)
 

 
 

事
業

(
J
E
E
S
)
 

理
事
 

 
 

勝
俣

英
雄

 
(
大

林
組
)
 

 
 

総
務

(
*
2
)
 

理
事
 

 
 

三
輪

 
滋

 
(
飛

島
建

設
)
 

 
学

術
(
研

究
統
括

・
災

害
)
 

理
事

 
 

 
森

下
正

樹
 
(
ｻ
ｲ
ｸ
ﾙ
機

構
)
 
 

情
報

(
会

誌
)
 

理
事
 

 
 

鈴
木

康
嗣

 
(
鹿

島
)
 

 
 
 

総
務

会
計
(
法
人

化
)
 

理
事
 

 
 

犬
飼

伴
幸

 
(
竹

中
工

務
店

)
 

総
務

(
*
3
)
 

理
事

 
 

 
石

川
裕

 
 
(
清

水
建

設
)
 
 

総
務

(
*
1
)
 

理
事
 

 
 

柏
崎

昭
宏

 
(
石

川
島

播
磨

)
 

会
員

 
理

事
 

 
 

佐
藤

清
隆

 
(
電

力
中

央
研

)
 

会
計

(
法

人
化
)
 

理
事

 
 

 
小

林
信

之
 
(
青

山
学

院
大

)
 

会
計

 
理

事
 

 
 

志
波

由
紀

夫
(
大

成
建

設
)
 
 

情
報

(
会

誌
)
 

理
事
 

 
 

金
子

美
香

 
(
清

水
建

設
)
 

 
会

員
(
選

管
)
 

理
事

 
 

 
野

畑
有

秀
 
(
大

林
組

)
 

 
 

会
員

(
選

管
)
 

理
事
 

 
 

吉
田

郁
政

 
(
武

蔵
工

業
大

)
 

学
術

(
論

文
集
)
 

理
事
 

 
 

大
堀

道
広

 
(
J
A
M
S
T
E
C
)
 

 
 
情

報
(
電

子
広
報

)
 

理
事

 
 

 
久

田
嘉

章
 
(
工

学
院

大
)
 
 

学
術

(
論

文
集

)
 

理
事
 

 
 

笠
井

和
彦

 
(
東

京
工

業
大

)
 

事
業

(
国

際
)
 

理
事
 

 
 

中
村

英
孝

 
(
J
N
E
S
)
 

 
 

 
事

業
(
企

画
)
 

理
事

 
 

 
壁

谷
澤

寿
海

(
東

京
大

)
 

 
 

事
業

(
大

会
)
 

理
事
 

 
 

源
栄

正
人

 
(
東

北
大
)
 

 
 

事
業

(
大

会
)
 

理
事
 

 
 

芳
村

 
学

 
(
首

都
大
)
 

 
 

事
業

(
大

会
)
 

理
事

 
 

 
若

松
加

寿
江

(
防

災
科

研
)
 
 

事
業

(
企

画
)
 

理
事
 

 
 

三
輪

 
滋

 
(
飛

島
建

設
)
 
 

学
術

(
研

究
統
括

・
災

害
)
 

理
事
 

 
 

福
和

伸
夫

 
(
名

古
屋

大
)
 

 
事

業
(
1
0
周
年

)
 

理
事

 
 

 
末

冨
岩

雄
 
(
防

災
科

研
)
 
 

情
報

(
電

子
広

報
)
 

 
理

事
 

 
 

翠
川

三
郎

 
(
東

京
工

業
大

)
 

学
術

(
研

究
統
括

・
災

害
)
 

監
事

 
 

 
武

村
雅

之
 
(
鹿

島
)
 

監
事
 

 
 

亀
田

 
弘

行
(
防

災
科

研
)
 

監
事
 

 
 

工
藤

一
嘉

 
(
日

本
大
)
 

監
事

 
 

 
亀

田
弘

行
 
(
防

災
科

研
)
 

監
事
 

 
 

工
藤

 
一

嘉
(
日

本
大
)
 

監
事
 

 
 

高
田

至
郎

(
イ

ラ
ン

・
ア
ザ

ド
大
)
 

*
1
：

役
員

候
補

・
法

人
化

 
*
1
：
役

員
候

補
・

法
人

化
 

*
1
：
選

管
・

役
員

候
補

・
電

子
広

報
・

法
人

化
・

将
来

計
画
 

 
*
2
：
選

管
・

役
員

候
補

・
電

子
広

報
・

法
人

化
 

*
2
：
法

人
化

・
将

来
計

画
 

 
 

*
3
：
役

員
候

補
・

法
人

化
・

将
来

計
画
 

 
(
2
0
0
9
年

6
月

1
日

～
2
0
1
0
年

5
月

3
1
日

)
 

会
長

 
 

 
濱

田
政

則
 
(
早

稲
田

大
)
 

次
期

会
長

 
久

保
哲

夫
 
(
東

京
大

)
 

 
 
 

副
会

長
 

 
武

村
雅

之
 
(
鹿

島
)
 

 
 
 

事
業

・
1
0
周

年
 

副
会

長
 

 
吉

田
 

望
 
(
東

北
学

院
大

)
 

総
務

・
会

計
 

副
会

長
 

 
川

島
一

彦
 
(
東

京
工

業
大

)
 

学
術

・
調

査
研

究
 

副
会

長
 

 
河

村
壮

一
 
(
大

成
建

設
)
 
 

会
員

・
会

計
・

情
報

 

理
事

 
 

 
犬

飼
伴

幸
 
(
竹

中
工

務
店

)
 

総
務

(
*
1
)
 

理
事

 
 

 
佐

藤
清

隆
 
(
電

力
中

央
研

)
 

会
計

(
法

人
化

)
 

理
事

 
 

 
金

子
美

香
 
(
清

水
建

設
)
 
 

会
員

(
選

管
・

法
人

化
)
 

理
事

 
 

 
大

堀
道

広
 
(
J
A
M
S
T
E
C
)
 

 
 
情

報
(
電

子
広

報
)
 

理
事

 
 

 
中

村
英

孝
 
(
J
N
E
S
)
 

 
 
 

事
業

(
企

画
)
 

理
事

 
 

 
芳

村
 

学
 
(
首

都
大

)
 

 
 

事
業

(
大

会
)
 

理
事

 
 

 
福

和
伸

夫
 
(
名

古
屋

大
)
 
 

事
業

(
J
E
E
S
・

1
0
周

年
)
 

理
事

 
 

 
翠

川
三

郎
 
(
東

京
工

業
大

)
 

学
術

(
研

究
統

括
・

災
害

)
 

理
事

 
 

 
中

村
孝

明
 
(
篠

塚
研

)
 

 
 

総
務

(
*
2
)
 

理
事

 
 

 
高

田
 

一
 
(
横

浜
国

大
)
 
 

会
計

(
法

人
化

)
 

理
事

 
 

 
保

井
美

敏
 
(
戸

田
建

設
)
 
 

会
員

(
選

管
)
 

理
事

 
 

 
境

 
有

紀
 
(
筑

波
大

)
 

 
 

情
報

(
会

誌
)
 

理
事

 
 

 
藤

田
 

聡
 
(
東

京
電

機
大

)
 

学
術

(
国

際
)
 

理
事

 
 

 
栗

田
 

哲
 
(
東

京
理

科
大

)
 

学
術

(
論

文
集

)
 

理
事

 
 

 
倉

本
 

洋
 
(
大

阪
大

)
 

 
 

事
業

(
J
E
E
S
・

1
0
周

年
)
 

理
事

 
 

 
飯

場
正

紀
 
(
建

築
研

究
所

)
 

学
術

(
研

究
統

括
・

災
害

)
 

監
事

 
 

 
高

田
至

郎
(
イ

ラ
ン

・
ア

ザ
ド

大
)
 

監
事

 
 

 
井

上
範

夫
 
(
東

北
大

)
 

*
1
：

役
員

候
補

・
法

人
化

・
阪

神
淡

路
1
5
年

 

*
2
：

選
管

・
役

員
候

補
・

電
子

広
報

・
法

人
化
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第 3 章 委員会の変遷と委員一覧 
 
 委員会については 2004 年度の組織からは委員構成も含めて総会資料[1]に記載されたので、こ

れによることができた。それ以前については、総会資料に示されるものと示されないものがあり、

後者については理事会資料を調べた。理事会資料は断片的であって確定した委員構成を示されて

はいないようであり、正確性については注意が必要である。 
 なお、委員長には◎、副委員長には○、幹事には●をつけて示したが、前述のように 2003 年

度以前は不明確である。 
 
[1] 日本地震工学会：第 1～第 10 回通常総会資料、日本地震工学会ホームページ、 
http://www.jaee.gr.jp/general/gen05.html 
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３
．

１
 

選
挙

管
理

委
員

会
お

よ
び

役
員

候
補

推
薦

委
員

会
 

 
選

挙
管

理
委

員
会

お
よ

び
役

員
候

補
推

薦
委

員
会

は
「

選
挙

規
則

」
に

定
め

ら
れ

た
組

織
で

あ
り

、
設

立
の

際
に

設
け

ら
れ

、
以

後
、

継
続

し
て

き
た

。
 

 
選

挙
管

理
委

員
会

は
会

員
2
名

と
理

事
2
名

の
計

4
名

で
構

成
さ

れ
た

。
こ

の
4
名

は
会

長
が

指
名

す
る

こ
と

に
な

っ
て

い
た

。
理

事
委

員
の

う
ち

少
な

く
と

も
1
名

は
総

務
理
事

が
指

名
さ
れ

、
20

06
年

度
か

ら
は

総
務

理
事

と
会
員

理
事

が
指
名

さ
れ

た
。

 
 

役
員

候
補
推

薦
委

員
会

委
員

は
初

期
に

お
い

て
は

理
事

会
メ

ン
バ

ー
が

兼
任

し
て

い
る

こ
と

が
多

か
っ

た
。

健
全

な
運

営
と

い
う

点
で

は
理

事
会

メ
ン

バ
ー
の

影
響
力

が
大

き
い

状
況
は

避
け

る
べ
き

で
あ

り
、
次

第
に

現
役
の

理
事

会
メ
ン

バ
ー

は
事
務

局
的
な

役
割

を
行

う
総

務
理

事
に

限
る

よ
う

に
な

っ
た

。
最

終
的

に
は

こ
の

総
務

理
事

を
除

い
た

役
員

候
補

推
薦

委
員

会
委

員
は

専
門

分
野

・
地

域
・

年
齢

バ
ラ

ン
ス
を

考
慮
し

て
定

め
て

い
た
が

、
そ

の
人
選

は
個

人
人
脈

に
頼

る
と
こ

ろ
が

大
き
か

っ
た

の
が
実

状
の
よ

う
で

あ
る

。
 

 
以

下
に

選
挙

管
理

委
員

会
お

よ
び

役
員

候
補

推
薦

委
員

会
の

歴
代

の
委

員
構

成
を

示
す

。
総

会
の

議
決

事
項

と
し

て
選

挙
管

理
委

員
会

委
員

と
役

員
候

補
推
薦

委
員
会

委
員

の
選

任
が
あ

る
の

で
、
総

会
資

料
に
よ

り
委

員
構
成

を
読

み
取
る

こ
と

が
で
き

た
。
た

だ
し

、
選

挙
管

理
委

員
会

の
理

事
委

員
は

総
会

で
選

任
さ

れ
な

い
た

め
、

前
述

の
よ

う
に

20
04

年
度

以
前

に
つ

い
て

は
理

事
会

資
料

か
ら

読
み

取
っ

た
。

 
 

な
お

、
20

09
年

度
は

会
長

選
挙

を
実

施
し

な
か

っ
た

た
め

、
委

員
会

は
開

か
れ

て
お

ら
ず

、
委

員
長

は
選

出
さ

れ
て

い
な

い
。

 
 任

期
開

始
 

2
0
0
1
/
1
/
1
 

2
0
0
1
/
6
/
1
 

2
0
0
2
/
6
/
1
 

2
0
0
3
/
6
/
1
 

2
0
0
4
/
6
/
1
 

2
0
0
5
/
6
/
1
 

2
0
0
6
/
6
/
1
 

2
0
0
7
/
6
/
1
 

2
0
0
8
/
6
/
1
 

2
0
0
8
/
6
/
1
 

任
期

終
了

 
2
0
0
1
/
5
/
3
1
 

2
0
0
2
/
5
/
3
1
 

2
0
0
3
/
5
/
3
1
 

2
0
0
4
/
5
/
3
1
 

2
0
0
5
/
5
/
3
1
 

2
0
0
6
/
5
/
3
1
 

2
0
0
7
/
5
/
3
1
 

2
0
0
8
/
5
/
3
1
 

2
0
0
9
/
5
/
3
1
 

2
0
0
9
/
5
/
3
1
 

工
藤

一
嘉

 
川

島
一

彦
 

塩
原

等
 

小
長

井
一

男
 

◎
渡

辺
孝

英
 

◎
坂

本
成

弘
 

◎
野

畑
有

秀
 

◎
勝

俣
英

雄
 

◎
金

子
美

香
 

中
村

孝
明

 
理

事
委

員
 

 
河

村
壮

一
 

塩
原

等
 

小
長

井
一

男
 

清
水

善
久

 
東

畑
郁

生
 

渡
辺

孝
英

 
坂

本
成

弘
 

野
畑

有
秀

 
勝

俣
英

雄
 

金
子

美
香

 

佐
伯

光
昭

 
島

博
充

 
植

竹
富

一
 

中
村

亮
一

 
中

村
亮

一
 

天
池

文
男

 
天

池
文

男
 

池
浦

友
則

 
池

浦
友

則
 

日
比

野
浩

 

選
挙

管
理

委
員

会
 

指
名

委
員

 
 

芳
村

学
 

座
間

信
作

 
大

保
直

人
 

竹
内

幹
雄

 
山

中
浩

明
 

山
中

浩
明

 
前

田
寿

朗
 

前
田

寿
朗

 
日

比
野

浩
 

岡
野

創
 

家
村

浩
和

 
足

立
幸

郎
 

大
町

達
夫

 
運

上
茂

樹
 

◎
渡

辺
孝

英
 

◎
坂

本
成

弘
 

◎
石

川
裕

 
◎

勝
俣

英
雄

 
◎

犬
飼

伴
幸

 
中

村
孝

明
 

川
島

一
彦

 
大

塚
久

哲
 

林
川

俊
郎

 
水

田
洋

司
 

稲
田

泰
夫

 
田

村
敬

一
 

坂
本

成
弘

 
青

木
繁

 
岩

田
秀

治
 

犬
飼

伴
幸

 

久
保

哲
夫

 
川

瀬
博

 
市

之
瀬

敏
勝

 
中

井
正

一
 

加
藤

大
介

 
成

富
勝

 
岡

田
成

幸
 

石
川

裕
 

勝
俣

英
雄

 
一

井
康

二
 

塩
原

等
 

武
村

雅
之

 
壁

谷
澤

寿
海

 
当

麻
純

一
 

川
上

英
二

 
佐

藤
俊

明
 

片
岡

俊
一

 
佐

藤
清

隆
 

楠
浩

一
 

大
友

敬
三

 

中
島

正
愛

 
寺

田
賢

二
 

鈴
木

祥
之

 
井

上
範

夫
 

竹
内

幹
雄

 
金

谷
守

 
吹

田
啓

一
郎

 
管

野
高

弘
 

年
縄

巧
 

植
竹

富
一

 

西
谷

章
 

原
文

雄
 

河
村

壮
一

 
藤

田
聡

 
田

中
仁

史
 

小
林

淳
 

田
才

晃
 

杉
田

秀
樹

 
飛

田
潤

 
小

林
信

之
 

安
田

進
 

源
栄

正
人

 
吉

田
望

 
武

村
雅

之
 

中
村

晋
 

曽
根

彰
 

中
村

豊
 

前
田

匡
樹

 
林

康
裕

 
西

田
哲

也
 

足
立

幸
郎

 
大

町
達

夫
 

運
上

茂
樹

 
稲

田
泰

夫
 

福
和

伸
夫

 
加

藤
研

一
 

中
山

学
 

松
田

泰
治

 
松

岡
昌

志
 

原
田

隆
典

 

大
塚

久
哲

 
林

川
俊

郎
 

水
田

洋
司

 
加

藤
大

介
 

田
村

敬
一

 
渡

辺
孝

英
 

青
木

繁
 

宮
本

裕
司

 
一

井
康

二
 

諸
井

孝
文

 

川
瀬

博
 

市
之

瀬
敏

勝
 

中
井

正
一

 
川

上
英

二
 

成
富

勝
 

岡
田

成
幸

 
佐

藤
清

隆
 

山
中

浩
明

 
大

友
敬

三
 

高
宮

進
 

武
村

雅
之

 
壁

谷
澤

寿
海

 
当

麻
純

一
 

竹
内

幹
雄

 
佐

藤
俊

明
 

片
岡

俊
一

 
管

野
高

弘
 

岩
田

秀
治

 
植

竹
富

一
 

新
井

洋
 

寺
田

賢
二

 
鈴

木
祥

之
 

井
上

範
夫

 
田

中
仁

史
 

金
谷

守
 

吹
田

啓
一

郎
 

杉
田

秀
樹

 
楠

浩
一

 
小

林
信

之
 

川
口

淳
 

原
文

雄
 

河
村

壮
一

 
藤

田
聡

 
中

村
晋

 
小

林
淳

 
田

才
晃

 
前

田
匡

樹
 

年
縄

巧
 

小
路

泰
広

 
坂

田
弘

安
 

源
栄

正
人

 
吉

田
望

 
武

村
雅

之
 

福
和

伸
夫

 
曽

根
彰

 
中

村
豊

 
松

田
泰

治
 

飛
田

潤
 

西
田

哲
也

 
田

蔵
隆

 

 
 

 
 

加
藤

研
一

 
中

山
学

 
宮

本
裕

司
 

林
康

裕
 

原
田

隆
典

 
中

山
学

 

役
員

候
補

推
薦

 
委

員
会

 

 
 

 
 

 
 

山
中

浩
明

 
松

岡
昌

志
 

諸
井

孝
文

 
野

畑
有

秀
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３
．

２
 

法
人

化
関

係
の

委
員

会
 

 
法

人
化

の
準

備
の

た
め

に
法

人
化

検
討

委
員

会
、

将
来

問
題

検
討

委
員

会
、

法
人

化
準

備
委

員
会

が
組

織
さ

れ
た

。
 

 年
度

 
2
0
0
7
 

2
0
0
8
 

2
0
0
9
 

委
員

会
名

称
 

法
人

化
検

討
委

員
会

 
将

来
問

題
 

検
討

委
員

会
 

法
人

化
準

備
 

委
員

会
 

◎
石

川
裕

 
◎

鈴
木

康
嗣

 
◎

鈴
木

浩
平

 
◎

濱
田

政
則

 

○
鈴

木
康

嗣
 

○
犬

飼
伴

幸
 

○
濱

田
政

則
 

○
久

保
哲

夫
 

勝
俣

英
雄

 
石

川
裕

 
大

町
達

夫
 

吉
田

望
 

小
長

井
一

男
 

勝
俣

英
雄

 
勝

俣
英

雄
 

中
島

正
愛

 

小
林

信
之

 
小

長
井

一
男

 
川

島
一

彦
 

犬
飼

伴
幸

 

坂
本

成
弘

 
小

林
信

之
 

久
保

哲
夫

 
中

村
孝

明
 

鈴
木

祥
之

 
坂

本
成

弘
 

後
藤

洋
三

 
勝

俣
英

雄
 

 
鈴

木
祥

之
 

小
長

井
一

男
 

石
川

裕
 

 
吉

田
望

 
塩

原
等

 
坂

本
成

弘
 

 
佐

藤
清

隆
 

鈴
木

康
嗣

 
鈴

木
康

嗣
 

 
 

鈴
木

祥
之

 
佐

藤
清

隆
 

 
 

武
村

雅
之

 
高

田
一

 

 
 

西
谷

章
 

金
子

美
香

 

 
 

福
和

伸
夫

 
保

井
美

敏
 

 
 

安
田

進
 

 

 
 

吉
田

望
 

 

委
員

 

 
 

犬
飼

伴
幸

 
 

 ３
．

３
 

会
員

関
係

の
組

織
 

 
会

員
関

係
業

務
は

2
名

の
会

員
担

当
理

事
が

実
施

し
、

特
に

委
員

会
は

組
織

さ
れ

な
か

っ
た

よ
う

で
あ

る
。

た
だ

し
、

初
年

度
（

20
00

年
度

）
に

下
表

の
メ
ン

バ
ー

で
会
員

幹
事

会
が
組

織
さ

れ
た
、

と
い

う
記
録

が
残

っ
て
い

る
。

会
員
情

報
電

算
化

W
G

が

20
02

年
度

に
組

織
さ

れ
た

。
 

 
       

     

2
0
0
0

年
度

 
2
0
0
2

年
度

 

会
員

幹
事

会
 

会
員

情
報

電
算

化
W

G
 

河
村

壮
一

 
松

本
正

毅
 

松
本

正
毅

 
稲

田
泰

夫
 

藤
井

俊
二

 
大

江
一

也
 

大
江

一
也

 
藤

川
智

 

山
村

一
繁

 
山

村
一

繁
 

－ 32－ － 33－
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３
．

４
 

サ
ー

バ
ー

管
理

お
よ

び
広

報
関

係
の

委
員

会
 

 
サ

ー
バ

ー
管

理
関

係
の

W
G

や
委

員
会

と
広

報
委

員
会

が
創

立
時

は
別

に
組

織
さ

れ
た

が
、

20
07

年
度

か
ら

統
合

し
て

電
子

広
報

委
員

会
と

な
っ

た
。

 
 

サ
ー

バ
ー
運

用
W

G
に

つ
い

て
は

各
事

業
を

担
当

す
る

理
事

ま
た

は
委

員
会

の
代

表
が

集
ま

っ
て

構
成

さ
れ

た
。
た

だ
し

、
理

事
会

資
料

に
十

分
な

資
料

が
残

さ
れ

て
お
ら

ず
、
特

に
20

03
年

度
の

メ
ン

バ
ー

は
十

分
に

把
握
で

き
て

い
な
い

。
20

04
年

度
に

な

り
、

w
eb

お
よ

び
サ

ー
バ

ー
を

一
新

す
る

こ
と

と
な

り
、

そ
の

組
織

も
電

子
メ

デ
ィ

ア
委

員
会

と
変

わ
っ

た
。

さ
ら

に
、

実
務

的
な

作
業

を
担

う
「

電
子

メ
デ
ィ

ア
W

G
」

が
20

04
年

度
は

組
織

さ
れ
た

。
 

 
広

報
委

員
会

は
20

00
年

度
か

ら
組

織
さ

れ
た

。
 

上
記

の
広

報
委

員
会

と
電

子
メ

デ
ィ

ア
委

員
会

が
20

07
年

度
か

ら
は

一
緒

に
な

っ
て

電
子

広
報

委
員

会
が

組
織

さ
れ

た
。

 
 2

0
0
0

年
度

 
2
0
0
1

年
度

 
2
0
0
2

年
度

 
2
0
0
3

年
度

 
2
0
0
4

年
度

 
2
0
0
5

年
度

 
2
0
0
6

年
度

 
2
0
0
7

年
度

 
2
0
0
8

年
度

 
2
0
0
9

年
度

 

サ
ー

バ
ー

運
用

W
G

 
電

子
メ

デ
ィ

ア
委

員
会

 
電

子
広

報
委

員
会

 

塩
原

等
 

塩
原

等
 

塩
原

等
 

塩
原

等
 

◎
吉

田
望

 
◎

塩
原

等
 

◎
塩

原
等

 
◎

末
冨

岩
雄

 
◎

大
堀

道
広

 
◎

大
堀

道
広

 

高
橋

典
之

 
高

橋
典

之
 

高
橋

典
之

 
高

橋
典

之
 

西
岡

利
道

 
●

吉
田

望
 

坂
本

成
弘

 
大

堀
道

広
 

新
井

洋
 

新
井

洋
 

年
縄

巧
 

年
縄

巧
 

阿
部

雅
人

 
 

小
林

喜
久

二
 

●
盛

川
仁

 
吉

田
望

 
小

野
祐

輔
 

小
野

祐
輔

 
小

野
祐

輔
 

前
田

寿
郎

 
前

田
寿

郎
 

前
田

寿
郎

 
前

田
寿

郎
 

高
田

毅
士

 
●

腰
原

幹
雄

 
盛

川
仁

 
勝

俣
英

雄
 

勝
俣

英
雄

 
勝

俣
英

雄
 

神
野

達
夫

 
神

野
達

夫
 

神
野

達
夫

 
神

野
達

夫
 

東
畑

郁
生

 
●

坂
本

成
弘

 
小

檜
山

雅
之

 
神

野
達

夫
 

神
野

達
夫

 
神

野
達

夫
 

工
藤

一
嘉

 
工

藤
一

嘉
 

工
藤

一
嘉

 
工

藤
一

嘉
 

壁
谷

澤
寿

海
 

●
高

橋
典

之
 

高
橋

典
之

 
小

檜
山

雅
之

 
塩

原
等

 
塩

原
等

 

大
江

一
也

 
大

江
一

也
 

大
江

一
也

 
 

國
生

剛
治

 
●

小
檜

山
雅

之
 

腰
原

幹
雄

 
塩

原
等

 
武

村
雅

之
 

武
村

雅
之

 

藤
井

俊
二

 
藤

井
俊

二
 

藤
井

俊
二

 
 

平
田

和
太

 
小

林
喜

久
二

 
 

庄
司

学
 

藤
井

賢
志

 
丸

山
善

久
 

鈴
木

信
久

 
鈴

木
信

久
 

鈴
木

信
久

 
 

藤
田

聡
 

香
川

敬
生

 
 

高
橋

典
之

 
古

屋
治

 
盛

川
仁

 

河
端

伸
一

郎
 

河
端

伸
一

郎
 

河
端

伸
一

郎
 

 
年

縄
巧

 
末

冨
岩

雄
 

 
武

村
雅

之
 

丸
山

善
久

 
吉

田
望

 

小
長

井
一

男
 

小
長

井
一

男
 

北
山

和
宏

 
 

前
田

寿
郎

 
神

野
達

夫
 

 
藤

井
賢

志
 

盛
川

仁
 

 

森
田

真
司

 
森

田
真

司
 

小
長

井
一

男
 

 
工

藤
一

嘉
 

小
野

祐
輔

 
 

古
屋

治
 

吉
田

望
 

 

末
冨

岩
雄

 
末

冨
岩

雄
 

森
田

真
司

 
森

田
真

司
 

森
田

真
司

 
古

屋
治

 
 

盛
川

仁
 

 
 

 
 

中
島

正
愛

 
中

島
正

愛
 

中
島

正
愛

 
有

川
太

郎
 

 
 

吉
田

望
 

 
 

 
 

 
 

諸
岡

繁
洋

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

電
子

メ
デ

ィ
ア

委
員

会
W

G
 

 
 

 
 

 

 
 

 
 

◎
盛

川
仁

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

規
矩

大
義

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

小
林

義
和

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

功
刀

卓
 

 
 

 
 

 

 
 

 
 

神
野

達
夫

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

2
0
0
0

年
度

 
2
0
0
1

年
度

 
2
0
0
2

年
度

 
2
0
0
3

年
度

 
2
0
0
4

年
度

 
2
0
0
5

年
度

 
2
0
0
6

年
度

 
 

 
 

広
報

委
員

会
 

 
 

 

工
藤

一
嘉

 
工

藤
一

嘉
 

武
村

雅
之

 
武

村
雅

之
 

◎
年

縄
巧

 
◎

年
縄

巧
 

◎
末

冨
岩

雄
 

 
 

 

井
上

伸
夫

 
井

上
伸

夫
 

久
田

嘉
章

 
久

田
嘉

章
 

大
堀

道
広

 
大

堀
道

広
 

大
堀

道
広

 
 

 
 

神
野

達
夫

 
神

野
達

夫
 

神
野

達
夫

 
神

野
達

夫
 

小
野

祐
輔

 
小

野
祐

輔
 

小
野

祐
輔

 
 

 
 

清
野

純
史

 
清

野
純

史
 

清
野

純
史

 
清

野
純

史
 

神
野

達
夫

 
神

野
達

夫
 

神
野

達
夫

 
 

 
 

末
冨

岩
雄

 
末

冨
岩

雄
 

末
冨

岩
雄

 
末

冨
岩

雄
 

末
冨

岩
雄

 
末

冨
岩

雄
 

庄
司

学
 

 
 

 

年
縄

巧
 

年
縄

巧
 

年
縄

巧
 

年
縄

巧
 

武
村

雅
之

 
武

村
雅

之
 

武
村

雅
之

 
 

 
 

久
田

嘉
章

 
久

田
嘉

章
 

古
屋

治
 

古
屋

治
 

古
屋

治
 

古
屋

治
 

古
屋

治
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３
．

５
 

会
誌

編
集

委
員

会
・

論
文

集
編

集
委

員
会

 
 

会
誌

編
集
委

員
会

と
論

文
集

編
集

委
員

会
は

20
00

年
度

か
ら

継
続

し
て

組
織

さ
れ

て
き

た
。

 
 2

0
0
0

年
度

 
2
0
0
1

年
度

 
2
0
0
2

年
度

 
2
0
0
3

年
度

 
2
0
0
4

年
度

 
2
0
0
5

年
度

 
2
0
0
6

年
度

 
2
0
0
7

年
度

 
2
0
0
8

年
度
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人
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五

十
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博
 

五
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田
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大
保

直
人

 
○

大
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良
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田
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聡
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聡
 

五
十

田
博

 
五
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博
 

大
保

直
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大

保
直

人
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上

半
文

昭
 

●
上

半
文

昭
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大

原
美

保
 

前
田

寿
郎

 
前

田
寿

郎
 

前
田

寿
郎

 
大
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直

人
 

大
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人

 
中
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仁

 
中
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瀬

仁
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仁
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屋

治
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治
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保
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博
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藤

田
香

織
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健
剛
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辺
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也
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辺

鉄
也
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辺
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也
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鉄
也

 
境
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紀
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有
紀

 
佐

藤
清

 

 
 

 
阿

部
雅

人
 

藤
本

滋
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宅

弘
恵

 
三

宅
弘

恵
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山

誠
治

 
西

山
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治
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藤

本
滋
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本
滋
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津
厚

 

 
 

 
 

 
 

 
三

宅
弘

恵
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宅

弘
恵
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亮
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繁
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田

智
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清
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島
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森
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信

之
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

論
文

集
編

集
委

員
会

 

久
保

哲
夫

 
久

保
哲

夫
 

川
島

一
彦

 
小

長
井

一
男

 
◎

高
田

毅
士

 
◎

中
村

晋
 

◎
中

村
晋

 
◎

久
田

嘉
章

 
◎

吉
田

郁
政

 
◎

栗
田

哲
 

小
長

井
一

男
 

小
長

井
一

男
 

小
長

井
一

男
 

阿
部
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東
畑

郁
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田

嘉
章
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久
田

嘉
章
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吉
田

郁
政

 
○

栗
田

哲
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伊

津
野

和
行

井
合

進
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進
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部

雅
人
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岡
良

介
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本

卓
司

 
香

川
敬

生
 

吉
田

郁
政

 
○

栗
田

哲
 

香
川

敬
生

 
○

高
橋

徹
 

笠
井

和
彦

 
笠

井
和

彦
 

井
合

進
 

桑
野

二
郎

 
古

関
潤

一
 

神
田

克
久

 
香

川
敬

生
 

伊
津

野
和

行
 

片
岡

俊
一

 
片

岡
俊

一
 

三
田

彰
 

三
田

彰
 

渦
岡

良
介

 
藤

堂
正

喜
 

加
藤

大
介

 
栗

田
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神

田
克

久
 

渦
岡

良
介

 
神

田
克

久
 

紺
野

克
昭

 

大
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直
人

 
大

保
直

人
 

大
保

直
人
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井
正

一
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昭
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大
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俊
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俊
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境
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大

樹
 

渡
邉

鉄
也

 
境

有
紀

 
樋
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一
 

山
中

浩
明

 
山

中
浩

明
 

桑
野
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郎
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田
嘉
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八
州

雄
 

佐
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智
美

 
境

有
紀
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川
敬

生
 

佐
藤

智
美

 
村

上
正

浩
 

川
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一
彦
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島
一

彦
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夫

 
目

黒
公

郎
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部
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人
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田
純

男
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智
美

 
片

岡
俊

一
 

庄
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学
 

香
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敬
生

 

 
 

藤
堂

正
喜
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中
浩

明
 

渦
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介
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戸
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太
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純
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久
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康

裕
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邉
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也
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井

正
一

 
横

井
俊

明
 

桑
野

二
郎

 
勅

使
川

原
正

臣
 

杉
戸

真
太

 
紺

野
克

昭
 

樋
口

俊
一

 
鹿

島
俊

英
 

 
 

西
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秀
和

 
濱

本
卓

司
 

藤
堂

正
喜

 
林

康
裕

 
勅

使
川

原
正

臣
 

境
有

紀
 

松
岡

昌
志

 
松

岡
昌

志
 

 
 

久
田

嘉
章

 
古

関
潤

一
 

中
井

正
一

 
本

多
剛

 
林

康
裕

 
佐

藤
智

美
 

村
上

正
浩

 
丸

山
牧

 

 
 

三
田

彰
 

加
藤

大
介

 
西

村
秀

和
 

松
田

泰
治

 
本

多
剛
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司
学

 
盛

川
仁
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井
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目
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郎
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埜
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昭
 

久
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章
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裕
 

伊
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和

行
 

山
田

雅
之
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俊

明
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郎

 
東

畑
郁

生
 

盛
川

仁
 

樋
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俊
一

 
渦

岡
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介
 

五
十

田
博
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俊
明

 
村
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八
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雄

 
横

井
俊

明
 

古
関

潤
一

 
伊

津
野

和
行

 
松

岡
昌

志
 

鹿
島

俊
英

 
大

野
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順

一
 

星
隈

順
一

 
佐

藤
俊

明
 

渦
岡

良
介

 
村

上
正

浩
 

久
田

嘉
章

 
中

村
友

紀
子

 

 
 

 
 

 
中

埜
良

昭
 

渡
邉

鉄
也

 
盛

川
仁

 
渡

邉
鉄

也
 

酒
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裕
司

 

 
 

 
 

 
濱
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司
 

鹿
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俊
英

 
 

 
 

 
 

 
 

 
村
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八

州
雄

 
 

 
 

 
 

 
 

 

       

－ 34－ － 35－



 
36

３
．

６
 

国
際

委
員

会
 

 
理

事
会

資
料

に
よ

る
と

国
際

委
員

会
は

20
00

年
度

か
ら

計
画

さ
れ

て
い

た
が

、
組

織
化

さ
れ

た
の

は
20

02
年

度
か

ら
で

あ
る

。
な

お
、

20
04

年
度

は
13

W
C

E
E
対

応
で

、
St

at
e-

of
-t

he
-A

rt
作

成
と

フ
ォ

ー
ラ

ム
運

営
の

た
め

の
委

員
会

が
組

織
さ

れ
た

。
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0
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2
0
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年
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正
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澤
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公
郎

 
◎
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公
郎
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笠
井

和
彦

◎
笠

井
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彦
◎

藤
田
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壁
谷

澤
寿

海
 

壁
谷

澤
寿

海
 

家
村

浩
和
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ta

te
-
o
f-

th
e
-
A
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作

成
 

フ
ォ

ー
ラ

ム
運

営
 

中
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正
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島
正
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澤
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谷
澤

寿
海
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進
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企
画

・
大

会
関

係
の

委
員

会
 

 
事

業
企

画
委

員
会

は
20

00
年

度
か

ら
組

織
さ

れ
て

い
た

。
 

 
ま

た
、

大
会

を
開

催
す

る
年

度
（

日
本

地
震

工
学

シ
ン

ポ
ジ

ウ
ム

が
開

催
さ

れ
な

い
年

度
）

に
つ

い
て

は
大

会
実

行
委

員
会

が
組

織
さ

れ
た

。
大

会
実

行
委
員

会
は
前

年
度

か
ら

組
織
さ

れ
て

い
る
が

、
こ

こ
で
は

大
会

を
実
施

し
た

年
度
の

み
の

委
員
会

と
し
て

記
載

し
て

い
る

。
 

 
な

お
、

20
09

年
度

に
は

創
立

10
周

年
の

記
念

事
業

を
企

画
・

実
行

す
る

た
め

に
10

周
年

記
念

事
業

運
営

委
員

会
が

組
織

さ
れ

た
。
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賀
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村

仁
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健
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綾

子
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関

潤
一
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十
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川

敬
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亀

井
祐

聡
 

山
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福
武

毅
芳

 
石

田
栄

介
 

田
村

修
次

 
大

西
良

広
 

古
川

裕
紀

 

鈴
木

信
久

 
香

川
敬

生
 

河
端

伸
一

郎
 

酒
井

久
和

 
福

武
毅

芳
 

新
井

洋
 

中
澤

博
志

 
張

至
鎬

 
福

岡
淳

也
 

東
知

宏
 

深
田

良
雄

 
河

端
伸

一
郎

 
小

金
丸

健
一

 
田

地
陽

一
 

伊
藤

浩
二

 
吹

田
啓

一
郎

 
日

比
野

憲
太

 
野

口
竜

也
 

古
川

裕
紀

 
大

原
美

保
 

 
小

金
丸

健
一

 
古

関
潤

一
 

筧
楽

麿
 

亀
井

祐
聡

 
高

橋
良

和
 

野
口

竜
也

 
古

屋
治

 
三

上
藤

美
 

遠
藤

一
郎

 

 
古

関
潤

一
 

酒
井

久
和

 
西

村
功

 
新

井
洋

 
田

蔵
隆

 
田

村
修

次
 

安
西

綾
子

 
森

崎
啓

 
清

水
秀

丸
 

 
鈴

木
信

久
 

鈴
木

信
久

 
林

康
裕

 
吹

田
啓

一
郎

 
赤

澤
隆

士
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屋

治
 

大
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良
広
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知
宏
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田
哲

男
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田
良

雄
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陽
一

 
渡

辺
鉄

也
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橋

良
和

 
石

田
栄

介
 

張
至

鎬
 

小
田

部
雄

二
 

張
至

鎬
 

一
井

康
二

 

 
清

野
純

史
 

西
村

功
 

 
筧

楽
麿

 
中

澤
博

志
 

高
橋

良
和

 
中

村
英

孝
 

古
屋

治
 

川
久

保
政

茂
 

 
 

林
康

裕
 

 
山

下
典

彦
 

日
比

野
憲

太
 

 
福

岡
淳

也
 

大
原

美
保

 
平

井
俊

之
 

 
 

深
田

良
雄

 
 

 
 

 
古

川
裕

紀
 

遠
藤

一
郎

 
冨

健
一

 

 
 

渡
辺

鉄
也

 
 

 
 

 
三

上
藤

美
 

清
水

秀
丸

 
福

喜
多

輝
 

 
 

清
野

純
史

 
 

 
 

 
森

崎
啓

 
飛

田
哲

男
 

 

 
 

 
 

 
 

 
東

知
宏
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政
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度
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6

年
度
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0
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年
度
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0
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年
度

 
2
0
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9

年
度

 

大
会

実
行

委
員

会
 

 
家

村
浩

和
 

 
鈴

木
祥

之
 

◎
桑

野
二

郎
 

◎
林

康
裕

 
 

◎
壁

谷
澤

寿
海

 
◎

源
栄

正
人

 
◎

芳
村

学
 

 
鈴

木
祥

之
 

 
北

川
良

和
 

林
康

裕
 

風
間

基
樹

 
 

金
裕

錫
 

渦
岡

良
介

 
●

北
山

和
宏

 

 
時

松
孝

次
 

 
吉

田
和

夫
 

紺
野

克
昭

 
清

野
純

史
 

 
楠

原
文

雄
 

大
野

晋
 

青
木

繁
 

 
磯

山
龍

二
 

 
宮

本
裕

司
 

境
有

紀
 

片
岡

俊
一

 
 

纐
纈

一
起

 
長

田
正

樹
 

秋
田

知
芳

 

 
高

橋
良

和
 

 
桑

野
二

郎
 

庄
司

学
 

境
有

紀
 

 
坂

上
実

 
風

間
基

樹
 

和
泉

信
之

 

 
川

上
英

二
 

 
年

縄
巧

 
福

喜
多

輝
 

庄
司

学
 

 
田

川
泰

久
 

佐
藤

健
 

市
古

太
郎

 

 
吉

田
望

 
 

盛
川

仁
 

前
田

寿
郎

 
小

野
祐

輔
 

 
田

才
晃

 
澤

邊
浩

 
小

田
義

也
 

 
武

村
雅

之
 

 
林

康
裕

 
盛

川
仁

 
新

井
洋

 
 

中
井

正
一

 
前

田
匡

樹
 

鹿
嶋

俊
英

 

 
堀

内
敏

彦
 

 
澤

田
純

男
 

張
至

鎬
 

福
喜

多
輝

 
 

堀
宗

朗
 

三
辻

和
弥

 
高

木
次

郎
 

 
鈴

木
浩

平
 

 
吹

田
啓

一
郎

 
 

 
 

小
国

健
二

 
吉

田
望

 
長

島
文

雄
 

 
高

田
毅

士
 

 
 

 
 

 
勝

俣
英

雄
 

勝
俣

英
雄

 
中

林
一

樹
 

 
 

 
 

 
 

 
小

林
信

之
 

犬
飼

伴
幸

 
山

村
一

繁
 

 
 

 
 

 
 

高
橋

典
之

 
迫

田
丈

志
 

犬
飼

伴
幸

 

 
 

 
 

 

 
 

秦
康

範
 

田
脇

正
一

 
中

村
孝

明
 

 
 

 
 

 
 

 
本

田
利

器
 

水
口

広
隆

 
盛

川
仁

 

 
 

 
 

 
 

 
三

宅
弘

恵
 

盛
川

仁
 

 

 
 

 
 

 
 

 
目

黒
公

郎
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
盛

川
仁

 
 

 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
吉

田
望

 
 

 
 

 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
1
0

周
年

記
念

事
業

運
営

委
員

会

 
 

 
 

 
 

 
 

 
◎

武
村

雅
之

 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
●

福
和

伸
夫

 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
●

倉
本

洋
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
犬

飼
伴

幸
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
中

村
英

孝
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
中

村
孝

明
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
境

有
紀
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他
学

会
と

共
催

し
た

特
別

行
事

に
関

す
る

委
員

会
 

2
0
0
0

年
度

 
2
0
0
1

年
度

 
2
0
0
2

年
度

 
2
0
0
3

年
度

 
2
0
0
4

年
度

 
2
0
0
5

年
度

 
2
0
0
6

年
度

 
2
0
0
7

年
度

 
2
0
0
8

年
度

 
2
0
0
9

年
度

 
2
0
1
0

年
度

 

 
 

第
1
1

回
日

本
地

震
工

学
シ

ン
ポ

ジ
ウ

ム
運

営
委

員
会

 

 
阪

神
淡

路
1
0

周
年

記
念

シ
ン

ポ
ジ

ウ
ム

 
第

1
2

回
日

本
地

震
工

学
シ

ン
ポ

ジ
ウ

ム
 

 
 

阪
神

淡
路

1
5

周
年

フ
ォ

ー
ラ

ム
 

第
1
3

回
日

本
地

震
工

学
シ

ン
ポ

ジ
ウ

ム
 

 
 

（
委

員
派

遣
）
 

 
組

織
委

員
会

 
東

京
地

区
実

行
委

員
会

 
関

西
地

区
実

行
委

員
会

 
運

営
委

員
会

 
論

文
集

編
集

委
員

会
 

 
 

組
織

委
員

会
 

実
行

委
員

会
 

運
営

委
員

会
 

論
文

集
編

集
委

員
会

 

 
 

壁
谷

澤
寿

海
 

 
入

倉
孝

次
郎

 
国

生
剛

治
 

中
島

正
愛

 
◎

大
町

達
夫

 
◎

中
埜

良
昭

 
 

 
◎

鈴
木

祥
之

 
◎

高
田

至
郎

 
◎

和
田

章
 

◎
中

村
晋

 
庄

司
学

 

 
 

澤
田

純
男

 
 

石
原

研
而

 
濱

田
政

則
 

家
村

浩
和

 
○

風
間

基
樹

 
武

村
雅

之
 

 
 

○
翠

川
三

郎
 

[◎
}鈴

木
祥

之
 

○
倉

本
洋

 
○

久
田

嘉
章

 
関

口
徹

 

 
 

 
 

濱
田

政
則

 
張

至
鎬

 
小

野
祐

輔
 

●
山

崎
文

雄
 

神
田

克
久

 
 

 
川

瀬
博

 
○

川
瀬

博
 

●
勝

俣
英

雄
 

五
十

田
博

 
高

田
毅

士
 

 
 

 
 

桑
野

二
郎

 
桑

野
二

郎
 

清
野

純
史

 
●

山
中

浩
明

 
香

川
敬

生
 

 
 

清
野

純
史

 
○

清
野

純
史

 
●

福
和

伸
夫

 
伊

津
野

和
行

 
高

田
一

 

 
 

 
 

小
谷

俊
介

 
大

保
直

人
 

高
橋

良
和

 
五

十
嵐

晃
 

澤
田

純
男

 
 

 
中

島
正

愛
 

翠
川

三
郎

 
●

久
田

嘉
章

 
一

井
康

二
 

高
橋

徹
 

 
 

 
 

壁
谷

澤
寿

海
 

金
谷

守
 

壁
谷

澤
寿

海
 

小
林

信
之

 
松

田
泰

治
 

 
 

武
村

雅
之

 
岸

本
一

蔵
 

植
竹

富
一

 
糸

井
達

哉
 

武
村

雅
之

 

 
 

 
 

後
藤

洋
三

 
金

子
美

香
 

藤
谷

秀
雄

 
佐

藤
智

美
 

盛
川

仁
 

 
 

当
麻

純
一

 
宮

本
裕

司
 

大
原

美
保

 
井

上
修

作
 

中
井

正
一

 

 
 

 
 

家
村

浩
和

 
酒

井
久

和
 

林
康

裕
 

塩
原

等
 

鹿
嶋

俊
英

 
 

 
濱

田
政

則
 

常
田

賢
一

 
岡

野
素

之
 

植
竹

富
一

 
中

村
孝

明
 

 
 

 
 

梶
原

浩
一

 
五

海
老

正
和

 
井

上
晋

 
芝

良
昭

 
石

川
裕

 
 

 
和

田
章

 
堀

池
正

則
 

香
川

敬
生

 
大

野
晋

 
中

村
英

孝
 

 
 

 
 

宇
平

幸
一

 
 

岩
田

知
孝

 
杉

戸
真

太
 

佐
藤

俊
明

 
 

 
越

山
健

治
 

谷
明

勲
 

木
全

宏
之

 
大

原
美

保
 

中
村

友
紀

子

 
 

 
 

大
保

直
人

 
 

笠
井

和
彦

 
竹

村
次

朗
 

大
町

達
夫

 
 

 
矢

代
晴

実
 

北
後

明
彦

 
木

村
拓

郎
 

岡
野

素
之

 
西

上
欽

也
 

 
 

 
 

可
児

才
介

 
 

国
生

剛
治

 
竹

内
徹

 
東

畑
郁

生
 

 
 

山
岡

耕
春

 
藤

谷
秀

雄
 

清
田

隆
 

香
川

敬
生

 
引

間
和

人
 

 
 

 
 

西
川

孝
夫

 
 

目
黒

公
郎

 
武

村
雅

之
 

本
多

剛
 

 
 

森
下

正
樹

 
芥

川
真

一
 

栗
田

哲
 

鹿
嶋

俊
英

 
樋

口
俊

一
 

 
 

 
 

翠
川

三
郎

 
 

翠
川

三
郎

 
塚

本
良

道
 

古
関

潤
一

 
 

 
芥

川
真

一
 

大
西

一
嘉

 
小

長
井

一
男

 
片

岡
俊

一
 

福
和

伸
夫

 

 
 

 
 

国
生

剛
治

 
 

森
保

宏
 

東
畑

郁
生

 
渦

岡
良

介
 

 
 

今
村

文
彦

 
鍬

田
泰

子
 

斉
藤

大
樹

 
勝

俣
英

雄
 

藤
田

聡
 

 
 

 
 

金
谷

守
 

 
酒

井
久

和
 

中
埜

良
昭

 
三

浦
賢

治
 

 
 

室
崎

益
輝

 
三

木
朋

広
 

境
有

紀
 

木
村

拓
郎

 
藤

原
広

行
 

 
 

 
 

清
水

善
久

 
 

杉
浦

邦
征

 
三

浦
賢

治
 

林
康

裕
 

 
 

目
黒

公
郎

 
鳥

居
宣

之
 

高
田

毅
士

 
倉

本
洋

 
丸

山
収

 

 
 

 
 

藤
田

聡
 

 
田

中
仁

史
 

森
敦

 
宮

本
裕

司
 

 
 

犬
飼

伴
幸

 
松

島
信

一
 

高
田

一
 

栗
田

哲
 

宮
澤

健
二

 

 
 

 
 

纐
纈

一
紀

 
 

田
中

泰
雄

 
山

田
哲

 
栗

本
修

 
 

 
中

村
孝

明
 

岸
田

潔
 

武
村

雅
之

 
小

長
井

一
男

 
村

上
正

浩
 

 
 

 
 

岩
田

知
孝

 
 

C
h
ar

le
s 

S
c
aw

th
o
rn

 
渡

邉
鉄

也
 

鈴
木

康
嗣

 
 

 
保

井
美

敏
 

五
十

嵐
晃

 
中

井
正

一
 

紺
野

克
昭

 
森

下
正

樹
 

 
 

 
 

小
長

井
一

男
 

 
 

●
：
部

会
長

 
小

林
信

之
 

 
 

 
小

野
祐

輔
 

中
村

晋
 

斉
藤

大
樹

 
矢

代
晴

実
 

 
 

 
 

曽
根

彰
 

 
 

 
中

村
晋

 
 

 
 

荒
木

慶
一

 
中

村
孝

明
 

境
有

紀
 

渡
邉

鉄
也

 

 
 

 
 

五
海

老
正

和
 

 
 

 
境

有
紀

 
 

 
 

古
田

均
 

中
村

英
孝

 
酒

向
裕

司
 

 

 
 

 
 

上
総

周
平

 
 

 
 

五
十

嵐
晃

 
 

 
 

中
村

文
彦

 
西

上
欽

也
 

 
 

 
 

 
 

竹
田

健
児

 
 

 
 

栗
田

哲
 

 
 

 
安

倍
茂

 
藤

田
聡

 
 

 

 
 

 
 

務
台

俊
介

 
 

 
 

斉
藤

大
樹

 
 

 
 

嶋
秀

穂
 

藤
原

広
行

 
 

 

 
 

 
 

山
根

尚
久

 
 

 
 

勅
使

川
原

正
臣

 
 

 
 

越
山

健
治

 
三

輪
滋

 
 

 

 
 

 
 

 
 

 
 

濱
本

卓
司

 
 

 
 

細
岡

生
也

 
森

下
正

樹
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

伊
津

野
和

行
 

 
 

 
濱

田
耕

一
 

矢
代

晴
実

 
 

 

 
 

 
 

 
 

 
 

竹
村

次
朗

 
 

 
 

長
塩

大
司

 
○

：
幹

事
長

 
 

 

 
 

 
 

 
 

 
 

能
島

暢
呂

 
 

 
 

堀
江

佳
平

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

朱
牟

田
善

治
 

 
 

 
田

中
実

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

山
中

浩
明

 
 

 
 

浅
野

真
一

朗
 

 
 

 

 
 

 
 

 
 

 
 

久
田

嘉
章

 
 

 
 

小
倉

正
恒

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

吉
田

郁
政

 
 

 
 

辻
幸

二
 

 
 

 

 
 

 
 

 
 

 
 

佐
土

原
聡

 
 

 
 

前
野

敏
元

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

清
野

純
史

 
 

 
 

佐
藤

啓
治

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

中
村

俊
治

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

[◎
}：

委
員

長
代

行
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地
震

災
害

対
応

委
員

会
・

研
究

統
括

委
員

会
 

 
地

震
災

害
対

応
委

員
会

は
20

05
年

度
に

枠
組

み
を

作
る

た
め

に
多

く
の

メ
ン

バ
ー

を
集

め
て

委
員

会
が

組
織

さ
れ

た
が

、
20

06
年

度
か

ら
は

そ
の

執
行

と
い
う

観
点

か
ら
少

人
数

の
委
員

会
と

し
て
継

続
し

て
組
織

さ
れ

て
き
た

。
 

 
一

方
、

研
究

統
括

委
員

会
は

20
02

年
度

か
ら

研
究

委
員

会
を

組
織

し
て

研
究

活
動

を
進

め
る

に
当

た
っ

て
組

織
さ

れ
た

。
20

03
年

度
に

委
員

会
が

あ
っ

た
か

ど
う

か
は
理

事
会

資
料
の

上
で

は
不
明

で
あ

る
が
、

20
04

年
度

か
ら

は
継

続
し

て
組

織
さ
れ

た
こ

と
は

わ
か

っ
て

い
る

。
 

 地
震

災
害

対
応

委
員

会
 

2
0
0
5

年
度

 
2
0
0
6

年
度

 
2
0
0
7

年
度

 
2
0
0
8

年
度

 
2
0
0
9

年
度

 

◎
壁

谷
澤

寿
海

 
◎

壁
谷

澤
寿

海
 

◎
壁

谷
澤

寿
海

 
◎

中
埜

良
昭

 
◎

中
埜

良
昭

 

○
山

崎
文

雄
 

○
山

崎
文

雄
 

○
山

崎
文

雄
 

○
清

野
純

史
 

○
清

野
純

史
 

川
島

一
彦

 
 

 
小

長
井

一
男

 
小

長
井

一
男

 

清
野

純
史

 
 

 
三

輪
滋

 
三

輪
滋

 

塩
原

等
 

 
 

翠
川

三
郎

 
翠

川
三

郎
 

中
埜

良
昭

 
 

 
 

飯
場

正
紀

 

中
村

晋
 

 
 

 
 

藤
田

聡
 

 
 

 
 

目
黒

公
郎

 
 

 
 

 

東
畑

郁
生

 
 

 
 

 

安
田

進
 

 
 

 
 

山
岡

耕
春

 
 

 
 

 

山
中

浩
明

 
 

 
 

 
 

 
 

 

                      
 2
0
0
2

年
度

 
2
0
0
3

年
度

 
2
0
0
4

年
度

 
2
0
0
5

年
度

 
2
0
0
6

年
度

 
2
0
0
7

年
度

 
2
0
0
8

年
度

 
2
0
0
9

年
度

 

研
究

統
括

委
員

会
 

濱
田

政
則

 
 

◎
川

島
一

彦
 

◎
川

島
一

彦
 

◎
小

長
井

一
男

 
◎

小
長

井
一

男
 

◎
鈴

木
祥

之
 

◎
東

畑
郁

生
 

川
島

一
彦

 
 

壁
谷

澤
寿

海
 

東
畑

郁
生

 
中

村
晋

 
久

田
嘉

章
 

三
輪

滋
 

翠
川

三
郎

 

小
長

井
一

男
 

 
高

田
毅

士
 

中
村

晋
 

目
黒

公
郎

 
三

輪
滋

 
吉

田
郁

政
 

飯
場

正
紀

 

香
川

敬
生

 
 

東
畑

郁
生

 
目

黒
公

郎
 

久
田

嘉
章

 
吉

田
郁

政
 

翠
川

三
郎

 
 

目
黒

公
郎

 
 

 
 

 
 

 
 

規
矩

大
義

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

2
0
0
2

年
度

 
 

 
 

 
 

 
 

学
術

調
査

委
員

会
 

 
 

 
 

 
 

 

磯
山

龍
二

 
 

 
 

 
 

 
 

運
上

茂
樹

 
 

 
 

 
 

 
 

香
川

敬
生

 
 

 
 

 
 

 
 

北
山

和
宏

 
 

 
 

 
 

 
 

小
林

博
栄

 
 

 
 

 
 

 
 

佐
藤

忠
信

 
 

 
 

 
 

 
 

長
島

一
郎

 
 

 
 

 
 

 
 

濱
田

政
則

 
 

 
 

 
 

 
 

古
屋

治
 

 
 

 
 

 
 

 

堀
宗

朗
 

 
 

 
 

 
 

 

前
田

寿
郎

 
 

 
 

 
 

 
 

三
輪

滋
 

 
 

 
 

 
 

 

目
黒

公
郎

 
 

 
 

 
 

 
 

山
崎

晴
雄
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研
究

委
員

会
 

 
研

究
委

員
会

は
20

02
年

度
か

ら
設

置
さ

れ
た

。
原

則
3
年

間
の

時
限

の
委

員
会

で
あ

る
。
こ

れ
ま

で
、

13
の

委
員

会
が

組
織

さ
れ

た
が

、
内

2
つ

は
継
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第 4 章 論文集の発行状況 
 
論文集の発行状況については論文集編集委員会が統計を取って検討しているので、そのデータ

を示す。2011 年度は年度途中で集計した値であり、データが少ない。 
 

４．１ 掲載数 
掲載数を論文応募区分で分け、年度ごとに表 4-1 と図 4-1 に示す。また、平均掲載数を表 4-1

と図 4-2 に示す。 
2007 年度と 2009 年度、2010 年度は特集号を発刊し、論文を集めたので、掲載数が増加して

いる。特集号を発刊しない年度は、2004 年度以降は安定的に 15 編ぐらい掲載されるようになっ

た。 
1 号当たりの平均掲載数は 5 編程度であるが、特集号を発刊した 2007 年度と 2009 年度、2010

年度は増えている。 
 

表 4-1 論文などの掲載数 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図 4-1 掲載数の推移 
 
 

年 巻/号 寄稿文 ノート 報告 論文 総計 1号当たり平均掲載数
2001 1/1 1 1 1.0
2002 2/1～3 0 5 4 9 3.0
2003 3/1～4 0 1 8 9 2.3
2004 4/1,2,4,5 2 2 10 14 3.5
2005 5/1～4 0 0 7 7 1.8
2006 6/1～4 0 2 14 16 4.0
2007 7/1～6 1 0 7 31 39 6.5
2008 8/1～4 0 4 12 16 4.0
2009 9/1～5 0 6 33 39 7.8
2010 10/1～5 1 4 21 26 5.2
2011 11/1 3 3 6 6.0

合計/平均 1 3 35 143 182 4.8
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図 4-2 1 号当たりの平均掲載数 
 

４．２ 投稿数の推移 
年度別の投稿数の推移を表 4-2 と図 4-3 に示す。厳密な年度区切り（4/1～3/31）ではなく、編

集委員会の判断で各年度に振り分けている場合もある。2005 年度と 2008 年度に投稿数が多いの

は特集号のために特に応募したためであると思われる。 
 

表 4-2 年度別投稿数 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図 4-3 年度別投稿数 

年度 論文 報告 ノート 寄稿文 合計
2001 1 3 4
2002 7 4 11
2003 13 2 3 18
2004 10 1 11
2005 35 7 42
2006 20 1 1 22
2007 20 4 24
2008 36 7 43
2009 23 5 1 29
2010 16 2 18

合計 181 36 4 1 222
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４．３ 論文の採択 
論文の採択の状況について年度ごとの状況を表 4-3 に、これまでを合計した状況を図 4-4 に示

す。なお、査読中の論文は総数から差し引き、採否が確定したものについて採択率を算定した。

採択率は 80～90%に落ち着きつつある。 
 

表 4-3 年度ごとの採択状況 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図 4-4 これまでの採択状況 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

年度 採用 取り下げ 打ち切り 不採用 査読中 総計 採��
2001 4 4 不採用のデータなし

2002 11 11 不採用のデータなし

2003 17 1 18 94.4%
2004 9 1 1 11 81.8%
2005 37 3 2 42 88.1%
2006 15 2 1 4 22 68.2%
2007 21 3 24 87.5%
2008 36 2 5 43 83.7%
2009 27 2 29 93.1%
2010 5 1 12 18 83.3%

合計 182 8 1 19 12 222 86.7%

採用 86.7%

打ち切り

 0.5%

不採用

 8.7%

取り下げ

 3.9%
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４．４ 投稿から掲載決定までの期間 
 投稿から掲載決定までの年度ごとの平均期間を図 4-5 に示す。最短で 3 ヶ月であるが、最長 10
ヶ月以上かかっており、長いと言わざるを得ない。個別に見ると最長で 17.7 ヶ月という極端な例

もある。しかし、2010～2011 年度では最長で 9.6 ヶ月まで改善されている。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図 4-5 投稿から掲載決定までの平均期間 
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第 5 章 財務状況 
 
総会資料を基に財務状況を検討した。2010 年度は途中で解散したため、実績に関するデータは

ない。 
 

５．１ 年度別の収入と支出 
・最初の３年間を除き，収入は 2800 万円～3250 万円程度，支出は 2100 万円～2350 万円程度

である（図 5-1）。収入と支出の差は，前年度の繰越金が収入に含まれているためであり，繰

越金を除くと，収入と支出の差は 200 万円～300 万円程度に収まっている（図 5-2）。 
・収入の内訳を決算データから見ると，繰越金を除けば，正会員・法人会員などの会員収入が

８割程度を占めている。ただし，2007 年度は年次大会収入・企画事業収入が増えたため，65％
程度に低下した（図 5-3）。 

・正会員年会費は年間 1200 万円程度で、微減している。法人会員年会費は増加していたが 2007
年度からは僅かに減少に転じた。入会金は最初の 2 年度を除けば無視できる程度であり、学

生会員年会費もほぼ無視できる（図 5-4）。 
・年会費を除いた事業収入は決算データから見ると，全体的に少なく，年度毎の差が大きい（図

5-5）。ただし、2007 年度は，企画事業収入・年次大会収入が多かったため，全体の収入が増

えたことがわかる。 
・支出の内訳を決算データから見ると，2006 年度までは基金や管理費（事務処理費，人件費，

一般管理費，運営事業費）で５割を超えていた。管理費については当初、震災予防協会に事

務を委託していた年度もあるので、事務処理費・人件費・一般管理費が学会事務局経費と考

えるべきである。 
ただし、2007 年度から法人化積立金（現在の特別事業基金）の積み立てを取りやめたので、

基金への支出が大幅に減少した。そのため，2007 年度以降は約５割以下となった（図 5-6）。
管理費以外の事業（会員サービス等）に予算を投じる体制が整ったと言える。 
また、一般事業の遂行に当たって学会事務局が支援しているが、その部分の費用は本来な

ら一般事業の経費として考えるべきであろう。残念ながら、その区分は十分になされていな

い。 
・2009 年度は企画事業の支出が突出して増えている。これは阪神淡路 15 周年のフォーラムを

他学会と共催したためである。また、企画事業支出は 2007 年度以降、それ以前と比べて倍

増している（図 5-6）。 
・年次大会を実施しない年度は収入がほとんどなく（若干、大会概要集の販売がある）、支出が

ない。また、2003、2004 年度、および 2008 年度は WCEE 対応のため、国際交流事業費の

支出が増えている。このような年度ごとの変動が大きい会計科目があるのは財政を安定させ

る点からは好ましくない（図 5-5、5-6）。 
・2004 年度から会誌を発刊したので、会誌事業費が発生している。また、2007 年度からパン

フレットを作ったので、広告費が発生している。また、2006 年度から名誉会員制度と論文奨

励賞を設けたので、表彰事業費が発生している。名誉会員は 2 年に 1 度、新たに推挙するた

め、金額が年度ごとにはっきりと変動するが、学会全体としてみるとその変動は無視できる。 
・事業ごとの収支がはっきりしている論文集事業・企画事業・大会事業を決算データから見る

と、論文集事業はコンスタントにやや赤字、大会事業は黒字か若干の赤字、企画事業は 2009
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年度を除き、赤字と黒字の年度や額が同程度である（図 5-7）。また、前述のように管理費の

一部はこれらの事業に投入されていることを考えると、実質、赤字になっていることが多い

と思われる。学会活動のすべてが黒字化する必然性はないかもしれないが、大会事業や企画

事業では黒字を出して学会財政に貢献することが一面で期待されていることを考えると、見

直しが必要である。 
 
５．２ 基金などの財産 

基金は特定目的のために積み立てた財産であり、2010 年 3 月の段階では①特別事業基金（旧

法人化積立金）、②運営基金、③地震災害対応基金の３つがあった。 
・特別事業基金  ：1355 万円（2008 年度以前は法人化積立金であった） 
・地震災害調査基金：142 万円 
・運営基金    ：40 万円 

 これらの設立経緯を以下に示す。 
特別事業基金（旧法人化積立金）：学会創立当時の法制では社団法人となるには 3000 万円の

財産が必要と考えられていたので、法人化積立金を 2001 年度から積み立てた。しかし、

公益法人改革の方向性が徐々に明らかになってこれほど多くの財産は不要であることが

わかり、2007 年度からは積み立てを休止した。学会運営にとっては特別の事業を行う場合

の資金になりうると判断され、2010 年度から法人化積立金をそのまま特別事業基金に移行

し、学会の特別な行事の運営に使用することとなった。 
地震災害対応基金：2003 年度から積み立てた。地震災害調査の旅費支援や報告会開催費用に

支出されてきた。 
運営基金：名誉会員制度を開始したときに非会員の名誉会員から 2006 年度に寄付の申し出

があった。当時は寄付に対する明確なルールがなく、急遽、運営基金に寄付を受け入れる

こととした。 
なお、基金については規程を設けて、目的外使用はできないこととされ、基金からの支出があ

った場合は総会に報告し、支出の透明性を確保しようとされた。 
この他に預かり金として日本地震工学シンポジウムの剰余金があった。このシンポジウムは日

本地震工学会が幹事学会となっているが、他学会との共催であるため、預かり金として分類され

た。 
 
５．３ 今後の動向と課題 

・年会費は微減の状況であり，今後も急激に増加するとは考え難い。企画事業などの収入を増

やすことが必要である。 
・事務局長がいない時代が日本地震工学会にあったが、核がなかったため、学会事業活動の記

録があまり残されていないことから想像すると学会活動自体も低調であったように思える。

したがって、事務局の充実は必要不可欠であり、事務局人件費がかさむとしても、会員や役

員の負担を少なくして多様な会員サービスを提供するためにはやむを得ない。 
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図 5-1 年度別収支決算 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図 5-2 繰越金を除く年度別収支決算 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図 5-3 年度別収入の内訳（決算） 
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図 5-4 会員収入の内訳 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図 5-5 会員収入を除く年度別収入の内訳（決算） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図 5-6 年度別支出の内訳（決算） 
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図 5-7 年度別支出の内訳（決算） 
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第 6 章 任意団体日本地震工学会の規約と規則 
 
任意団体日本地震工学会の規約と規則（一般規則、選挙規則、経理規則）を示す。 

 
 

－ 50－ － 51－



 51

６．１ 日本地震工学会規約 
 
第１章  総  則 
第１条(名称) 
 この会は、日本地震工学会という。 
第２条(事務所) 
 この会は、事務所を東京都港区芝５丁目２６番２

０号に置く。 
 
第２章 目 的 お よ び 事 業 
第３条(目的) 
 この会は、会員相互の協力によって、地震工学お

よび地震防災に関する学術・技術の進歩発展をはか

り、もって地震災害の軽減に貢献することを目的と

する。 
第４条(事業) 
 この会は、第３条の目的を達成するために、次の

事業を行う。 
(1)調査研究とその振興 
(2)研究発表会の開催 
(3)会報・論文集および研究成果等の発行 
(4)文献・資料の収集および活用 
(5)学術・技術・教育の振興および普及 
(6)講演会・講習会・展覧会・見学会などの開催、そ

の他広報活動 
(7)国内外との学術・技術の交流 
(8)業績の表彰 
(9)その他、この会の目的達成に必要な事業 
 
第３章 会 員 
第５条(会員種別と資格) 
 会員の種別および資格は、次のとおりとする。 
(1)正会員 
 地震工学・地震防災に関連する学術・技術を研鑽

しようとする個人、あるいは関連する業務に従事し

ている個人 
(2)法人会員 
 建設業、製造業、公益事業、設計業、その他地震

工学・地震防災およびこれらに関連する事業を行う

法人等 
(3)学生会員 
 地震工学あるいは地震防災に関連する学術・技術

を学ぶため、学校に在学中の個人 
第６条(会費および入会金) 
 会員の会費および入会金は日本地震工学会一般規

則で定める。 
第７条(入会) 
 会員になろうとするものは、所定の入会申込書を

提出し、理事会の承認を経なければならない。 
２．前項の承認を経た会員としての効力は、正会員

にあっては入会金および会費を、法人会員および学

生会員にあっては会費を納めたときに生ずる。 
第８条(会員の権利) 
 会員の権利は、次のとおりであってそのものに専

属する。 
(1)正会員は役員の選挙権と被選挙権をもつ。 
(2)正会員および法人会員は総会における議決権をも

ち、総会に出席して意見を述べることができる。 
(3)すべての会員は、会報等により情報提供をうける

ことができる。 
２．前項第 1 号、第２号および第３号における会員

のもつ権利は、各１個とする。ただし、法人会員に

あっては、その法人の代表者が前項第２号の権利を

行使することができる。 
第９条(権利の停止) 
 会費の不納が８か月以上に及ぶものは、前条に定

めた会員の権利を停止する。 
第 10 条（除名・復権) 
 会員が次の各号の一に該当するとき、第１号につ

いては理事会の議決を経て、第２号については総会

の議決を経て、除名することができる。 
(1)会費の不納が１か年以上に及ぶ時 
(2)この会の名誉を傷つけ、またはこの会の目的に反

する行為のある時 
２．除名されたものが再び入会する場合には、第７

条の手続きをとり、前項第１号については理事会の

承認を必要とし、また前項第２号によるものは総会

の承認を必要とする。 
３．第１項第１号により除名されたものの再入会が

前項により承認された後の会員としての効力は、前

条による権利停止にいたるまでの不納会費８か月分

相当額を納めたときに生ずる。 
第 11 条(退会) 
 会員で退会しようとするものは、会費を完納した

うえ、退会届を提出しなければならない。 
第 12 条(納入金の返還) 
 会員が除名・退会その他の事由によって会員の資

格を失ったときは、すでに納めた入会金および会費

の返還を求めることができない。 
第 13 条(名誉称号) 
 この会の目的達成に多大の貢献をしたもの、また

は地震工学あるいは地震防災に関する学術・技術の

進歩発展に功績顕著なものに、総会の議決を経て、

名誉会員の称号をおくることができる。 
 
第４章 役 員 お よ び 職 員 
第 14 条(役員) 
 この会に、次の役員を置く。 
(1)会長１名 
(2)次期会長１名 
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(3)副会長４名 
(4)理事１２名以上１６名以内、 
(5)監事２名 
２．必要に応じて理事の中に専務理事１名を置くこ

とができる。 
３．専務理事以外の役員は、名誉職とする。 
第 15 条(役員の選任) 
 次期会長、副会長および監事は、正会員の中から

選挙によって選び、総会で選任する。 
２．理事は、正会員の中から会長が選び、総会で選

任する。 
３．専務理事は、会長が理事の中から選び、理事会

の承認を得て決める。 
４．監事は、他の役員を兼ねることができない。 
５．次期会長、副会長、および監事の選挙の運営は、

日本地震工学会選挙規則によって行う。 
第 16 条(役員の職務権限) 
 各役員は、次の号の職務を行うほか、総会で重要

会務を審議および議決する。 
(1)会長は、本会を代表し、会務を総理し、総会およ

び理事会の議長となる。 
(2)次期会長は、本会の発展を構想し、会長を補佐す

る。 
(3)副会長は、会長を補佐し、会長に事故あるとき、

または欠けたときは、会長があらかじめ指名した順

序によって、その職務を代行する。 
(4)理事は、会長および副会長を補佐し、理事会の議

決に基づいて会務を処理する。 
(5)専務理事は会長の命を受け、会長および副会長を

補佐し、会務全般の運営をつかさどるとともに、理

事会から委任された事項の会務を処理する。 
(6)監事は、民法第 59 条の職務を行うほか、理事会

に出席することができる。ただし、議決には加わら

ない。 
第 17 条(役員の任期) 
 会長および次期会長の任期は１か年、その他の役

員の任期は２か年とする。ただし、各任期は６月に

始まり、翌年（１年任期）または翌々年（２年任期）

５月に終る。 
２．副会長・理事・監事は、毎年その約半数を交代

する。 
３．専務理事以外の役員は、同一職種の役員に重任

することはできない。 
４．補欠による役員の任期は、前任者の残任期間と

する。 
５．役員は、その任期終了後でも後任者の就任まで

は、なお、その職務を行う。 
第 18 条(役員の補充) 
 役員が欠けたときは、第 15 条に準じて補充するこ

とができる。 

第 19 条(理事の分担) 
 理事は、次の事項を分掌する。 
総務・会計・会員・学術・情報・事業・調査研究 
第 20 条(事務局) 
 この会は、会務を処理するため事務局を設け、職

員若干名を置く。そのうち１名を事務局長とする。 
２．職員の任免は、理事会の議を経て会長が行う。 
３．職員との労働協約の締結は、理事会の議決を経

て会長が行う。 
４．各委員会のもとに、下位の委員会等を設ける場

合には、上位の委員会がこれを統括し、必要に応じ

て理事会に前２項、３項につき、報告、審議付与す

る。 
 
第５章 会 議 
第 21 条(総会の招集) 
 通常総会は、毎年１回、会計年度終了後２か月以

内に会長が招集する。 
２．臨時総会は、次の場合に会長が招集する。 
(1)理事会で必要と認めたとき 
(2)監事が必要と認めたとき 
(3)正会員および法人会員の５分の１以上から会議に

付議すべき事項を示して要求があったとき 
第 22 条(総会の通知) 
 総会の招集には、10 日以前に、その会議の日時・

場所および付議事項を示し、役員、ならびに正会員

および法人会員に通知しなければならない。 
第 23 条(総会の議決事項) 
 総会では、この規約で別に定める事項のほか、次

の事項を議決する。 
(1)事業報告・収支決算ならびに財産目録の承認に関

する事項 
(2)重要な財産の取得・処分に関する事項 
(3)事業計画および収支予算の承認に関する事項 
(4)規則の設定および変更に関する事項 
(5)その他理事会が必要と認めた事項 
(6)正会員および法人会員の 15 分の１以上から総会

開催日 30 日以前に、あらかじめ議題として提出され

た事項 
第 24 条(総会の議決) 
 総会は、正会員および法人会員の３分の１以上の

出席によって成立する。 
２．総会の議事は、出席の正会員および法人会員の

過半数で決し、可否同数のときは、議長が決める。 
３．総会に欠席する正会員および法人会員は、議決

権の行使を他の出席の正会員または法人会員に委任

することができる。 
４．前項による委任は出席とみなす。 
第 25 条(理事会の組織と開催) 
 理事会は、会長、次期会長、副会長および理事で
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組織し、毎年６回開催するほか、会長が必要と認め

た場合、または理事の３分の１以上から会議に付議

すべき事項を示して要求があった場合に、随時招集

する。 
２．監事、および会長が必要と認めたものは、理事

会に出席し意見を述べることができる。 
第 26 条(理事会の議決事項) 
 理事会は､総会の議案およびこの規約で別に定め

る事項のほか、会務運営のため、総会の権限に属さ

ないいっさいの事項を議決する。 
第 27 条(理事会の議決) 
 理事会は、過半数が出席しなければ議決すること

ができない。 
２．議事は、出席者の過半数で決し、可否同数のと

きは、議長が決める。 
３．理事会に欠席する役員は、議決権の行使を他の

出席役員に委任することができる。 
４．前項による委任は出席とみなす。 
 
第６章 大 会 お よ び 委 員 会 
第 28 条(大会) 
 この会は、毎年１回以上、全国より会員の参集を

求めて大会を開催し、会員の研究発表その他目的達

成に必要な行事を行う。 
第 29 条(委員会) 
 この会は、会務運営ならびに第４条の事業遂行の

ために、必要な委員会を設ける。 
２．委員会の設置または廃止は、理事会で決める。 
３．委員は、理事会の議を経て、会長が委嘱する。 
 
第７章 資 産 お よ び 会 計 
第 30 条(資産) 
 この会の資産を分けて、基本財産・運用財産およ

び引当財産の３種とする。 
２．基本財産は、基本財産に指定された寄付金およ

び総会で編入を議決したものをもって構成する。 
３．運用財産は、基本財産および引当財産以外の資

産とする。 
４．引当財産は、特定の目的をもつ積立金をもって

構成する。 
第 31 条(財産の管理) 
 この会の財産管理ならびに会計は、日本地震工学

会経理規則によるほか、理事会で決めた方法によっ

て、会長が管理する。 
２．この会の収入および財産は、会員に分配するこ

とはできない。 
第 32 条(基本財産に対する制限) 
 基本財産は、消費し、または担保に供することは

できない。ただし、事業遂行のためやむをえない理

由があるときは、総会の議決を経て、その一部に限

り消費または担保に供することができる。 
第 33 条(経費の支弁) 
 この会の経費は、会費・資産または事業から生ず

る収入・寄付金その他の収入をもって支弁する。 
第 34 条(収支決算) 
 収支決算および財産目録は、毎会計年度終了後２

か月以内に、監事の意見を付け、総会の承認をうけ

るものとする。 
第 35 条(予算外の事項) 
 収支予算で定めるものを除くほか、新たに義務の

負担をし、または権利の放棄をしようとするとき、

あるいは、会計年度内の収入をもって償還できない

借入金は総会の議決を経なければならない。 
第 36 条(会計年度) 
 この会の会計年度は、毎年４月１日に始まり翌年

の３月 31 日に終る。 
 
第８章 規 約 の 変 更 な ら び に 解 

散 
第 37 条(規約の変更) 
 この規約の変更は、理事会および総会において、

おのおの出席者の４分の３以上の議決を経なければ

ならない。 
第 38 条(解散、残余財産の処分) 
 この会の解散は、理事会および総会において、お

のおの出席者の４分の３以上の議決を経なければな

らない。 
２．解散に伴う残余財産の処分は、前項による議決

を経て、この会の目的に類似の公益事業に寄付する

ものとする。 
 
第９章 補 則 
第 39 条(規則の設定) 
 この規約施行に必要な規則は、別に定める。 
 
附則 
この規約は、2001 年１月１日から施行する。 
２．この会の発足当初の役員は次による。 
(1)2001 年１月に就任した会長・次期会長および１名

の副会長の任期は 2001 年５月までとし、他の役員の

約半数の任期は 2002 年５月まで、残りの役員の任期

は 2003 年５月までとする。 
(2)役員の選任は、第 15 条の定めにかかわらず設立

総会（2000 年 12 月 20 日）にて行う。 
 
３．規約改定 
  第１回改定日；２００３年５月２２日（第３回

通常総会にて） 
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６．２ 日本地震工学会一般規則 
 
第１章 会 員 お よ び 会 費 
第１条(会員の資格) 
 正会員の資格は、地震工学・地震防災の分野に関

する学歴・経験をもつ個人で、次の各号の一つに該

当する者とする。 
(1)大学を卒業した者 
(2)高等専門学校または同程度以上の学校を卒業し、

実務経験をもつ者 
(3)高等学校を卒業し、実務経験をもつ者 
(4)上記の分野以外を専門とする者または外国の学校

を卒業した者の正会員としての資格は前各号に準じ、

かつ、この会の目的に寄与するに必要な学識経験を

持つ者とする。 
(5)その他理事会で、前各号と同等以上の資格ありと

認められた者 
２．法人会員の資格は、地震工学・地震防災および

これらに関連する次の事業を営む法人等とする。 
(1)建設業、建設設計業、建設コンサルタント、建材

業、その他これらに準ずるもの 
(2)製造業、公益事業、報道・情報事業、保険業、そ

の他これらに準ずるもの 
３．学生会員の資格は、地震工学あるいは地震防災

に関連する学術・技術を学ぶため、大学院、大学、

専門学校、高等学校およびこれに準ずる学校に在学

中の個人とする。 
第２条（会費および入会金） 
 会員の会費(年額)は次のとおりとし、毎年度の会費

を前納しなければならない。正会員は入会時に入会

金 1,000 円を必要とする。  
(1)正会員           10,000 円  
(2)法人会員  
       特級      200,000 円以上  
       Ａ級      100,000 円  
       Ｂ級       50,000 円  
       Ｃ級       20,000 円  
(3)学生会員             1,000 円  
２．学生会員が引き続いて正会員になる場合は、入

会金を必要としない。 
３．学生会員が引き続いて正会員になる場合は、1
号の定めによらず、正会員になった初年度の会費を

3,000 円とする。 
４．会員以外で会誌、論文集の購読希望者は別に定

める年極購読料を前納しなければならない。  
５．正会員が名誉会員になった場合は、会費の納入

を必要としない。 
第３条（国外在住会員からの会費外徴収） 
 国外に在住する会員からは、会費のほかに配布す

る出版物の送料として、理事会で適当と認めた金額

を徴収することができる。 
 
第２章 役 員 お よ び 職 員 
第４条（理事の分掌事項） 
 理事の分掌する事項は、次による。 
(1)総務：諸会議の企画・運営、諸規程に関する事項、

会印・会長印の管理、建議・建策・渉外事項、事務

局の人事および管理、その他の理事の分掌に属さな

い事項 
(2)会計：収支予算および決算、財産の管理および処

分、出納および会計の管理、職員等の給与、この会

に対する寄付行為、その他会計に関する一般的事項 
(3)会員：会員の身分、入会および退会、役員の選挙

に関する事項、表彰関係、会員名簿の発行、その他

会員に関する事項 
(4)学術：学術・技術の進歩発展のための施策、教育

の振興、論文集に採録の論文その他学術・技術資料

の審査ならびに紹介、国内外との学術交流、技術指

導、その他学術・技術に関する事項 
(5)情報：定期出版物の編集・出版および頒布、電子

情報の作成・管理、広報、文献資料の収集・活用、

図書の管理、著作権および版権に関する事項、その

他情報に関する事項 
(6)事業：大会の企画・運営、講習会・講演会に関す

る事項、研究成果普及のための出版事業、その他地

震工学・地震防災に関する啓発活動 
(7)調査研究：調査・研究の促進をはかり、その成果

を広く国内外に還元するための施策、研究会の設

置・統括や研究成果の公表、国内外における地震災

害の調査と報告、委託研究、研究補助、その他調査

研究に関する事項。 
第５条（理事の交代） 
 同一事項を分担する理事は、２名以上とし、毎年

その約半数を交代する。 
第６条（職員の職制・分課） 
 事務局の職制は、理事会が定める。 
 
第３章 会 報 お よ び 出 版 物 
第７条（定期出版物） 
 この会は、会報および会員名簿を発行する。 
第８条（研究成果の出版） 
 この会は、論文集を出版するほか、委員会の研究

成果その他で、目的達成のため必要と認めたものを

出版する。 
 
第４章 委 員 会 
第９条（委員会の組織・設置場所） 
 委員会は、会員をもって組織する。ただし、特に

必要ある場合は、会員外の専門家を委員に加えるこ

とができる。 
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２．委員会は、必要の地に置く。 
３．委員会は、委員長および幹事を委員の互選によ

って決める。ただし、運営および事業関係の委員会

で、選出方法について、あらかじめ規則または規定

に定めた場合にはこの限りでない。 
４．委員長は、委員会を統括し、幹事は委員長を補

佐し、委員長に事故あるときは、その職務を代行す

る。 
第 10 条（委員の任期） 
 委員の任期は、２年以内とする。ただし、委員会

が２年以上継続する場合には、その重任は妨げない。 
第 11 条（委員会の報告事項） 
 委員会は、毎年３月末、その年度の事業概要報告

を、また委嘱事項結了のときは、その経過ならびに

成案に関する報告を会長に提出しなければならない。 
第 12 条（委員会の運営規程） 
 委員会を設けた場合には、次の事項を規定し、理

事会の承認を経るものとする。 
(1)目的・事業 
(2)存置期間 
(3)組織・構成 
(4)委員の任期 
(5)運営方法 
第 13 条（委員会の意見の対外発表） 
 委員会としての意見を外部に発表する場合には、

理事会に報告しなければならない。 
２． 委員会としての意見を本会の意見として外部に

発表する場合には、理事会の承認を経なければなら

ない。 
第５章 雑 則 
第 14 条（会議の議事録） 
 総会の議事録には議長および出席正会員の代表２

名の署名押印を必要とし、また理事会の議事録には、

会長および総務を担当する理事が押印のうえ、これ

を保存しなければならない。 
第 15 条（会計簿冊・書類） 
 会計の収支原簿および証拠書類は、会計を担当す

る理事中１名の押印を得て、これを保存しなければ

ならない。 
第 16 条（規程の設定・改廃） 
 この規則で別に定めるもののほか、規則の施行に

必要な規程の設定および改廃は、理事会の議決を経

て定める。 
第 17 条（英文の名称） 
 この会の名称は、英文では、Japan Association for 
Earthquake Engineering とし、その略称をＪＡＥ

Ｅする。 
 
附則 
この規則は、2001 年１月１日から施行する。 

２．2001 年１月～同年３月の期間の会費は、第２条

の定めにかかわらず、とくに徴収しないものとする。 
３．2009 年 5 月 7 日に改定した第 2 条の適用は 2009
年 6 月 1 日から開始する。 
４．規則改定 
  第１回改定日：2002 年 5 月 15 日（第 14 回理事

会）第 2 回総会にて報告 
  第２回改定日：2003 年 3 月 12 日（第 23 回理事

会）第 3 回総会にて報告 
  第３回改定日：2009 年 5 月 7 日（第 77 回理事

会）第 9 回総会にて報告 
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６．３ 日本地震工学会選挙規則 
 
第１章 総 則 
第１条(適用の範囲) 
 次期会長・副会長および監事の選挙は、規約に定

めるところによるほか、この規則によって行う。 
第２条(選挙執行者) 
 選挙の執行者は会長とする。 
第３条(選挙の管理) 
 次期会長・副会長および監事の選挙は、選挙管理

委員会が管理する。 
第４条（候補者の選出） 
次期会長・副会長および監事の候補者の選出は、こ

の会の役員候補推薦委員会が規約第 15 条に定める

被選挙者の資格を有する者から候補者を選出し、選

挙の便宜に供する。 
第５条（役員候補推薦委員会） 
 役員候補推薦委員会は、総会で選任された 10 名以

上 16 名以下の委員で構成し、毎年約半数が交代する。 
２．委員の任期は２か年とし、６月から始まり、翌々

年の５月に終わる。ただし、任期中の委員に欠員が

生じた場合は、理事会の承認を得て補欠することが

できる。補欠によって就任した委員の任期は、前任

者の残任期間とする。 
３．交代する新委員の候補者は、役員候補推薦委員

会が選出する。 
４． 役員候補推薦委員会に、委員長１名をおく。た

だし、委員長は委員の互選による。 
第６条(選挙の方法) 
 選挙は、前条に定める候補者および規約第 15 条に

定める被選挙権者に対して、正会員の投票によって

行う。 
２． 選挙管理委員会は、通常選挙にあっては退任す

る役員の任期満了までに、補欠選挙または、第９条

第１項および第２項の規定によって生ずる再選挙に

あっては、これを行うべき事由を生じてから３か月

以内に選挙が終了するよう選挙期日を定め、これを

有権者に通知する。 
３．投票者は、選出しようとする者の氏名を自ら記

載し、これを選挙管理委員会へ選挙期日までに到着

するように送付する。 
第７条(投票の効力) 
 投票の効力は選挙管理委員会が決定する。この決

定に当たっては第２項および第３項の規定に該当し

ない限りにおいて、投票者の意志が明白であれば、

その投票を有効とする。 
２． 次の各号の一に該当する投票は、無効とする。 
(1)第６条第３項の規定に違反するもの 
(2)何人を記載したかを確認し難いもの 
３．連記投票の場合は、所定の員数を越えて記載し

たものは、その全部を無効とする。記載した氏名の

うちの一部が、何人を記載したかを確認し難いとき

は、その部分のみを無効とする。同一の氏名を重複

して記載したものは、１個の記載とみなす。 
４．同一の氏名、氏または名の候補者が２人以上い

る場合において、そのいずれかを区別し難い投票は、

当該候補者の他の有効投票に按分して、それぞれ加

えるものとする。この場合は１票未満の端数は切り

捨てる。 
第８条(当選人の決定) 
 別段の定めのある場合を除いて、有効投票の得票

数の多い順位によって当選人を決める。得票数が同

一の場合は、選挙管理委員会が抽せんでその順位を

決める。 
２．選挙管理委員会は、当選人が決定した場合には、

これを会長に報告し、また会報等に公告しなければ

ならない。 
第９条(当選の無効) 
 当選人が規約第 15 条に定める被選挙者の資格を

欠くに至った場合においては、当選は無効とし、次

期会長にあっては残った候補者によって再選挙を行

い、副会長または監事にあっては次点者をもって充

てる。 
２．有権者は、選挙がこの規則に違反して行われた

ことを理由に当選人の決定に異議のある場合は、当

選人の決定後２か月以内に選挙管理委員会に文書を

もって異議の申立をすることができる。この場合に

選挙管理委員会は、それが選挙の結果に異動を及ぼ

すおそれがあると認めたときは、選挙の全部または

一部の無効を決定する。 
３．前項の規定による当選の無効の決定があったと

きは、前条第２項の規定を準用する。 
第 10 条(記録の保存) 
 選挙管理委員会は投票の記録を作成し、全投票と

ともにこれを当該選挙にかかる役員の任期間保存す

る。 
 
第２章 選 挙 管 理 委 員 会 
第 11 条(委員会の任務) 
 この会の役員選挙を公正に執行管理するため、会

長の補佐機関として選挙管理委員会を置く。 
第 12 条(選挙管理委員会) 
 選挙管理委員会は、次の委員をもって組織する。 
(1)会長が理事の中から指名したもの２名 
(2)会長が前号の役員以外の正会員の中から指名し、

総会の承認を得たもの２名 
２．委員の任期は、毎年６月から翌年５月までとす

る。ただし、補欠によって就任した委員の任期は、

前任者の残任期間とする。 
３．選挙管理委員会に委員長１名を置く。 
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４．委員長は、委員の互選による。 
５．委員長は、選挙管理委員会を代表し、その事務

を総理する。 
６．選挙管理委員会は、委員の半数以上の出席がな

ければ開くことができない。 
７．選挙管理委員会の議事は出席委員の過半数で決

し、可否同数のときは委員長の決するところによる。 
８．委員がこの規則による選挙の候補者となったと

きは、選挙の決定まで委員の資格を停止し、当選決

定の場合は委員の資格を失う。 
９．前項の場合、会長が委員会の運営上支障ありと

認めたときは、停止した委員の数以内の人数を第１

項の定めによらないで理事会の議を経て、正会員の

中から会長が期間を定めて臨時に委員を委嘱するこ

とができる。 
 
 附則 
この規則は 2001 年１月１日から施行する。 
２．この会の発足当初の役員候補推薦委員会委員お

よび選挙管理委員会委員の選任は、それぞれ第５条、

および第 12 条の定めにかかわらず、設立総会（2000
年 12 月 20 日）にて行う。 
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６．４ 日本地震工学会経理規則 
 
第 1 章  総 則 
第 1 条（性格） 
 この会の経理事務は、この規則に定めるところに

よる。 
第２条（目的） 
 この規則の目的は、すべての資産・負債の変動を

正確かつ迅速に処理し、その財政状態および事業の

成績に関して、真実の報告を行い、この会の財政の

安定をはかり、あわせて目的達成のため事業の能率

向上に資そうとするものである。 
第３条（経理事務） 
 すべての経理事務は事務局において処理するもの

とし、他に特別の経理をすることはできない。 
第 4 条（会計年度） 
 会計年度は毎年 4 月 1 日にはじまり、翌年 3 月 31
日に終わる。 
第 5 条（規則の変更） 
 この規定の変更は、総会の議決を経なければなら

ない。 
 
第２章  勘 定 科 目 
第 6 条（勘定科目） 
 この会の予算・決算ならびに財産目録その他のす

べての経理は、原則として、総会の議決を経た予算

の勘定科目による。 
第７条（勘定科目の処理） 
 勘定科目の処理は、次の原則による。 
１．該当する勘定科目がないときは、最も性格の近

似する科目を適用する。 
２．振替移動は、その発生した時期に正確に処理す

る。 
３．支出の科目と収入の科目とは直接相殺しない。 
４．取引が分割される場合、または取引内容が不明

確なため正確にこれを処理することができない場合

は、一応、仮払金または仮受金の科目により整理し、

その取引が完結した時、または取引内容が明確とな

ったとき、速やかに当該勘定科目に振替える。 
５．その他一般に、公正妥当と認められる会計の原

則に従い、複式簿記によって処理する。 
 
第 3 章  会 計 帳 簿 
第 8 条（帳簿） 
 会計帳簿として備えるものは次のとおりとする。 
１．主要帳簿 
(1)総勘定元帳 
(2)日計表 
２．補助帳簿 
(1)現金出納帳 

(2)銀行預金出納帳 
(3)固定資産台帳 
(4)以下勘定ごとに各内訳帳 
第 9 条（伝票） 
 記帳以前の収支を正確に記録するため、伝票を用

いることとし、その種類は次のとおりである。 
(1)入金伝票 
(2)支払伝票 
(3)振替伝票 
第 10 条（伝票の発行） 
 伝票の発行は次による。 
１．入金・支払伝票は、証拠書類に基づいて会計担

当者が発行押印し、事務局長の認印を受ける。 
２．振替伝票は、現金出納以外の取引および勘定の

移動表示に使用し、証拠書類によって会計担当者が

発行し、事務局長の認印を受ける。 
３．証拠書類に、当該取引の会計担当者の認印のな

いものは無効である。 
第 11 条（帳簿処理の経路） 
 入金・支払伝票ならびに振替伝票は、取引日毎に

会計担当者が作成し、日計表を作成する。 
第 12 条（帳簿および記録の保存） 
 帳簿の更新は原則として期首に行い、会計担当理

事中 1 名の検印を受けて、帳簿、伝票、証拠書類は

10 年保存しなければならない。 
 
第 4 章  金 銭 会 計 
第 13 条（金銭会計の範囲） 
 この章で金銭とは現金、預金、小切手、振替貯金

証書、および有価証券をいう。 
第 14 条（出納責任者） 
 金銭の出納は事務局長が監督し、会計責任者が行

う。 
第 15 条（名義委任） 
 小切手の振出は、会長の委任を受けて、事務局長

が行うことができる。 
第 16 条（収納） 
 金銭収納のときは、所定の領収証を作成し、会計

責任者の認印および学会印の押印を受けて支払人に

交付する。 
第 17 条（収納金処理） 
 収納金は、速やかに預金するものとする。ただし

手元に若干の現金は置くことができる。 
第 18 条（支払） 
 金銭支払のときは、相手方より適正な領収証、証

拠書類を受け取る。遠隔地への支払に対しては、金

融機関の証拠等によって処理する。 
第 19 条（支払期日） 
 支払は、小口現金によるものを除き、毎月 20 日に

締め切り、末日に銀行送金とする。 
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第 20 条（在高照合） 
 現金在高については、毎月末会計担当理事が現金

出納帳と照合検閲する。銀行預金については、期末

に銀行の現在高証明を徴し、会計担当者は預金残高

照合表を作成して会計担当理事の検閲を受ける。 
 
第５章  金 銭 以 外 の 会 計 
第 21 条（金銭以外の会計の範囲） 
 この章は、金銭会計を除く他の勘定会計について

規定する。 
第 22 条（固定資産の編入） 
 備品は固定資産とし、その取得、処分、および管

理の計画は、理事会の議決による。ただし、耐用年

数１年未満のもの、もしくは取得価格 10 万円未満の

備品は固定資産に編入しない。 
第 23 条（固定資産の管理） 
 固定資産管理のため固定資産台帳を備え、各物件

別にその種類、構造、用途、設置または、保管場所、

取得の年月日および価格、減価償却の年月日および

価格を記入する。 
第 24 条（減価償却） 
 減価償却は税法に基づいて行う。 
第 25 条（棚卸資産の価格） 
 出版物は棚卸資産とし、その価格は購入価格、ま

たは制作価格および付帯費用による。 
第 26 条（棚卸資産の管理） 
 棚卸資産は品種別在庫による。 
第 27 条（棚卸） 
１．棚卸資産は毎期末現品調査を行い、棚卸表を作

成する。 
２．棚卸資産の減額、廃棄、または払い下げについ

ては理事会の承認を得て雑損金とする。 
第 28 条（未収入の計上） 
 金銭受入の権利が発生したときは収入として計上

し、収納の事実がなければ未収納金とする。 
第 29 条（基金） 
 基金の変更は総会の議決によってのみ行える。 
第 30 条（職員退職積立金） 
 職員退職積立金の使用は理事会の承認を得なけれ

ばならない。 
第 31 条（一時借入金） 
 一時借入金は、理事会の議決によって行うことが

できる。 
 
第 6 章  決 算 
第 32 条（決算の目的） 
 決算は毎年度末に行い、また月次計算は毎月末に

行って、経理の状況を明らかにする。 
第 33 条（決算の手続） 
１．会計年度経過後 30 日以内に決算報告書を作成し、

監事に提出する。 
２．月次計算書を作成して理事会に報告する。 
第 34 条（報告の形式） 
 決算および月次計算に当たって作成する諸報告書

は次のとおりであり、その様式は予算決算対照様式

とする。 
  （決算）        （月次計算） 
  財産目録        総勘定元帳残高帳 
  総収支決算書      月次総収支計算書 
  収支決算書       月次収支計算書 
第 35 条（決算の方法） 
 決算の方法は、期末に出版物の棚卸、備品の減価

償却、仮勘定の精算を的確に処理することによる。 
第 36 条（月次計算の方法） 
 月次計算は、前条に準じて行う。月次収支諸計算

書には、年度の累計額も記載する。 
 
第７章  予 算 
第 37 条（予算の目的） 
 予算は次の会計年度における事業活動の範囲、内

容規模を定め、その活動を支持し、決算との比較検

討により責任、成績を明らかにし、更に将来の事業

の適正かつ能率的な運営に資することを目的とする。 
第 38 条（予算の手続） 
１．次年度の事業計画に基づいた予算書を作成し、

理事会および総会の議決を経るものとする。 
２．社会情勢の変動その他事情の変化あるいは緊急

の必要によって既定予算の更正、または臨時予算の

編成をするときも同じである。 
３．予算総額に対して、決算見込みが収支の均衡を

保たないで、収支の双方またはそのいずれかが３割

以上超過または不足を来すおそれのある場合には、

決算前に予算の更正を行わなければならない。ただ

し、収支の均衡が保たれての超過の場合にあっては、

この限りではない。 
第 39 条（予算の編成） 
 予算は次に従って編成する。 
１．収入支出とも繰り越し勘定を含めないで算定す

る。 
２．特別の事業計画が伴わない限り、資産の流用を

避け、その年度の均衡を保つようにする。 
３．収入計画は統計的実績を勘案してたて、支出計

画は事業の実現に対して最も合理的経済的に算定す

る。 
第 40 条（予算の流用） 
 予算の流用は、理事会の承認を経て行う。予算の

流用によっても支出を賄うことができないときは、

既定予算の更正を行う。 
第 41 条（予算執行の検討） 
 理事会は、決算終了と同時に予算決算を対照検討
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し、各関係責任者の成績を明らかにして事業運営の

能率増進に資する。 
第 42 条（予備金） 
 予算中別に予備金を置き、避けられない予算の不

足を補いまたは予算外に生じた臨時必要な費用に充

てる。予備金は理事会の承認を経て、これを支出す

ることができる。 
 
附則 
この規則は、2001 年１月１日から施行する。 
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第７章 日本地震工学会の出版物・発行物など 
 
 日本地震工学会の出版物・発行物などはホームページの一覧表[1]に過去からすべて掲示されて

いる。ただし、各行事において作成された資料については完全には把握されていないので、漏れ

があると思われる。 
出版物としては 1 冊発行しているが、外部出版会社に委託したものであり、学会から出版して

いるものではない。学会としては、出版物の在庫を抱える財務体力をつけない限りはこのような

委託出版の形を取らざるを得ない。 
定期的に発行されるものとして、大会梗概集、会誌、日本地震工学シンポジウム論文集、など

がある。これらは毎年、着実に発行されている。 
一方、各行事における資料集などの不定期に発行されるものもある。また、研究委員会の報告

書も発行するべきであるが、そのような成果を出した研究委員会は少ない。 
 なお、2010 年に震災予防協会が解散したため、同協会が扱っていた強震動データの頒布を一般

社団法人日本地震工学会が引き継いでいる。 
 
[1] 出版物の在庫状況・価格一覧、日本地震工学会ホームページ 
http://www.jaee.gr.jp/stack/sta_list.pdf 
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第８章 日本地震工学会の年表 
 
 日本地震工学会の主要なできごとを総会資料[1]から拾い出して記載した。特に、2007 年度以

降は総会資料に付属して事業報告書が発刊されるようになったので、これによった。しかし、年

度が異なる総会資料で矛盾する記述もあったので、理事会資料を調べて矛盾がないものを採用し

てこの年表に書いた。 
この事業報告書は 4/1～3/31 のできごとを示しているので、この年表でも 2007 年度以降の記

述は 4/1～3/31 で区切ることにした。2006 年度以前の総会資料は総会が開催される 5 月に合わせ

て 6/1～5/31 のできごとを示す場合が多かったので、2005 年以前の区切りは 6/1～5/31 とした。

したがって、2006 年度は 2006 年 6 月 1 日～2007 年 3 月 31 日までのできごとを示し、2000 年

度は 2001 年 1 月 1 日～2001 年 5 月 31 日のできごとを示す。 
ただし、震災報告に関してはそのホームページ[2]の記述にしたがうこととし、ホームページに

合わせて 1/1～12/31 の年区切りとした。 
 
[1] 日本地震工学会：第 1～第 10 回通常総会資料、日本地震工学会ホームページ、 
http://www.jaee.gr.jp/general/gen05.html 
[2] 日本地震工学会：地震情報、日本地震工学会ホームページ、

http://www.jaee.gr.jp/disaster.html 
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9)
[7

/
10

]

総
会

資
料

会
長

2
00

0/
12

/2
0

2
00

1/
5/

9

20
02

/3
/3

1

20
03

/3
/3

1
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会
員

数
総

会
理

事
会

総
務

事
務

局
財

務
会

員
広

報
会

誌
論

文
集

事
業

企
画

（
研

究
委

員
会

報
告

を
含

む
）

大
会

ま
た

は
J
E
E
S

国
際

研
究

出
版

物
・
発

行
物

他
学

会
等

と
の

関
係

（
開

催
日

）
[了

解
日

]

正
学

生
法

人
監

査
震

災
情

報
の

み
1/

1～
1
2/

31
で

区
分

◎
自

主
開

催
無

印
：
他

団
体

の
主

催
ま

た
は

他
団

体
が

幹
事

の
共

催
<
習

、
<
演

、
な

ど
：
他

学
会

と
の

関
係

欄
参

照

報
告

書
な

ど
出

版
物

は
不

明

会
誌

を
除

く
特

に
明

示
が

な
い

限
り

、
発

行
物

で
あ

る
。

シ
ン

ポ
：
シ

ン
ポ

ジ
ウ

ム
セ

ミ
：セ

ミ
ナ

ー
<
習

：
講

習
会

、
<
演

：
講

演
会

W
S
：
ワ

ー
ク

シ
ョ

ッ
プ

2
0
0
7
年

度
以

降
は

4
/
1
～

3
/
3
1

の
理

事
会

決
。

2
0
0
6年

度
ま

で
は

6
/
1
～

5
/
3
1
理

事
会

決

第
4回

1
3
03

52
7
1

総
会

6
/1

3
総

務
部

会
の

開
催

J
S
T
に

対
し

て
著

作
権

を
オ

ー
プ

ン

業
務

委
託

（
震

災
予

防
協

会
）

法
人

化
積

立
3
0
0

万
円

N
e
w

s5
3
-
7
3

N
e
w

sL
e
tt

e
r

N
o
.3

-
3

講
演

会
開

催
日

・
会

場
E
E
R

Iと
協

定
調

印
(1

/8
)

研
究

統
括

委
員

会
共

催

石
原

2
00

3/
5/

22
7
/1

7
会

長
諮

問
懇

談
会

(I
A

E
E
日

本
代

表
）

派
遣

職
員

（
ビ

ッ
グ

ウ
ェ

ー
ブ

）
地

震
災

害
調

査
基

金
約

5
0
万

円
コ

ラ
ム

：
3編

　
V

o
l.4

-
1

N
o
.3

-
4

◎
2
0
03

/5
/2

2@
総

会
1
1
/1

1～
1
3＠

慶
応

大
学

矢
上

IA
E
E
代

表
推

薦
研

究
委

員
会

・
大

会
2
0
0
3
梗

概
集

電
力

土
木

技
術

協
会

シ
ン

ポ
(1

1/
4)

[6
/
13

]
J
A

C
M

に
運

営
委

員
（
堀

宗
朗

）
[7

/1
7}

9
/
1
4

学
会

た
よ

り
配

布
N

0
.4

-
1

　
講

習
会

(愛
知

県
・
豊

橋
市

）
(後

)
参

加
者

（
小

谷
俊

介
）

①
性

能
規

定
型

耐
震

設
協

賛

監
査

1
1
/
1
2

会
員

名
簿

配
布

震
災

情
報

：
8
件

N
o
.4

-
2

◎
1
1
/2

1
市

民
講

座
(共

催
）

4
2
5

1
3
W

C
E
E
寄

付
②

強
震

動
デ

ー
タ

活
用

機
械

学
会

認
定

試
験

(1
2
/
1
9
-

20
)[

9
/4

]
地

震
防

災
フ

ォ
ー

ラ
ム

2
00

4/
5/

10
1
2/

26
　

1
/
3
0
（
震

災
対

策
技

術
展

）
発

表
（
８

０
０

０
U

S
D

)
後

援

1
/
1
6

リ
ン

ク
集

配
布

サ
ー

バ
ー

交
換

検
討

の
W

G
　

2
/
6
（
震

災
対

策
技

術
展

）
2
8
1

・
広

域
・
高

密
度

リ
ア

ル
タ

イ
ム

地
震

ネ
ッ

ト
構

築
に

向
け

て

建
築

研
究

所
記

念
<
演

(1
1/

28
)[

9
/4

]
J
C

I(
04

/7
/1

6)
[3

/
17

}

3
/1

7
w

e
b維

持
管

理
運

営
組

織
検

討
[1

2
/
2
6
理

事
会

決
}

J
-S

ta
ge

打
ち

合
わ

せ
(1

2/
2
6)

地
震

被
害

調
査

報
告

会
1
3
W

C
E
E
対

応
地

震
災

害
調

査
震

災
対

策
技

術
展

（
神

戸
・
横

浜
）
[6

/
1
3
]

地
盤

工
学

会
(1

2
月

)[
3
/
1
7
]

4
/2

3
　

8
/
2
1
宮

城
県

沖
他

（
土

木
学

会
他

共
催

）
　

S
ta

te
 o

f 
th

e 
A

rt
作

成
準

備
(7

/
1
7
)

①
2
0
0
3
宮

城
県

沖
・
宮

城
県

沖
地

震
・
イ

ラ
ン

バ
ム

地
震

被
害

調
査

報
告

リ
ア

ル
タ

イ
ム

地
震

情
報

協
議

会
<
演

5
/1

2
　

1
2
/
5
十

勝
沖

（土
木

学
会

他
共

催
）

　
フ

ォ
ー

ラ
ム

準
備

②
2
0
0
3
ア

ル
ジ

ェ
リ

ア
震

災
予

防
協

会
講

演
会

（
１

）

展
示

会
神

戸
シ

ン
ポ

打
ち

合
わ

せ
(1

2/
19

)
③

2
0
0
3
十

勝
沖

震
災

予
防

協
会

講
演

会
（
２

）

◎
2
0
03

/5
/1

9@
総

会
　

J
E
E
S
余

剰
金

で
運

営
ス

タ
ー

ト
④

20
04

イ
ラ

ン
バ

ム
・
性

能
規

定
型

耐
震

設
計

法
の

現
状

と
課

題
　

平
成

1
5
年

度
報

告
書

東
北

大
学

シ
ン

ポ
ジ

ウ
ム

研
究

発
表

会

◎
5
/
1
4
性

能
規

定
型

設
計

・
第

1
回

性
能

規
定

型
耐

震
設

計
法

に
関

す
る

研
究

に
関

す
る

研
究

発
表

会
講

演
論

文
集

9
26

,7
20

第
5
回

1
2
5
5

46
7
1

総
会

6
/
3

総
務

部
会

業
務

委
託

（
震

災
予

防
協

会
）

法
人

化
積

立
3
0
0

万
円

会
員

名
簿

w
eb

公
開

N
ew

s7
4-

9
5

会
誌

N
o
.4

-
3（

特
集

号
）

講
演

会
開

催
日

・
会

場
1
3
W

C
E
E
対

応
研

究
統

括
委

員
会

設
置

共
催

入
倉

2
00

4/
5/

19
7
/1

6
派

遣
職

員
（
ビ

ッ
グ

ウ
ェ

ー
ブ

）
地

震
災

害
調

査
基

金
5
0
万

円
大

会
投

稿
者

へ
勧

誘
メ

ー
ル

コ
ラ

ム
：
1編

　
N

o
.1

20
05

/2
月

発
刊

　
C

D
配

布
◎

2
0
04

/5
/1

9@
総

会
1
/
11

-1
3＠

早
稲

田
大

学
①

S
ta

te
 o

f 
th

e
 A

rt
作

成
・
配

布
研

究
委

員
会

・
大

会
2
0
0
4
梗

概
集

防
災

科
研

シ
ン

ポ
：
強

震
観

測
50

年
(1

1/
9-

10
)[

1
0/

1]
緊

急
地

震
速

報
シ

ン
ポ

(9
/1

7
)[

7/
16

}

1
0/

1
事

務
局

：
郡

氏
、

五
海

老
氏

N
o
.4

-
4

☆
1
1
/
9
-
1
0
日

本
の

強
震

観
測

5
0

年
シ

ン
ポ

（
防

災
科

研
共

催
）

(1
1
pm

は
な

し
）

②
フ

ォ
ー

ラ
ム

運
営

①
性

能
規

定
型

耐
震

設
計

日
本

学
術

会
議

シ
ン

ポ
(1

2/
9)

[1
0
/1

]

監
査

1
2
/
3

阪
神

淡
路

1
0
周

年
事

業
震

災
情

報
：
5
件

N
0
.4

-
5

　
1
/
2
2
（
震

災
対

策
技

術
展

）
参

加
者

②
強

震
動

デ
ー

タ
活

用
・
防

災
担

当
者

へ
伝

え
た

い
こ

と
－

震
災

時
対

応
者

に
と

っ
て

の
1
0
年

協
賛

2
00

5/
4/

21
2
/1

0
特

別
会

計
で

処
理

N
o
.5

-
1

　
2
/
4
（
震

災
対

策
技

術
展

）
3
3
9

IA
E
E
支

援
金

を
了

解
[1

2
/
3
理

事
会

]
③

基
礎

地
盤

動
的

応
答

東
工

大
シ

ン
ポ

(1
1
/
1
5
-

16
)[

1
0/

1}
鋼

構
造

シ
ン

ポ
ジ

ウ
ム

(0
5/

6
/1

3-
)[

12
/
3]

3
/1

8
J
E
E
S
繰

越
金

か
ら

1
0
0
万

円
受

け
N

o
.5

-
2

　
1
/
2
月

市
民

向
け

＠
文

京
区

(後
)

発
表

④
脆

弱
建

物
・
地

震
防

災
物

理
探

査
学

会
シ

ン
ポ

(1
1/

24
-2

6)
[1

0
/1

]

日
本

振
動

技
術

協
会

国
際

セ
ミ

免
震

制
振

セ
ミ

(0
5/

6
/1

3-
16

)[
1
2/

2]

4
/1

5
W

e
b
更

新
・
運

営
組

織
　

1
/
2
月

行
政

向
け

＠
相

模
原

(後
)

2
3
0

機
械

学
会

認
定

試
験

(1
2
/
1
7
-

18
)[

6
/3

]
国

際
地

盤
工

学
会

議
（
06

/9
/1

2）
[2

/1
0]

5
/
1
3

サ
ー

バ
ー

購
入

　
1
/
2
1
行

政
向

け
＠

山
梨

県
(共

)
②

か
ら

提
言

あ
り

(0
5
年

1
月

)
地

震
防

災
フ

ォ
ー

ラ
ム

(1
/2

8)
[1

2
/3

]

・
S
E
募

集
[6

/
21

]
　

2
/
5
一

般
向

け
＠

三
浦

市
(共

)
阪

神
淡

路
1
0
周

年
シ

ン
ポ

(幹
事

学
会

）
後

援

講
師

派
遣

◎
1
/1

3-
16

シ
ン

ポ
＠

淡
路

島
・
P

ro
c.

 o
f 
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S
E
 K

o
b
e

2
00

5
東

工
大

国
際

シ
ン

ポ
ジ

ウ
ム

(8
/1

4-
17

)[
7
/1

6]
震

災
対

策
技

術
展

　
神

戸
・
横

浜
（
1/

18
-2

2,
2/

3-
4)

[7
/
16

]

1
0
/
1
6
-
1
7
市

民
講

座
会

場
地

盤
工

学
会

講
習

会
(8

/
1
9
-

20
,8

/
26

-2
7)

[7
/
16

]
震

災
予

防
協

会
<
演

（
１

）
[1

2
/
3
]

地
震

被
害

調
査

報
告

会
淡

路
島

・
神

戸
土

木
学

会
技

術
懇

話
会

(8
/2

6)
[6

/
3]

震
災

予
防

協
会

<
演

（
２

）
[1

2
/
3
]

1
2
/
2
1
中

越
（
５

学
会

他
共

催
）

参
加

者
東

北
大

学
シ

ン
ポ

(1
1
/
2
-

3)
[1

0
/1

]
高

知
工

科
大

学
シ

ン
ポ

ジ
ウ

ム
(3

/9
-
)[

2/
10

}

4
/4

ス
マ

ト
ラ

（共
催

？
）

2
59

・
ス

マ
ト

ラ
島

沖
地

震
報

告
会

梗
概

集
八

戸
市

他
シ

ン
ポ

ジ
ウ

ム

展
示

会
発

表
◎

2
0
04

/5
/1

9@
総

会
1
57

阪
神

淡
路

1
0
周

年
シ

ン
ポ

(幹
事

学
会

）

☆
1
/2

0～
U

N
/W

C
D

R
セ

ッ
シ

ョ
ン

・
性

能
規

定
型

耐
震

設
計

法
　

平
成

1
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年

度
報

告
書

☆
1
/
11

シ
ン

ポ
＠

早
大

参
加

者
3
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総
会

資
料

会
長
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1
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会
員
数

総
会

理
事
会

総
務

事
務
局

財
務

会
員

広
報

会
誌

論
文
集

事
業
企

画
（
研
究
委
員
会
報
告
を

含
む
）

大
会
ま
た
は
J
E
E
S

国
際

研
究

出
版
物
・
発
行
物

他
学
会
等
と
の
関

係
（
開
催
日
）
[了

解
日
]

正
学
生

法
人

監
査

震
災
情
報
の
み

1/
1～

1
2/
31
で

区
分

◎
自

主
開
催

無
印

：
他
団
体
の
主
催
ま
た
は
他

団
体

が
幹
事
の
共
催

<
習
、
<
演
、
な
ど
：
他
学
会
と
の
関

係
欄
参

照

報
告
書
な
ど
出
版
物
は

不
明

会
誌
を
除
く

特
に
明
示
が
な
い
限
り
、

発
行
物
で
あ
る
。

シ
ン
ポ
：
シ
ン
ポ
ジ
ウ
ム

セ
ミ
：セ

ミ
ナ
ー

<
習

：
講
習
会
、
<
演
：
講
演
会

W
S
：
ワ
ー
ク
シ
ョ
ッ
プ

2
0
0
7
年
度
以
降
は
4
/
1
～
3
/
3
1

の
理
事
会
決
。
2
0
0
6年

度
ま
で

は
6
/
1
～
5
/
3
1
理
事
会
決

第
6
回

1
2
3
7

49
8
5
総
会

6
/
6

総
務
部
会

業
務
委

託
（
震
災
予

防
協
会

）
法
人
化
積
立
3
0
0

万
円

会
員
名
簿
w
eb
公

開
N
e
w
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6
-
1
1
7

会
誌

N
o
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-
3

講
演
会

開
催
日
・
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場

8
N
C
E
E
で
の

S
T
S
(0
6
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)

共
催

小
谷

2
00
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7
/1
1

法
人
化
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委
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会

設
置
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遣
職

員
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ビ
ッ
グ

ウ
ェ
ー
ブ
）
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震
災
害
調
査
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金
5
0
万
円

法
人
会
員
勧
誘

コ
ラ
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1
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N
o
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o
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4

◎
2
0
0
5
/
5
/
2
7
@
総
会

1
1
/
2
1
-
2
3＠

京
都
・

京
大
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館

E
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q
u
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e

S
u
m
m
it
参
加
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/2
4-

研
究
委
員
会

・
大
会
2
0
0
5
梗
概
集

地
盤
工
学
会
シ
ン
ポ

(9
/2

7)
[8
/
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]

理
論
応
用
力
学
<
演
(0
6
/
1
/
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-
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]
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0
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1
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技
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展
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サ
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フ
ラ
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シ
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コ
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震
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0
0
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①
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催
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②
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/
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務
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ア
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ー
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施
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情
報
：
7
件

　
3
/
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技
術
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③
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⑤
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械
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新
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ォ
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0
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催
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催
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催
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ど
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告
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く
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。
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。
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簿
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催
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催
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開
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梁
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◎
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技
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1
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/
1
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1
4
＠
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研

1
4
W
C
E
E
対
応

①
津
波
災
害
軽
減

・
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会
2
0
0
7
梗
概
集

1
1
/
2
地
震
動
と
設
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力
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土
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学
会
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/
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/
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1
1
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用

力
学
<

演
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査

1
2
/
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2

法
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検
討
委
員
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発
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1
2J

E
E
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り
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N
o
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◎
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設
計
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①
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②
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協
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0
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/
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/
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事
設
置
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法
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会
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対
応

コ
ラ
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8
編

N
o
.8
-
1

◎
1
0
/
3
技
術
セ
ミ
ナ
ー
（
地
盤
解

析
）

3
9
1

②
組
織
委
員
会
と
交

流
会

③
リ
モ
セ
ン
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/
9
機
械
学
会
座
談
会

1
/
1
8
地
震
防
災
フ
ォ
ー
ラ
ム

3
/
1
2

　
ソ
フ
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導
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震
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情

報
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◎
1
1
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ナ
ー
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造
）

発
表

④
土
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造
物
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C

・
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造
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強
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理
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4
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3
/
1
2
歴
代
会
長
懇
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目
設
定

◎
3
/
9
市

民
向

け
セ
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＠

鳥
取

2
5
2
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E
E
支

援
8
/
3
緊
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地
震
速
報

展
1
/
3
1
-
震
災
対
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技
術
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（
宮

城
）

5
/
1
3

名
誉
会
員
推
挙

w
e
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地
震
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害
調
査
報
告
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地
震
工
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フ
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①
日
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代
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認

9
/
2
5
土
木
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会
報
告
会

2
/
1
震
災
予
防
協
会
<
演

9
名

　
4
/
2
4
能
登
半

島
（
5
学
会
共
催
）

1
0

②
W
o
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備
1
0
/
2
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国
境
な
き
技
師
団
セ
ミ

ナ
ー

2
/
2
6
国
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な
き
技
師
団
セ
ミ

年
次
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受
付

シ
ス
テ
ム
新

設
　
8
/
2
2
中
越
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（
5
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共
催
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1
0
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1
-
震
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技
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2
/
2
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土
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1
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催
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地
震
災
害
対
応
委
員
会

1
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リ
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/
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土
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奨
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①
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1
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/
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シ
ン
ポ
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/
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-
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展
②
2
0
0
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1
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発

表
会

③
ペ
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1
2
/
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1
0
/
2
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的
応
答

）
③
南
ス
マ
ト
ラ
合
同
調
査

1
2
/
1
2
建
築
学
会
<
習

見
学
会

災
害
対
応
規
程
の
整
備

◎
1
1
/2
7工

場
◎

1
2
/1
3三

木

総
会

資
料

会
長

20
08
/3
/3
1

・
基
礎
地
盤
動
的
応
答

研
究

委
員

会
報

告
：
基

礎
と
地
盤
の
動
的
相
互

作
用
を
考
慮
し
た
耐
震

設
計
ガ
イ
ド
ラ
イ
ン
(案

）

 

                     

－ 68－ － 69－



 
69

会
員
数

総
会

理
事
会

総
務

事
務
局

財
務

会
員

広
報

会
誌

論
文
集

事
業
企

画
（
研
究
委
員
会
報
告
を

含
む
）

大
会
ま
た
は
J
E
E
S

国
際

研
究

出
版
物
・
発
行
物

他
学
会
等
と
の
関

係
（
開
催
日
）
[了

解
日
]

正
学
生

法
人

監
査

震
災
情
報
の
み

1/
1～

1
2/
31
で

区
分

◎
自

主
開
催

無
印

：
他
団
体
の
主
催
ま
た
は
他

団
体

が
幹
事
の
共
催

<
習
、
<
演
、
な
ど
：
他
学
会
と
の
関

係
欄
参

照

報
告
書
な
ど
出
版
物
は

不
明

会
誌
を
除
く

特
に
明
示
が
な
い
限
り
、

発
行
物
で
あ
る
。

シ
ン
ポ
：
シ
ン
ポ
ジ
ウ
ム

セ
ミ
：セ

ミ
ナ
ー

<
習

：
講
習
会
、
<
演
：
講
演
会

W
S
：
ワ
ー
ク
シ
ョ
ッ
プ

2
0
0
7
年
度
以
降
は
4
/
1
～
3
/
3
1

の
理
事
会
決
。
2
0
0
6年

度
ま
で

は
6
/
1
～
5
/
3
1
理
事
会
決

第
9
回

1
1
8
7

72
9
5
総
会

6
/
3

総
務
部
会

事
務
局

長
法
人
化
積
立
取

崩
3
0
万
円

会
員
名
簿
w
eb
公

開
N
e
w
s1
6
2
-
1
8
3

会
誌

N
o
.8
-
2

講
演

会
開

催
日
・
会
場

委
員
構
成
見
直
し

・
大
会
2
0
0
8
梗
概
集

共
催

鈴
木

2
00
8/
5/
22

7
/3
1

派
遣
職

員
（
ビ
ッ
グ

ウ
ェ
ー
ブ
→
変
更
）

地
震
災
害
調
査

基
金
5
0
万
円

学
生
会
員
会
費

見
直
し
検
討

臨
時
配
信
：
1
2
回

　
N
o
.8

N
o
.8
-
3

◎
4
/
1
1
技
術
セ
ミ
ナ
ー
（
強
震
動
）

1
1
/
3
-
5
＠

仙
台

市
情

報
・産

業
プ
ラ
ザ

1
5
W
C
E
E
開
催
検
討

研
究
委
員
会

・
強
震
動
予
測
レ
シ
ピ

「
新
潟
県
中
越
地
震
や

能
登
半
島

地
震
な
ど
に

学
ぶ
」

2
/
5
緊
急
地
震
速
報
シ
ン
ポ
(防

災
科
研
）

理
論
応
用
力
学
<
演
(0
9
/
6
/
9
-

6
/1
1)

一
般
社
団
法

人
へ
の
移
行

を
議

決
1
0
/
2

論
文
集

編
集
補
助
員

地
震
災
害
調
査

基
金
取
崩
1
2
万

円

学
会
パ
ン
フ
レ
ッ

ト
(英

文
)

コ
ラ
ム
：
7編

　
N
o
.9

N
o
.8
-
4

◎
4
/
2
2
技
術
セ
ミ
ナ
ー
（
地
震
確

率
）

参
加
者

1
4
W
C
E
E
対
応

①
土
構
造
物
L
C
C

・
地
震
発
生
確
率
－
理

論
か
ら
実
践
ま
で
－

協
賛

1
1/
20

震
災
情
報
：
3
件

N
o
.9
-
1

◎
5
/
1
0
防
災

フ
ォ
ー
ラ
ム
＠
八
戸

2
8
0

①
３
つ
の
S
T
S
実
施

②
リ
モ
セ
ン

1
0
/
2
1
物
理
探
査
学
会
創
立
6
0

周
年

シ
ン
ポ

1
/
1
5
地
震
防
災
フ
ォ
ー
ラ
ム

1
2
/
1
8

公
益
法

人
会
計
対
応

法
人
化
積
立
金

→
特
別
事
業
基

金

N
o
.9
-
2（
特

集
号
）

◎
2
0
08
/5
/2
2@

総
会

発
表

1
)免

震
③
被
害
・
復
興
ア
ー
カ
イ

ブ
ス

・
津
波
災
害
軽
減
研
究

委
員
会
報

告
書

機
械
学
会
認
定
試
験
(1
2
/
1
3
-

15
)

0
9/
10
/1
2-
14
第

9回
S
E
G
J
国

際
シ
ン
ポ

3
/
1
5

　
財
務
諸
表

変
更

1
2
/
4
-
5
緊
急
地
震
速
報
<
習
(2
0
0
8

東
海

）
1
7
8

2
)制

振
④

津
波

災
害

実
務

後
援

4
/1
6

将
来
計
画
検
討
委
員

会
サ
ー
バ

ー
更
新

投
稿
規
程
の
整

備
著
作
権
譲
渡
規

定
等
の
整
備

◎
2
/
2
3
地
盤
地
震
応
答
解
析
<
習

地
震
工
学
フ
ェ
ア

3
)緊

急
地
震
速
報

⑤
原
子
力
安
全

・
実
務
で
使
う
地

盤
の
地

震
応
答
解

析
6
/
7
宮
城
県
沖
地
震
3
0
周
年
シ

ン
ポ
（
地
盤
工
学
会
）

監
査

5
/7

10
/2
0

地
震
被

害
調
査
報
告
会

8
②
組
織
委
員
会
と
交

流
会

⑥
微
動
利
用

1
1
/
5
-
6
震
災
対
策
技
術
展
（
宮

城
）

3
/4
-6
IA
W
E
・東

京
工

芸
大
シ

ン
ポ

2
00
9/
4/
22

11
/2
0

☆
6
/
2
0
岩
手
宮
城
内
陸
地
震
（
土

木
学
会

ほ
か
）

宮
城
県
沖
地
震
3
0
周

年
シ
ン
ポ

③
旅
費
支
援
募
金

1
1
/
1
4
国
境
な
き
技
師
団
セ
ミ

ナ
ー

3
/
9
建
築
学
会
<
習

12
/1
1

☆
7
/
1
5
四
川
地
震
（
土
木
学
会
ほ

か
）

参
加
者
3
0
0
名

④
展
示
ブ
ー
ス
出
展

2
/
6
震
災
予
防
協
会
<
演

3
/
1
2
土
木
学
会
セ
ミ

2/
5

☆
8
/
2
9
最
近
の
中
日
地
震
（
IA
E
E

共
催

）
地
震
災
害
対
応
委
員
会

2
/
5
-
6
震
災
対
策
技
術
展

（
宮

城
）

0
9/
4/
24
-2
5震

災
対

策
技

術
展

（
静

岡
）

4/
2

論
文
奨
励
賞

研
究
発

表
会

IA
E
E
支

援
①
四
川
地
震
復
興
支
援

代
表
団
派
遣

3
/
1
工
学
院
大
学
シ
ン
ポ

0
9
/
4
/
2
1
震
災
予
防
協
会
金
井

先
生
追
悼
シ
ン
ポ

2
名

◎
1
1
/
5
津

波
災

害
シ
ン
ポ

①
日
本
代
表
の
変
更

（
川
島
一
彦
）

②
岩
手
宮
城
内
陸
地
震

合
同
調
査

1
2
/
1
1
建
築
学
会
シ
ン
ポ

0
9
/
6
/
4
-
5
地
域
防
災

防
犯
展

大
阪

◎
3
/
1
1
地
盤
構
造
物
L
C
C
セ
ミ

②
W
o
rl
dL

is
t作

成
支

援
③
岩
手
北
部
沿
岸
地
震

調
査

展
示
会

③
IA
E
E
事

務
局
長
交

代
（
家
村
浩
和
→
芳

村
学

）
支

援

8
/
1
9
-
2
1
東
京
都
防
災
展

④
IA
E
E
事

務
局
N
P
O

法
人
取
得
支
援

1
2
/
4
-
5
緊
急
地
震
速
報
展
示
会

(2
0
08
東

海
）

提
言
・
意
見
の
表
明

☆
1
2
/
1
2
-
1
4
地
震
防
災
の
学
習

教
材

の
現
状
に
つ
い
て
（
土
木

学
研
究
発

表
会

見
学
会

◎
1
0
/9
三

木
◎

1
/
22
三

木
◎

3
/
5三

木

総
会

資
料

会
長

論
文
集
の
会
員

外
へ
の
公
開
を

一
部
限
定

地
震
調
査
研
究
推
進
本
部
か
ら
の
今
後
の
地
震
調
査
研
究

に
関

す
る
意
見
募
集
に
対
し
て
、
会
長
名
で
意
見
を
提
出

共
同
利
用
・
共
同
研
究
拠
点
認
定
要
請
（
対
東
大
地
震
研
）

共
同
利
用
・
共
同
研
究
拠
点
認
定
要
請
（
対
京
大
防
災
研
）

日
本
学
術
会
議
ア
ン
ケ
ー
ト
に
回
答
（
学
術
団
体
の
知
的
財
産
制

度
に
つ
い
て
）

20
09
/3
/3
1
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会
員
数

総
会

理
事
会

総
務

事
務
局

財
務

会
員

広
報

会
誌

論
文
集

事
業
企

画
（
研
究
委
員
会
報
告
を

含
む
）

大
会
ま
た
は
J
E
E
S

国
際

研
究

出
版
物
・
発
行
物

他
学
会
等
と
の
関

係
（
開
催
日
）
[了

解
日
]

正
学
生

法
人

監
査

震
災
情
報
の
み

1/
1～

1
2/
31
で

区
分

◎
自

主
開
催

無
印

：
他
団
体
の
主
催
ま
た
は
他

団
体

が
幹
事
の
共
催

<
習
、
<
演
、
な
ど
：
他
学
会
と
の
関

係
欄
参

照

報
告
書
な
ど
出
版
物
は

不
明

会
誌
を
除
く

特
に
明
示
が
な
い
限
り
、

発
行
物
で
あ
る
。

シ
ン
ポ
：
シ
ン
ポ
ジ
ウ
ム

セ
ミ
：セ

ミ
ナ
ー

<
習

：
講
習
会
、
<
演
：
講
演
会

W
S
：
ワ
ー
ク
シ
ョ
ッ
プ

2
0
0
7
年
度
以
降
は
4
/
1
～
3
/
3
1

の
理
事
会
決
。
2
0
0
6年

度
ま
で

は
6
/
1
～
5
/
3
1
理
事
会
決

第
1
0

回
1
1
3
5

1
2
3

8
8
総
会

6
/
4

総
務
部
会

事
務
局

長
特
別
事
業
基
金

取
崩
1
4
5
万
円

会
員
名
簿
w
eb
公

開
N
ew

s1
84
-
20
5

会
誌

N
o
.9
-
3

講
演

会
(～

20
10
.3
)

開
催
日
・
会
場

IA
E
E
支

援
・
大
会
2
0
0
9
梗
概
集

共
催

濱
田

2
00
9/
5/
21

7
/3
1

派
遣

職
員

地
震
災
害
調
査

基
金
5
0
万
円

学
生
会
員
会
費

を
値
下
げ

臨
時
配
信
：
1
1
回

　
N
o
.1
0

N
o
.9
-
4

◎
4
/
4
技
術
セ
ミ
ナ
ー
(地

震
リ
ス
ク
)

①
日
本
代
表
支
援

研
究
委
員
会

・
構
造
物
の
地
震
リ
ス
ク

マ
ネ
ジ
メ
ン
ト

2
/
4
緊
急
地
震
速
報
シ
ン
ポ
(防

災
科
研
）

理
論

応
用

力
学
<
演

解
散

を
議

決
9
/
1
8

一
般
社
団
法
人
を

2/
4に

登
記

論
文
集

編
集
補
助
員

地
震
災
害
調
査

基
金
取
崩
5
6
万

円
3
0
0
0
→

1
0
0
0
円

コ
ラ
ム
：
1
0
編

　
N
o
.1
1

N
o
.9
-
5

◎
2
0
0
9
/
5
/
2
1
@
総
会

②
事
務
局
支
援

①
被
害
・
復
興
ア
ー
カ
イ

ブ
ス

3
/
3
1
自
然
災
害
軽
減
：
学
会
の

役
割
と
課
題
（
学
術
会
議
ほ
か
）

残
余
財
産
は

新
法
人
に
移

行
1
0/
27

学
会
パ
ン
フ
レ
ッ

ト
改
訂

震
災
情
報
：
4
件

N
o
.1
0
-
1

◎
9
/
1
7
講
演
会
（
昇
降
機
）

参
加
者

③
事
務
局
N
P
O
法
人

格
取
得
支
援

②
津
波
災
害
実
務

協
賛

1
1
/
2
4

法
人
化
準
備
委
員
会

事
務
室

共
同
利
用
相

手
の
検

討
☆
1
/
2
5
技
術
セ
ミ
ナ
ー
（
性
能
設

計
）
（
土

木
学

会
）

2
7
8

③
原
子
力
安
全

6
/
1
8
活
断
層
（
建
築
セ
ン
タ
ー
）

1
/
8
地
震
防
災
フ
ォ
ー
ラ
ム

監
査

1
2/
24

6/
12

地
震
被

害
調
査
報
告
会

発
表

④
微
動
利
用

7
/
3
0
-
3
1
有
限
要
素
法
（
機
械

学
会
）

2
0
1
0
/
4
/
2
3

1
0
/
2
/
2

7/
1
7

w
e
b編

集
指
針

J
S
T
電
子
ア
ー
カ

イ
ブ
事
業
に
参
画

　
5
/
1
ラ
ク
イ
ラ
地

震
（
共
催
）

1
7
5

⑤
リ
モ
セ
ン
高
度
化

後
援

1
0/
3/
2

8/
17

論
文
投
稿
規
程

の
一
部
修
正

　
1
0
/
2
9
ス
マ
ト
ラ
沖
地
震
（
共

催
）

地
震
工
学
フ
ェ
ア

6
/
1
3
岩
手
宮
城
内
陸
地
震
報

告
会
（
地
盤
工
学
会
）

2
/
4
-
5
震
災
対
策
技
術
展

（
横

浜
）

9/
9

1
3J

E
E
S
よ
り
30

万
円
寄
付
受
入

旧
サ
ー
バ

ー
の

売
却

　
4
/
2
0
チ
リ
地
震
（
共
催
）

6
7
/
2
8
学
術
会
議
<
演
（
中
越
沖

地
震
・
柏
崎
原
発
）

2
/
5
震

災
予

防
協

会
<
演

10
/2
1

展
示
会

9
/
5
地
盤
工
学
会
シ
ン
ポ

3
/
1
2
国
境
な
き
技
師
団
セ
ミ

11
/1
2

　
8
/
1
8
-
2
1
東
京
都
防
災
展

地
震
災
害
対
応
委
員
会

9
/
1
6
-
1
8
免
震
協
会
シ
ン
ポ

12
/2
4

論
文
奨
励
賞

研
究
発

表
会

優
秀
論
文
発
表
賞
を

創
設

①
ラ
ク
イ
ラ
地
震
合
同
調

査
1
1
/
7
活
断
層
学
会
シ
ン
ポ

1/
20

2
名

◎
1
2
/
1
0
W
S
（
原
子
力
地
震
安

全
）

1
0
名

に
授

与
②
ス
マ
ト
ラ
沖
地
震
復
旧

協
力
チ
ー
ム
派
遣

11
/
16
耐

震
グ
ラ
ン
プ
リ

3/
5

阪
神
淡

路
大
震
災
1
5
周
年
フ
ォ
ー

ラ
ム
(1
4
団
体
の
共
催
）

③
サ
モ
ア
津
波
被
害
調

査
提
言
・
意
見
の
表
明

◎
1
/
1
8
＠
神
戸
国
際
会
議
場

④
ス
マ
ト
ラ
沖
地
震
復
旧

協
力
チ
ー
ム
2
次
隊
派
遣

参
加
者

⑤
チ
リ
地
震
合
同
調
査

5
50

関
連
行

事
役
員
選
挙
は
実
施
せ
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